
    

個別公共事業の評価書（その２）        
－平成１９年度－ 

 
平成２０年４月３０日 省議決定 

 
 国土交通省政策評価基本計画（平成１９年１０月１日改正）及び平成１９年度国土交通省事後評価実

施計画（平成１９年８月１０日改正）に基づき、個別公共事業についての新規事業採択時評価、再評価

及び完了後の事後評価を実施した。今回、道路関係事業の一部の新規事業採択時評価及び再評価につい

て対応方針が決定されたので取りまとめたものである。本評価書は、行政機関が行う政策の評価に関す

る法律第１０条の規定に基づき作成するものである。なお、道路関係以外の評価書及び道路関係の完了

後の事後評価の評価書については、平成２０年３月２５日省議決定している。 
 
１．個別公共事業評価の概要について 

 国土交通省では、維持・管理に係る事業、災害復旧に係る事業等を除くすべての所管公共事業を対象

として、事業の予算化の判断に資するための評価（新規事業採択時評価）、事業の継続又は中止の判断

に資するための評価（再評価）及び改善措置を実施するかどうか等の今後の対応の判断に資する評価（完

了後の事後評価）を行うこととしている。 
 新規事業採択時評価は、原則として事業費を予算化しようとする事業について実施し、再評価は、事

業採択後５年間が経過した時点で未着工の事業及び事業採択後１０年間が経過した時点で継続中の事

業等について実施する。また、完了後の事後評価は、事業完了後の一定期間（５年以内）が経過した事

業等について実施する。 
（評価の観点、分析手法） 
 国土交通省の各事業を所管する本省内部部局又は外局が、費用対効果分析を行うとともに事業特性に

応じて環境に与える影響や災害発生状況も含め、必要性・効率性・有効性等の観点から総合的に評価を

実施する。特に、再評価の際には、投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等、

といった視点で事業の見直しを実施する。事業種別の評価項目等については別添１（評価の手法等）の

とおりである。 
（第三者の知見活用） 
 再評価及び完了後の事後評価にあたっては、学識経験者等から構成される事業評価監視委員会の意見

を聴取することとしている。 
 また、評価手法に関する事業種別間の整合性や評価指標の定量化等について公共事業評価システム研

究会において検討し、事業種別毎の評価手法の策定・改定について、評価手法研究委員会において意見

を聴取している。 
 また、評価の運営状況等について、国土交通省政策評価会において意見等を聴取することとしている

（国土交通省政策評価会の議事概要等については、国土交通省政策評価ホームページ

（http://www.mlit.go.jp/hyouka）に掲載することとしている）。 
 
２．今回の評価結果について 

 今回は、平成２０年度予算に係る評価として、道路関係予算を配分・執行する事業について、新規事

業採択時評価７５件及び再評価２８２件を実施し、再評価については４件について事業内容を見直して

継続することとしている。事業種別ごとの件数一覧は別添２、評価結果は別添３のとおりである。 
 再評価にあたって、個別事業ごとに事業評価監視委員会から意見等を聴取した。今後とも、これらを

踏まえ適切に個別公共事業評価を実施することとしている。 
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別添１

＜評価の手法等＞

事業名 評価項目
評価を行う過

（ ）内は 費用便益分析 費用便益分析以外の 程において使 担当部局
用した資料等

方法 を示す。 費用 便益 主な評価項目※

道路・街路事業 ・事業費 ・走行時間短縮便益 ・ 事業実施環境 ・道路交通セ 都市・地
（消費者余剰法） ・維持管理費 ・走行経費減少便益 ・ 物流効率化の支援 ンサス 域整備局

・交通事故減少便益 ・ 都市の再生 ・ﾊﾟｰｿﾝﾄﾘｯﾌﾟ 道路局
・ 安全な生活環境の確保 調査

土 道路特会 ・ 事業費 ・走行時間短縮便益 ・ 物流の効率化の支援 ・道路交通セ 都市・地街路整備
地 （消費者 ・維持管理費 ・走行費用減少便益 ・ 中心市街地の活性化 ンサス 域整備局
区 余剰法） ・交通事故減少便益 ・ 地域・都市の基盤の形成 ・ﾊﾟｰｿﾝﾄﾘｯﾌﾟ
画 調査
整
理 一般会計 ・ 事業費 ・宅地地価上昇便益 ・ 中心市街地の活性化 ・公示地価土地区画整理
事 （ヘドニック ・維持管理費 ・ 安全な市街地の形成防災上
業 法） ・用地費 ・ 土地の有効・高度利用の

住宅市街地基盤 ・事業費 ○施設整備効果 住宅宅地事業の ・市場家賃 土地・水
整備事業 ・維持管理費 ・個別の施設整備効果 ・ 必要性 ・公示地価 資源局
（代替法、消費者 ・住宅宅地供給効果 ・ 緊急性 住宅局
余剰法） ・ 効率性

○促進効果 ・ 優良性
・住宅宅地の供給促進に ・ 先導性
よる効果

住宅市街地総合 ・事業費 ○ ・相続税路線 住宅局拠点開発型 街なか居住再生型、 、
整備事業 ・維持管理費 ・ 土地利用転換 価都心共同住宅供給事業
（住宅市街地総合 ＜拠点地区内＞ ・ 土地有効利用 ・公示地価
整備事業） ・ 収益 ・ 住宅の質事業の実施により発生する
（ヘドニック法） ＜拠点地区外＞ ・ 計画の位置づけ

事業の影響による効用水準の変化・

密集住宅市街地整備型○
< ､ > ・ 延焼危険度の低減従前居住者用住宅 建替促進を実施する敷地
・ 発生する収益 ・ 出火危険性の低減事業の実施により
・ ・ 公共空間の確保建築物の不燃化による防災性の向上効果
< > ・ 計画の位置づけ上記敷地以外の便益
・ 効 ・ 良質な住宅供給事業の影響による 用水準の変化

※効果把握の方法

代替法
事業の効果の評価を、評価対象社会資本と同様な効果を有する他の市場財で、代替して供給
した場合に必要とされる費用によって評価する方法。

消費者余剰法
事業実施によって影響を受ける消費行動に関する需要曲線を推定し、事業実施により生じる
消費者余剰の変化分を求める方法。

ヘドニック法
投資の便益がすべて土地に帰着するというキャピタリゼーション仮説に基づき、住宅価格や
地価のデータから、地価関数を推定し、事業実施に伴う地価上昇を推計することにより、社
会資本整備による便益を評価する方法。
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【公共事業関係費】

新規事業採択箇所数

道路・街路事業 直轄事業等 17

補助事業等 33

土地区画整理事業 15

住宅市街地基盤整備事業 10

合　　　　計 75

注１

注２

新規事業採択時評価について

事　　　業　　　区　　　分

直轄事業等には、公団等施行事業を含む。

道路・街路事業における平成２０年度の高規格幹線道路、地域高規格道路の新規採択時評価については、事業実施に向けた手続きの見直しを行うこととしており
その見直し後に決定する予定であるため、本資料に含まれていない。

別添２
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【公共事業関係費】

再評価実施箇所数 再評価結果

うち見直
し継続

道路・街路事業 直轄事業等 14 3 74 5 96 96

補助事業等 1 55 55 3 114 114 3

土地区画整理事業 18 31 49 49 1

住宅市街地基盤整備事業 13 8 1 22 19 3

住宅市街地総合整備事業 1 1 1

合　　　　計 1 100 3 169 9 282 279 4 0 3

（注１） 直轄事業等には、公団等施行事業を含む
（注２）

評価
手続中

再評価について

事　　　業　　　区　　　分 ５年
未着工

10年
継続中

準備計

画５年

再々
評価

その他 計
継　　続

中止

準備計画５年：準備・計画段階で一定期間（５年間）が経過している事業

再々評価：再評価実施後一定期間（５又は１０年間）が経過している事業

その他：社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

再評価は事業採択後一定期間を経過した後も未着工である事業、事業採択後長期間が経過している事業及び需要の見込みなど事業を巡る社会経
済情勢の急激な変化等により再評価の必要が生じた事業の評価を行い、事業の見直しや、継続の可否を決定するものであり、その具体的な対象基
準は以下のとおり。

５年未着工：事業採択後一定期間（５年間）が経過した時点で未着工の事業

10年継続中：事業採択後長期間（１０年間）が経過した時点で継続中の事業
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【道路・街路事業】
（直轄事業等）

138 201 109 1.8
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

120 246 99 2.5
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

30 149 37 4.0
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

50 263 76 3.5
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

新規事業採択時評価結果一覧

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等による評価
担当課

（担当課長名）
貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

一般国道275号　江別
北道路
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：186
億円
走行経費減少便益： 9.2
億円
交通事故減少便益： 5.5
億円
【主な根拠】
計画交通量：21,200 台

・現道部における渋滞損失時間約26万人・時間
／年kmの改善が見込まれる。
・死傷事故率461件／億台キロの減少が見込まれ
る。
・第三次医療施設（札幌市）へのアクセス向
上。
・工業製品の石狩湾新港から周辺の工業団地へ
の輸送効率化。

一般国道１０８号
花渕山バイパス
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：179
億円
走行経費減少便益：67億
円
交通事故減少便益：0.46
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　3,400
台

・第３次医療施設（大崎市民病院）へのアクセ
ス性向上に資する。（59分→48分）
・特定重要港湾仙台港や仙台空港を有する仙台
と秋田県を最短で結ぶ物流等における重要路線
である。
・一般国道108号（現道）の災害や交通事故によ
る通行止めに伴う迂回移動が回避される。

一般国道７号　秋田
南バイパス
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：143
億円
走行経費減少便益： 1.9
億円
交通事故減少便益： 4.9
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　30,900
台

・現道部における渋滞損失時間の改善が見込ま
れる。（約10.4万人時間／年→約0.9万人時間／
年）
・渋滞の改善が見込まれることにより、秋田市
郊外から秋田都市圏への通勤時等の利便性向上
に資する。
・重要港湾秋田港への利便性の向上を図る。

一般国道７号　鶴岡
バイパス
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：257
億円
走行経費減少便益： 0.7
億円
交通事故減少便益： 6.0
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　20,700
台

・現道部における渋滞損失時間の改善が見込ま
れる。（約34.1万人時間／年→約2.3万人時間／
年）
・鶴岡中央・東・西工業団地への利便性の向上
を図る。（10分→6分）

別添３
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134 1,009 123 8.2
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

69 180 59 3.0
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

150 388 147 2.6
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

53 626 76 8.2
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

一般国道４号　東埼
玉道路（延伸）
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：990
億円
走行経費減少便益：16億
円
交通事故減少便益：3.3
億円
【主な根拠】
計画交通量：14,500～
19,500台

・現道部における渋滞損失時間約89万人時間/年
（県平均の36倍）の改善が見込まれる。
・現道部における死傷事故率約793件/億台キロ
（県平均の6.4倍）の減少が見込まれる。

一般国道１８号
坂城更埴バイパス
（延伸）
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：160
億円
走行経費減少便益：17億
円
交通事故減少便益：3.7
億円
【主な根拠】
計画交通量　：18,100台

・現道部における渋滞損失時間約17万人時間/年
（県平均の9.4倍）の改善が見込まれる。
・現道部における死傷事故率約377件/億台キロ
（県平均の2.8倍）の減少が見込まれる。
・救急医療活動を支援（救急病院へのアクセ
ス：21分→14分）

一般国道159号　羽咋
道路
北陸地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：387
億円
走行経費減少便益：-1.7
億円
交通事故減少便益： 2.9
億円
【主な根拠】
計画交通量　：17,900～
21,200台

・医師不足が問題となっている七尾市の第3次医
療施設（公立能登総合病院）から金沢市への搬
送時間の短縮（約8分短縮　約67分→約59分）。
・現道部における渋滞損失時間約184万人・時間
/年の改善が見込まれる（約63万人時間/年削
減）。
・現道では死傷事故率382件／億台キロの箇所が
存在しており、事故の軽減が見込まれる。
・現道は通学路でありながら歩道の整備状況が
約55.7％と低く、幅員狭小区間も存在し、通過
交通転換により歩行者の安全性向上に寄与す
る。
・第1次緊急輸送道路に位置づけられ、能登有料
道路の代替路線として機能、石川県のダブルラ
ダー結いの道構想の実現に寄与する。

一般国道1号　磐田バ
イパス
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：597
億円
走行経費減少便益：15億
円
交通事故減少便益：14億
円
【主な根拠】
計画交通量　：　56,700
台

・バイパス部の渋滞損失時間約18.4万人時間/年
（全国直轄国道渋滞損失時間上位2割）の改善が
見込まれる
・バイパス部、現道部にある主要渋滞ポイント5
箇所の緩和が期待される
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157 374 124 3.0
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

147 440 117 3.8
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

359 717 281 2.6
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

137 238 114 2.1
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

45 183 56 3.3
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

87 194 95 2.0
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

一般国道138号　須走
道路
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：353
億円
走行経費減少便益：19億
円
交通事故減少便益：2.3
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　17,300
台

・現道部における最大渋滞損失時間253千人時間
／ｋｍ年（県平均の８倍）の改善が見込まれる
・交差点部の死傷事故率1,066件／億台ｋｍ（県
平均の12.5倍）の改善が見込まれる
・観光アクセス道路としての機能強化が見込ま
れる
・御殿場バイパス西区間とともに、中央、東
名、新東名等と高速ネットワークを構築し、高
速道路のリダンダンシーの実現と、災害時にお
ける緊急車両や物資の輸送体系の信頼度向上が
見込まれる

一般国道153号　豊田
北バイパス（１工
区）
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：437
億円
走行経費減少便益：1.1
億円
交通事故減少便益：1.6
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　32600
台

・豊田市高橋地区から地域の拠点的病院である
豊田厚生病院への所要時間：5割短縮が見込まれ
る（19分⇒10分）
・現道部における渋滞損失時間約45.4万人・時/
年km（県平均の9.3倍）の改善が見込まれる。
・中心市街を迂回する環状ルートを形成する
（工場間の所要時間　60分⇒30分）
・緊急輸送道路：153号の老朽橋の代替ルートを
確保する

一般国道４２号　有
田海南道路
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：692
億円
走行経費減少便益： 22
億円
交通事故減少便益：
3.1億円

【主な根拠】
計画交通量：9,000～
9,600台

・現道における渋滞損失時間の改善が見込まれ
る（約87万人時間/年→約2万人時間/年）
・死傷事故率が高い区間の事故の減少が見込ま
れる
・有田市域全域が第３次救急医療施設（和歌山
県立医大付属病院）30分圏域に入る
・CO2排出量が約１割削減される
・東海、南海、東南海地震同時発生による現道
42号津波浸水区間（L=300m）を回避し、災害発
生時の交通機能を確保

一般国道４８０号
鍋谷峠道路
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：201
億円
走行経費減少便益： 33
億円
交通事故減少便益： 4.4
億円
【主な根拠】
計画交通量：5,800台

・第3次救急医療施設(近畿大学医学部付属病院
救急救命センター、泉州救急救命センター)への
30分搬送圏域が拡大する
・異常気象時における通行規制区間の解消
・大型車の通行が可能となり、観光産業を支援

一般国道2号　周南立
体
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：157
億円
走行経費減少便益： 15
億円
交通事故減少便益： 11
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　50,700
台

・主要渋滞ポイントである三田川交差点の最大
渋滞長2,000mが90mに削減され、混雑が解消され
る。
・沿道の夜間騒音が当該事業により改善する。
・特定重要港湾徳山下松港や臨海部の工場群へ
のアクセス性が向上し、物流の効率化を図る。
・臨海部の化学工場や精油所での火災発生時、
被災者の円滑な移送に貢献する。

一般国道2号　小月バ
イパス
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：179
億円
走行経費減少便益：7.1
億円
交通事故減少便益：8.1
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　38,600
台

・小月バイパス及び並行する国道491号の混雑が
解消される。（小月バイパス混雑度1.87→
1.27）
・平成23年に開催される国民体育大会会場への
アクセス性が向上する。
・長府地区産業拠点から中国自動車道小月ICへ
のアクセス性が向上し、地域産業活性化を支援
する。（所要時間約8分短縮）
・下関市小月町周辺から第三次医療施設（関門
医療センター）へのアクセス性が向上し、救急
医療活動を支援する。（所要時間約8分短縮）
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191 394 168 2.3
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

31 108 29 3.7
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

77 226 59 3.8
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

【道路・街路事業】
（補助事業等）

40 48 35 1.4
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

25 67 24 2.8
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

一般国道１１号
豊中観音寺拡幅
四国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：368
億円
走行経費減少便益： 18
億円
交通事故減少便益： 8.8
億円
【主な根拠】
計画交通量　：36,800台

・現道部における渋滞損失時間約８５万人時間/
年から約４万人時間/年へ改善が見込まれる。
・交通死傷事故率はH14～H17平均で892.6件/億
台キロと高く、整備により減少が見込まれる。
・事業区間沿線で、中・西讃地区最大の商業施
設の建設が予定されており、周辺の地域経済の
活性化が期待されている。
・沿道の夜間騒音が当事業により大幅に改善す
る。

一般国道201号　香春
拡幅
九州地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：101
億円
走行経費減少便益：2.3
億円
交通事故減少便益：4.8
億円
【主な根拠】
計画交通量：
　　30,100～32,200台

・現道部における渋滞損失時間約25万人・時間/
年の改善が見込まれる。
・苅田港（重要港湾）へのアクセスの向上に資
する。
・北部九州に集積する自動車関連産業の物流効
率化えを支援する。

一般国道３号　鳥栖
拡幅
九州地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：205
億円
走行経費減少便益：15億
円
交通事故減少便益：5.7
億円
【主な根拠】
計画交通量：
　　40,100～43,800台

・現道部における渋滞損失時間約7.2万人・時間
/年の改善が見込まれる。
・通学路であり、歩行者交通量159人/12hである
区間に3.5kmの自歩道が設置され、自歩道環境の
改善が見込まれる。（2.4m → 3.5m）
・事業箇所沿線には流通業務団地が立地してお
り、今後の大型車の通行等について物流の効率
化を支援する。

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等による評価
担当課

（担当課長名）
貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

一般国道101号　追良
瀬Ⅱ期バイパス
青森県

【内訳】
走行時間短縮便益：47億
円
走行経費減少便益：-
0.26億円
交通事故減少便益：1.3
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　 4,100
台

・現道隘路（w<5.5m:L=330m、i>6%:L=720m、
R<150m:20箇所）が解消される。
・深浦町から鯵ヶ沢町立病院間（2次救急医療施
設）のアクセス向上が図られる。
・鯵ヶ沢町立病院から60分カバー圏域が約2km拡
大が見込まれる。（深浦町１集落：約380人の圏
域内取込み）
・防災点検要対策箇所（落石・崩壊6箇所）およ
び特殊通行規制区間（落石等4km）の解消に資す
る。

一般国道338号　大湊
Ⅱ期バイパス
青森県

【内訳】
走行時間短縮便益：70億
円
走行経費減少便益：-1.9
億円
交通事故減少便益：-1.1
億円
【主な根拠】
計画交通量：8,300台

・現道隘路（w<5.5m:L=1,100m、R<150m:9箇所）
が解消される。
・むつ市脇野沢地区からむつ市総合病院間（２
次救急医療施設）のアクセス向上が図られる。
・事故危険箇所を含む現道狭隘区間での安全性
向上に資する。
・現道部における混雑度の緩和（1.71→0.46）
および、 渋滞損失時間約40,400人時間/年(県補
助国道平均の5倍）の改善が見込まれる。
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25 44 22 2.0
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

33 76 30 2.5
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

36 48 27 1.8
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

90 245 72 3.4
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

24 58 22 2.7
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

12 89 13 6.6
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

54 76 47 1.6
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

一般国道285号　中津
又道路
秋田県

【内訳】
走行時間短縮便益：35億
円
走行経費減少便益：8.8
億円
交通事故減少便益：0.09
億円
【主な根拠】
計画交通量：9,000台

・上小阿仁村中心部が第3次医療施設（秋田市：
秋田大学附属病院等）６０分圏域に入る。
・秋田港（重要港湾）へのアクセスの向上に資
する。
・五城目町中津又地区など災害や交通事故によ
る通行止めに伴う迂回移動が回避される。
・五城目町中津又地区のすれ違い困難な隘路を
解消し、交通の円滑化を図る

一般国道118号　松塚
バイパス
福島県

【内訳】
走行時間短縮便益：72億
円
走行経費減少便益：3.9
億円
交通事故減少便益：0.27
億円
【主な根拠】
計画交通量：9,400台

・渋滞箇所である2箇所の交差点の交通混雑が緩
和する。
・福島空港から会津地方への観光・物流ネット
ワークが強化する。
・新市須賀川市の一体性が確保される。

一般国道１２５号
古河拡幅
茨城県

【内訳】
走行時間短縮便益：39億
円
走行経費減少便益：8.7
億円
交通事故減少便益：1.2
億円
【主な根拠】
計画交通量：14,500台

・現道部における渋滞損失時間約18万人時間/年
の改善が見込まれる。
・国道125号の現道には歩道未設置の区間があ
り、整備により歩行者・自転車の安全が確保さ
れる。
・第3次救急医療施設(茨城西南地域)古河赤十字
病院やＪＲ古河駅等へのアクセス向上に資す
る。

一般国道３５４号
玉村～伊勢崎バイパ
ス
群馬県

【内訳】
走行時間短縮便益：234
億円
走行経費減少便益：11億
円
交通事故減少便益：0.14
億円
【主な根拠】
計画交通量：14,200台

・佐波地域が第3次医療施設（国立高崎病院）３
０分圏域に入る。
・高崎市～伊勢崎市間のアクセス向上に資する
（61分⇒40分　約21分短縮）
・死傷事故率の低減が図れる。（300件／億台㎞
を超える箇所の解消）

一般国道411号　勝沼
拡幅
山梨県

【内訳】
走行時間短縮便益：58億
円
走行経費減少便益：-
0.05億円
交通事故減少便益：0.47
億円
【主な根拠】
計画交通量：9,200台

・整備前における渋滞損失時間約13.8万人時間/
年の改善が見込まれる。
・死傷事故率約382件/億台キロ(山区交差点)の
低減が見込まれる。
・老朽橋(大塚橋)の改善が図られる。
・甲州市の中心部と勝沼ＩＣ間のアクセス向上
が図られる。

一般国道141号　長土
呂～御影新田バイパ
ス
長野県

【内訳】
走行時間短縮便益：82億
円
走行経費減少便益：6.5
億円
交通事故減少便益：0.00
億円
【主な根拠】
計画交通量：20,000台

・小諸市街地から第3次医療施設（佐久総合病
院）への搬送が２０分短縮される。
・現道部における渋滞損失時間約4.9万人・時間
/年（県内上位2割以内）の改善が見込まれる。
・中部横断自動車道インターチェンジへの接続

一般国道152号　小道
木バイパス
長野県

【内訳】
走行時間短縮便益：76億
円
走行経費減少便益：0.60
億円
交通事故減少便益：0.00
億円
【主な根拠】
計画交通量：3,400台

・飯田市南信濃地区が第3次医療施設（飯田市立
病院）６０分圏域に入る。
・三遠南信自動車道へのアクセス向上
・災害に対する悪条件を解消し災害耐性を向
上。
・飯田市南信濃地区のすれ違い困難な隘路を解
消し、交通の円滑化を図る
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40 68 35 1.9
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

75 204 55 3.7
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

40 111 32 3.5
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

80 432 61 7.1
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

243 892 177 5.0
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

14 216 13 16.1
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

一般国道４１５号
谷屋大野バイパス
富山県

【内訳】
走行時間短縮便益：68億
円
走行経費減少便益：0.1
億円
交通事故減少便益：-0.4
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　8,700
台

・谷屋地域が第3次医療施設（厚生連高岡病院）
３０分圏域に入る。
・現道の防災点検要対策箇所や地すべり区域を
回避し、生活幹線道路の安全な通行を確保す
る。
・谷屋・中村地区の幅員狭小・線形不良区間を
解消し、また、通学路の歩道未設置区間を解消
し交通安全の向上を図る。

一般国道135号　吉田
～川奈拡幅
静岡県

【内訳】
走行時間短縮便益：189
億円
走行経費減少便益： 13
億円
交通事故減少便益：1.5
億円
【主な根拠】
計画交通量 ： 32,300台

・現道部における渋滞損失時間約17.0万人時間/
年km（県平均の6.3倍）の改善が見込まれる。
（日常的に混雑が発生している交差点「一碧湖
入口交差点」）
・第１次緊急輸送路である国道１３５号の確実
な機能確保を図る。
・国道１３５号沿線に点在する観光地へのアク
セス向上により、地域産業の活性化を支援す
る。

一般国道150号　磐南
Ⅱバイパス
静岡県

【内訳】
走行時間短縮便益：107
億円
走行経費減少便益：2.0
億円
交通事故減少便益：1.2
億円
【主な根拠】
計画交通量 ： 12,500台

・現道部における渋滞損失時間約21.0万人時間/
年km（県平均の7.8倍）の改善が見込まれる。
（日常的に混雑が発生している交差点「掛塚橋
東交差点（他２箇所）」）
・要請限度を超えている現道の夜間騒音値の改
善が見込まれる。
・第１次緊急輸送路である国道１５０号の確実
な機能確保を図る。
・国道１５０号沿線に点在する工業団地へのア
クセス向上により、地域産業の活性化を支援す
る。

一般国道150号　久能
拡幅
静岡市

【内訳】
走行時間短縮便益：439
億円
走行経費減少便益：-5.8
億円
交通事故減少便益：-1.1
億円
【主な根拠】
計画交通量　：28,500台

・現道部における滞損失時間約3,914万人時間/
年の改善が見込まれる。
・4車線整備による容量増加で、静岡ICと臨海工
業地区の連結及び国産物流基幹ネットワークの
機能を強化し、特定重要港湾清水港へのアクセ
スを向上
・4車線整備による容量増加で、第１次緊急輸送
路としての機能強化と安定性が向上
・渋滞解消により、沿道の久能山東照宮、イチ
ゴ狩り等の観光産業へのアクセス向上

一般国道151号　一宮
バイパス
愛知県

【内訳】
走行時間短縮便益：806
億円
走行経費減少便益：36億
円
交通事故減少便益：50億
円
【主な根拠】
計画交通量　：　26,000
台

・現道部における渋滞損失時間約113万人・時間
/年の改善が見込まれる。
・重要港湾・三河港へのアクセスの向上に資す
る。
・死傷事故率の高い一宮市街部(366件/億台km：
亥子角交差点)を迂回するバイパスが整備される
ため、安全性が向上する。

一般国道477号　菰野
バイパス
三重県

【内訳】
走行時間短縮便益：223
億円
走行経費減少便益：-6.3
億円
交通事故減少便益：-
0.41億円
【主な根拠】
計画交通量　：　7,300
台

・県内の代表的な観光地である「湯の山温泉」
において、新名神高速道路の菰野ＩＣからのア
クセス向上により観光入り込み客が増大。
・菰野地域から第3次医療施設（県立総合医療セ
ンター病院）のアクセスが時間短縮。
・既に着工している一般国道４７７号（四日市
湯の山道路）との連携により、菰野町千種地域
から新名神高速道路菰野ＩＣ、四日市市市街地
中心部へのアクセス強化が図られ、地域高規格
道路としてのトラフィック機能に対する早期整
備効果の発現が図られる。
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5.0 18 5.1 3.5
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

50 71 45 1.6
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

2.1 11 4.8 2.3
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

35 64 29 2.2
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

40 45 34 1.3
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

38 63 31 2.0
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

一般国道317号　別宮
拡幅
愛媛県

【内訳】
走行時間短縮便益：17億
円
走行経費減少便益：0.14
億円
交通事故減少便益：0.55
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　16,200
台

・本箇所の周辺は、概ね４車線化が概成してい
るが、本工区が2車線でボトルネックとなってい
る
・現道部における渋滞損失時間41,025人時/年km
（県平均の4.3倍 県管理国道ワースト6位）の改
善が見込まれる。
・現道部における混雑度は1.67（県管理国道
ワースト1位）の改善が見込まれる。
・現道部における死傷事故率365.4件/年億台km
（県内平均の6.4倍 県管理国道ワースト1位）の
改善が見込まれる。
・今治市別宮地区（今治市役所、公会堂、体育
館、公園等あり）へのアクセスが向上する。

一般国道385号
那珂川拡幅
福岡県

【内訳】
走行時間短縮便益： 65
億円
走行経費減少便益：4.4
億円
交通事故減少便益：1.5
億円
【主な根拠】
計画交通量　：18,600台

・第3次医療施設（福岡大学病院）へのアクセ
ス、救命率が飛躍的に向上する。(37分→21分)
・現道部における渋滞損失時間21万人･時間/年
の改善が見込まれる。
・連続した歩道の整備により、歩行者の安全性
が確保される。(全線通学路指定)
・主要な観光地へのアクセス向上が期待され
る。
　（グリーンピア那珂川 2.2万人/年）
　（吉野ヶ里歴史公園  46.8万人/年）
・新規整備の公共公益施設へ直結する道路であ
る。(ひがしせふり温泉 山茶花の湯)

一般国道500号
小石原川ダム付替道
路
福岡県

【内訳】
走行時間短縮便益： 9.5
億円
走行経費減少便益： 1.3
億円
交通事故減少便益：0.42
億円
【主な根拠】
計画交通量　：600台

・現道における大型車のすれ違い困難区間を解
消する。
・主要な観光地へのアクセス向上が期待され
る。
　（朝倉市191.8万人/年）
　（東峰村 67.5万人/年）
・関連する大規模事業と一体的に整備する必要
がある。（小石原川ダム建設事業）
・付替道路事業は、平成16年3月に小石原川ダム
建設事業として、環境影響評価手続き完了して
いる。

一般国道４９９号
栄上拡幅
長崎県

【内訳】
走行時間短縮便益：61億
円
走行経費減少便益：0.72
億円
交通事故減少便益：1.7
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　16,700
台

・現道部における渋滞損失時間約34.5万人・時
間/年の改善が見込まれる。
・現道部における死傷事故率約197件/億台kmの
改善が見込まれる。
・歩行者交通量370人/日の区間で、歩道設置に
より歩行者環境が向上する。
・長崎空港（第2種空港）へのアクセスの向上に
資する（旧野母崎町役場～長崎空港95分⇒87分
など）。
・第3次医療施設（長崎大学付属病院）へのアク
セスの向上に資する（旧野母崎町役場～長崎大
学付属病院71分⇒63分など）。

一般国道３２７号
石原バイパス
宮崎県

【内訳】
走行時間短縮便益：  44
億円
走行経費減少便益：0.94
億円
交通事故減少便益：0.00
億円
【主な根拠】
計画交通量　：1,300台

・バス路線（路線バス４便/日）
・椎葉村から第２次医療施設（日向救急病院）
　第３次医療施設（県立延岡病院）へのアクセ
  ス向上。
・災害による集落の孤立化の解消（H16、H17の
　台風災害時に最長５日間の孤立）
・緊急輸送道路ネットワーク計画（２次）
・防災点検要対策箇所（２箇所）を改善、及び
　回避
・幅員狭小、線形不良区間の解消による走行安
　全性の向上（曲線半径R=10m～50m程度）

一般国道199号
砂津バイパス
北九州市

【内訳】
走行時間短縮便益：57億
円
走行経費減少便益：3.7
億円
交通事故減少便益：2.4
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　36,600
台

・現道部における渋滞損失時間12万人・時間/年
（県平均の４倍）の改善が見込まれる。
・国際物流基幹ネットワークの機能向上に資す
る。（北九州貨物ターミナル駅～ひびきコンテ
ナターミナル　31分⇒23分　※新若戸道路整備
含む）
・都市再生プロジェクト（都市再生緊急整備地
域第２次指定：小倉駅周辺）を支援、中心市街
地の活性化（小倉都心地区）に寄与する。
・緊急輸送道路３箇年プログラム対象橋梁と
なっている砂津大橋の架け替えを実施すること
により、緊急輸送道路（一次ネットワーク）の
信頼性向上を図る
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111 870 89 9.7
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

5.1 9.3 5.5 1.7
関東地方整備局
道路部地域道路課
（課長　田村　俊彦）

30 48 23 2.0
近畿地方整備局
道路部地域道路課
(課長　田中　貢)

6 25 6.4 3.9
九州地方整備局
道路部地域道路課
(課長　春田　義信)

22 103 21 4.9

内閣府
沖縄総合事務局
開発建設部
道路建設課
（課長　金城　博）

29 58 21 2.8
北海道開発局
都市住宅課

（課長　小田島聖）

一般国道507号　八重
瀬道路
沖縄県

【内訳】
走行時間短縮便益：831
億円
走行経費減少便益：28億
円
交通事故減少便益：11億
円
【主な根拠】
計画交通量　：　29,900
台

・渋滞損失時間約8万人・時間/年の改善が見込
まれる。
・死傷事故率約359件/億台キロ（県平均の4.66
倍）の改善が見込まれる。
・第3次医療施設（県立医療センター・子ども医
療センター）へのアクセスの向上に資する。
・空港（第２種空港）へのアクセスの向上に資
する（空港まで到達時間30分圏域人口が5,800人
増）。

一般県道　川原畑大
戸線
　湖面1号橋工区
群馬県

【内訳】
走行時間短縮便益：9.1
億円
走行経費減少便益：0.13
億円
交通事故減少便益：0.00
億円
【主な根拠】
計画交通量： 1,900台/
日

・八ッ場ダムにより水没する川原湯地区と川原
畑地区の移転代替地を結び、地域コミュニティ
の維持等生活再建を支援する。
・新川原湯温泉と吾妻渓谷、ダムサイト等の観
光施設を結び、水没地区の観光を支援する。

主要地方道 三田西イ
ンター線
　溝口～長坂工区
兵庫県

【内訳】
走行時間短縮便益： 41
億円
走行経費減少便益：4.8
億円
交通事故減少便益：1.4
億円
【主な根拠】
計画交通量：11,200台/
日

・JR福知山線と立体交差するバイパス整備によ
り、安全で円滑な交通を確保し、踏切事故防止
や消防・救急救命活動を支援する。
・国道176号と県道テクノパーク三田線・黒石三
田線を連絡し、梯子状道路ネットワークを形成
するとともに、舞鶴若狭自動車道三田西I.Cから
のアクセスが向上され、丹波地域をはじめとす
る周辺地域と三田市との連携を強化、地域の自
立・活性化に寄与する。

主要地方道 唐津北波
多線
 重河内工区
佐賀県

【内訳】
走行時間短縮便益：  21
億円
走行経費減少便益： 2.7
億円
交通事故減少便益： 1.2
億円
【主な根拠】
計画交通量　：　1,800
台/日

・原子力災害時の緊急避難道路として信頼性の
高い道路が形成される。
・西九州自動車道（北波多IC）へのアクセスの
向上により観光交流人口の拡大や産業の活性化
が図られる。
・唐津肥前線やＲ２０４など災害や交通事故に
よる通行止めに伴う迂回路として信頼性の高い
路線が確保される。
・重河内地区のすれ違い困難な隘路や視距の取
れない屈曲区間を解消し、交通の円滑化を図
る。

主要地方道 糸満与那
原線
　山城～喜屋武工区
沖縄県

【内訳】
走行時間短縮便益：105
億円
走行経費減少便益：-1.7
億円
交通事故減少便益：0.11
億円
【主な根拠】
計画交通量： 4,200台/
日

・戦跡・史跡等の各拠点施設間を相互に結び、
那覇空港（第２種空港）へのアクセスの向上に
資するなど、観光地へのアクセス性・周遊性を
高め、観光拠点の形成と地域の活性化を支援す
る。
・糸満市南部海岸一帯から第2次医療施設（南部
病院）へのアクセスを改善し救急医療活動を支
援する。
・糸満市南部海岸一帯のすれ違い困難な隘路を
解消し、交通の円滑化を図る。

都市計画道路
3・4・66日吉中央通
函館市

【内訳】
走行時間短縮便益：54億
円
走行経費減少便益：3.1
億円
交通事故減少便益：0.86
億円
【主な根拠】
計画交通量　：6,400台/
日

・北海道内センサス区間の上位２割に含まれる
区間の渋滞を緩和する。
・現在は狭小な片側歩道が、拡幅されて両側に
設置される。（歩行者・自動車の安全性の向
上）
・死傷事故率が高い区間の事故減少が見込まれ
る。
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30 33 24 1.4

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長 松谷春敏）

85 246 70 3.5

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長 松谷春敏）

1,020 1,185 465 2.5

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長 松谷春敏）

600 741 340 2.2

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長 松谷春敏）

900 905 519 1.7

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長 松谷春敏）

14 45 12 3.8

沖縄総合事務局開発建設
部建設産業・地方整備課
（課長　竹富信也）

都市計画道路
西滝新城線（石江）
青森県

【内訳】
走行時間短縮便益：32億
円
走行経費減少便益：0.93
億円
交通事故減少便益：0.03
億円

【主な根拠】
計画交通量　：17,300台
/日

・歩道狭小区間に幅広歩道が設置され歩行者等
の安全性が向上する。
・青森市西部地区と中心市街地を連結するバス
路線の強化による定時制確保、利便性向上が図
られる
・現青森駅周辺の中心市街地と新幹線新駅との
連携強化が図られる。
・堆雪幅確保により冬期の交通事故低減が図ら
れる。
・基幹的な都市内幹線道路網の整備により、都
市内交通の円滑化を図るとともに物流の効率化
を支援することができる。

都市計画道路
大場大枝線
埼玉県

【内訳】
　走行時間短縮便益
　：240億円
　走行経費減少便益
　：5.6億円
　交通事故減少便益
　：0.17億円
【主な根拠】
　計画交通量：9,300台/
日

・ボトルネック踏切による渋滞を解消する。
（現況旅行速度8.5㎞/h）
・自転車歩行者道の鉄道立体構造により、車道
と分離され歩行者安全対策に資する。
・道路拡幅（標準幅員16ｍ）による消防車等の
緊急車両のアクセスや避難路（4.5ｍの自転車歩
行者道）としての機能が確保されるとともに、
延焼遮断帯としての効果が向上する。

京王電鉄京王線連続
立体交差事業
（代田橋駅～八幡山
駅付近）
東京都

【内訳】
　移動時間短縮便益
　：1,101億円
　走行経費減少便益
　：81億円
　交通事故減少便益
　：2.7億円
【主な根拠】
　踏切交通遮断量
　：293,100台時/日

・踏切16箇所（うち開かずの踏切16箇所）を除
却することにより、地域分断の解消、良好な市
街地形成が図られる。
・歩行者及び自転車交通の利便性、安全性の向
上が図られる。

都市計画道路
３・４・浦１号神森
線
沖縄県　浦添市

【内訳】
走行時間短縮便益：44億円
走行経費減少便益：1.1億円
交通事故減少便益：0.08億円
【主な根拠】
計画交通量：13,400台／日

・都市圏の主要な環状道路である那覇糸満線の
渋滞緩和が期待される。
・県道那覇糸満線、県道浦添西原線及び県道那
覇宜野湾線等における慢性的な交通渋滞が緩和
されることにより、CO2、NO2、SPM排出量が削減
されることが期待できる。
・広域道路との連結により日常活動圏中心都市
へのアクセス性が向上する。
・災害時の避難所となる公立中学校（神森中学
校）に直接連絡する道路であり、避難路として
ばかりで無く、周辺地域の消火活動の支援、延
焼遮断帯機能が確保される。
・二次救急医療体制救急病院である浦添総合病
院へのアクセス性向上により、移動時間の短縮
が図られ救急時の迅速な対応が期待される。

西武鉄道新宿線連続
立体交差事業
（中井駅～野方駅付
近）
東京都

【内訳】
　移動時間短縮便益
　：686億円
　走行経費減少便益
　：46億円
　交通事故減少便益
　：8.8億円
【主な根拠】
　踏切交通遮断量
　：276,800台時/日

・踏切9箇所（うち開かずの踏切7箇所）を除却
することにより、地域分断の解消、良好な市街
地形成が図られる。
・歩行者及び自転車交通の利便性、安全性の向
上が図られる。

京阪電鉄京阪本線連
続立体交差事業
（香里園駅～枚方公
園駅付近）
大阪府

【内訳】
　移動時間短縮便益
　：870億円
　走行経費減少便益
　：23億円
　交通事故減少便益
　：12億円
【主な根拠】
　踏切交通遮断量
　：301,800台時/日

・踏切21箇所（うち開かずの踏切20箇所）を除
却することにより、地域分断の解消、良好な市
街地形成が図られる。
・歩行者及び自転車交通の利便性、安全性の向
上が図られる。
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【土地区画整理事業】

34 20 9.1 2.2
北海道開発局
都市住宅課

(課長 小田島聖)

90 81 24 3.4
関東地方整備局

都市整備課
（課長 赤星健太郎）

206 61 30 2.0
関東地方整備局

都市整備課
（課長 赤星健太郎）

298 243 67 3.6
都市･地域整備局
市街地整備課

（課長 松田秀夫）

40 41 19 2.1
北陸地方整備局
都市･住宅整備課

（課長 細萱英也）

29 25 11 2.2
北陸地方整備局
都市･住宅整備課

（課長 細萱英也）

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等による評価
担当課

（担当課長名）
貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

北斗市新幹線新駅周
辺土地区画整理事業
　北斗市

【内訳】
走行時間短縮便益：16億
円
走行費用短縮便益：4.1
億円
交通事故減少便益：0.39
億円
【主な根拠】
計画交通量：4,616台

・公共交通機関の利用の促進に資する。（北海
道新幹線　新駅駅前広場の整備）
・市街地の幹線都市計画道路網密度が高くな
る。（0.0km/k㎡→5.5km/k㎡)
・住宅系・商業系の地区内の歩道が新設整備さ
れる。

二中地区(第一)土地
区画整理事業
　前橋市

【内訳】
走行時間短縮便益：79億
円
走行費用減少便益：0.53
億円
交通事故減少便益：1.7
億円
【主な根拠】
計画交通量：9,315台/日

・安全な生活環境の確保（通学路等の歩行者空
間の確保）
・良好な生活環境の保全・形成（緑地整備によ
る環境の保全、良好な景観の形成）
・道路の防災対策・危機管理の充実（6m以上の
道路を確保し、災害時の延焼防止、緊急車両の
通行の円滑化）

西袋上馬場土地区画
整理事業
 八潮市

【内訳】
走行時間短縮便益：53
億円
走行費用短縮便益：6.2
億円
交通事故減少便益：1.4
億円
【主な根拠】
計画交通量：27,400台/
日

・都市圏の交通円滑化の推進(都市計画道路整備
による現道の混雑解消）
・良好な環境の保全・形成（地区計画等による
宅地側の良好な環境の形成）
・道路の防災対策・危機管理の充実（幅員6ｍ以
上の道路がない消火活動困難地区の解消）

新曽第二土地区画整
理事業
　戸田市

【内訳】
走行時間短縮便益：201
億円
走行費用短縮便益：4.7
億円
交通事故減少便益：37億
円
【主な根拠】
計画交通量：29,800台/
日

・交通円滑化の推進（戸田駅東口駅前広場整備
による公共交通機関の利用の促進）
・安全な生活環境の確保（都市計画道路の歩道
幅員1.5ｍ→5.5ｍ）
・良好な環境の保全・形成（地区計画による宅
地側の良好な環境形成）
・道路の防災対策・危機管理の充実（避難拠点
の公園整備　０箇所→4箇所）

石動駅南土地区画整
理事業
　石動駅南土地区画
整理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：38億
円
走行費用短縮便益：2.3
億円
交通事故減少便益：0.23
億円
【主な根拠】
計画交通量：2,410台/日

・中心市街地の活性化（JR石動駅隣接地区の整
備により都市拠点の機能を強化）
・安全な生活環境の確保（地区内の歩道整備に
よる安全性の向上）
・都市圏交通円滑化の推進（駅南口広場の新設
により既存の駅北口周辺道路の混雑緩和）

金沢市副都心北部大
友土地区画整理事業
（仮称）
　金沢市副都心北部
大友土地区画整理組
合（仮称）

【内訳】
走行時間短縮便益：26億
円
走行費用短縮便益：-1.9
億円
交通事故減少便益：0.43
億円
【主な根拠】
計画交通量：39,000台/
日

・幹線道路網の整備（地域高規格道路側道の位
置づけのある道路の整備）
・地域・都市の基盤形成（道路整備と一体と
なった宅地供給）
・道路の防災対策（緊急輸送道路ネットワーク
の計画の位置づけのある幹線道路の整備）
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37 42 7.8 5.3
中部地方整備局

都市整備課
（課長 中西賢也）

158 391 37 10.3
中部地方整備局

都市整備課
（課長 中西賢也）

235 130 46 2.8
中部地方整備局

都市整備課
（課長 中西賢也）

308 285 30 9.4
都市･地域整備局
市街地整備課

（課長 松田秀夫）

52 53 19 2.8
近畿地方整備局

都市整備課
（課長 奥田謁夫）

110 86 12 7.5
都市･地域整備局
市街地整備課

（課長 松田秀夫）

289 250 132 1.9
都市･地域整備局
市街地整備課

（課長 松田秀夫）

駅北本郷土地区画整
理事業
　羽島市

【内訳】
走行時間短縮便益：41億
円
走行費用短縮便益：2.0
億円
交通事故減少便益：-
0.60億円
【主な根拠】
計画交通量：14,043台/
日

・交通の円滑化（交通の分散化による渋滞解消
とｲﾝﾀｰへのｱｸｾｽ時間が短縮）
・安全な生活環境の確保（通学路における歩道
整備 約43%→100%、内水被害の解消）
・道路の防災対策・危機管理の充実（消火活動
の困難地域と狭隘道路の解消）

豊田寺部土地区画整
理事業
　豊田市

【内訳】
走行時間短縮便益：378
億円
走行費用短縮便益：10億
円
交通事故減少便益：2.2
億円
【主な根拠】
計画交通量：19,260台/
日

・都市圏の交通円滑化の推進（豊田則定線の混
雑度　1.50→0.60）
・地域・都市の基盤の形成（電線類地中化　0km
→約2.5km、平成29年の都心人口増数　約2,000
人に対し約6割）
・安全な生活環境の確保（歩道付道路延長 約
0.6km→約2.5km）

安城南明治第一土地
区画整理事業
　安城市

【内訳】
走行時間短縮便益：128
億円
走行費用短縮便益：2.1
億円
交通事故減少便益：-
0.22億円
【主な根拠】
計画交通量：9,050台/日

・安全な生活環境の確保（歩道付道路延長 約
2.1km→約4.2km）
・良好な環境の保全・形成(電線類地中化 0km→
約2.7km）
・道路の防災対策・危機管理の充実(狭隘道路の
解消及び不燃化領域の拡大)

茶屋新田土地区画整
理事業
　名古屋市茶屋新田
土地区画整理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：273
億円
走行費用短縮便益：7.3
億円
交通事故減少便益：5.1
億円
【主な根拠】
計画交通量：33,300台/
日

・地域・都市基盤の形成（スーパー中枢港湾整
備に伴う港湾関連人口の増加への対応）
・安全な生活環境の確保（歩道付道路延長 0km
→約4.8km）
・良好な環境の保全・形成（地区計画等による
宅地側の良好な環境の形成）
・防災対策（浸水被害の解消）

JR高槻駅北東土地区
画整理事業
　ＪＲ高槻駅北東土
地区画整理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：50億
円
走行費用短縮便益：2.5
億円
交通事故減少便益：0.52
億円
【主な根拠】
計画交通量：13,663台/
日

・中心市街地の活性化（立地特性を活かした都
市機能の充実）
・地域・都市基盤の形成（快適な歩行空間の創
出や都市計画道路等の新設による駅周辺の交通
環境の向上）
・道路の防災対策・危機管理の充実（地域防災
計画に位置づけられる公園の整備等）

吹田操車場跡地土地
区画整理事業
　都市再生機構

【内訳】
走行時間短縮便益：87億
円
走行費用短縮便益：2.0
億円
交通事故減少便益：-3.2
億円
【主な根拠】
計画交通量：10,040台/
日

・都市圏の交通円滑化の推進（駅前アクセス利
便性向上による地域活性化の促進）
・地域・都市の基盤形成（狭隘な道路拡幅や道
路等の新設による交通の円滑化と歩行者の安全
確保）
・鉄道操車場跡地における健康、教育創生拠点
の形成

松山駅周辺土地区画
整理事業
　松山市

【内訳】
走行時間短縮便益：243
億円
走行費用短縮便益：5.8
億円
交通事故減少便益：1.7
億円
【主な根拠】
計画交通量：14,253台/
日

・中心市街地の活性化（ＪＲ車両・貨物基地等
を含めた土地の整序等により、土地の有効利用
が促進）
・都市圏の交通円滑化（東西軸をなす幹線道路
の整備等）
・道路の防災対策・危機管理の充実(幅員2m～5m
の道路による消火活動が困難な地区が解消され
る。)
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42 55 22 2.6
九州地方整備局
都市･住宅整備課

（課長 福本仁志）

16 13 6.0 2.2
九州地方整備局
都市･住宅整備課

（課長 福本仁志）

【住宅市街地基盤整備事業】

30

24

22 30 23 1.3

担当課
（担当課長名）

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等による評価貨幣換算した便益:B(億円)
費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

茂呂第一土地区画整理
他２地区

・本地区は伊勢崎市中心市街地の南東方面に位置
し、東方500mには東武鉄道伊勢崎線剛志駅を有す
る。また、地区内の都市計画道路の整備及び区画整
理事業による農地から市街地への土地利用を図って
おり、良好な居住環境を形成する。

関東地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　高木直人）

（主）伊勢崎深谷線
(地方道)
群馬県

105

【内訳】
　走行時間短縮便益：88億
円
　走行経費減少便益：12億
円
　交通事故減少便益：4.8
億円
【主な根拠】暫定２車線
　計画交通量12,100～
13,400台/日

48 2.2

・団地から東毛広域幹線道路である国道３５４号バ
イパスに直接連絡するため、東毛地域へのアクセス
が飛躍的に向上する。また、当該道路も広域幹線道
路の一部を担う。

市道(境)5476号線
(地方道)
群馬県・伊勢崎市

岩瀬土地区画整理

・東武伊勢崎線羽生駅まで約１Ｋｍに位置し、職住
近接を実現
・羽生市総合振興計画や埼玉県住生活基本計画にお
いて、住宅の供給促進図る地区として位置付けられ
た土地区画整理事業

関東地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　高木直人）

主要地方道羽生外野栗
橋線（地方道）
埼玉県

【内訳】
　走行時間短縮便益：26億
円
　走行経費減少便益：2.5
億円
　交通事故減少便益：1.5
億円
【主な根拠】
　計画交通量：5,000台／
日

・鉄道により分断された市中心市街地との円滑な交
通を確保
・羽生市北部・加須市北部地域に立地する大規模工
場へのアクセス性向上

新鳥栖駅西土地区画
整理事業
　鳥栖市

【内訳】
走行時間短縮便益：9.7
億円
走行費用短縮便益：0.36
億円
交通事故減少便益：0.14
億円
歩行時間短縮便益：3.0
億円
【主な根拠】
計画交通量：4,900台/日

・地域・都市の基盤の形成（九州新幹線新駅を
核とした広域的な交通・交流の拠点都市の形
成。（九州新幹線鹿児島ルートの全線開業、新
幹線新駅及び長崎本線新駅の設置））
・都市圏の交通円滑化の推進（公共交通機関の
利用の促進に資する。（駅前広場の整備等）
（新鳥栖駅西口駅前広場（約５，８００㎡）の
整備））
・良好な生活環境の形成（ユニバーサルデザイ
ンの推進（県推進地区に選定）、地区計画の導
入（６．８ha））

緑ケ浜土地区画整理
事業
　新宮町緑ケ浜土地
区画整理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：55億
円
走行費用短縮便益：0.81
億円
交通事故減少便益：-
0.13億円
【主な根拠】
計画交通量：4,600台/日

・地域・都市の基盤の形成（JR新駅隣接）
・活力ある地域の実現、生活利便性の向上（地
区内への商業施設等の誘致）
・良好な環境の保全・形成（地区計画等による
宅地側の良好な環境の形成）
・宅地需要への対応（福岡市隣接）
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12 39 10 3.9

40 194 90 2.1

29 164 28 5.8

9 192 106 1.8

29 77 29 2.6

開成町南部地区土地区
画整理

・小田急小田原線開成駅から西へ約１ｋｍに位置
し、職住近接の住宅宅地事業
・開成町総合計画の他開成町都市計画マスタープラ
ンの重点整備地区に位置づけられており、団地内に
新設小学校が平成２２年４月開校するなど、良好な
居住環境を形成

関東地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　高木直人）

都市計画道路
和田河原開成大井線
（区画）
神奈川県

【内訳】
走行時間短縮便益：39億円
走行経費減少便益：1.1億
円
交通事故減少便益：-0.21
億円
【主な根拠】
計画交通量：11,500台

・団地から小田急開成駅、東名高速道路大井松田IC
までのアクセス向上

県道711号小田原松田
（地方道）
神奈川県

【内訳】
走行時間短縮便益：190億
円
走行経費減少便益：4.7億
円
交通事故減少便益：0.11億
円
【主な根拠】
計画交通量：11,500台/日

・団地から県道711号小田原松田（４車線整備済
み）へのアクセス向上

橋本大山町西２地区

・ＪＲ橋本駅の東約９００ｍに位置し、職住近接を
実現
・都市再生緊急整備地域に指定され、地区計画によ
る良好な居住環境
・団地に隣接し、公園を整備するなど、良好な居住
環境

関東地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　高木直人）

市道　大山氷川
（地方道）
相模原市

【内訳】
走行時間短縮便益：159億
円
走行経費減少便益：4.5億
円
交通事故減少便益：0.57億
円
【主な根拠】
計画交通量：9,800台/日

・団地からＪＲ橋本駅及び国道１６号へのアクセス
向上
・広域避難場所の小山公園へのアクセス向上による
防災機能の強化

小田急相模原駅北口Ｂ
地区

・横浜中心部から２０ｋｍ圏内にあり、小田急相模
原駅北口に位置し、都市機能の充実を図るため住
居・商業・業務等の集積を目的に建築物の高度化を
図る。

関東地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　高木直人）都市計画道路

相模原二ツ塚線
（街路）
神奈川県

【内訳】
走行時間短縮便益：184億
円
走行費用短縮便益：8.4億
円
交通事故減少便益：0.00億
円
【主な根拠】
計画交通量：14,000台

・平成23年度の小田急相模原駅北口再開発の完成に
あわせて、本路線の整備により、地震時等の災害に
おける団地と広域避難場所、防災へリポートへのア
クセス向上。

出川地区他1地区
・南松本駅東側に隣接する住宅団地及び西側に位置
する公営住宅の建替
（南松本駅から松本駅まで3．5km）

関東地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　高木直人）都3．4．22小池平田線

松（街路）
松本市

【内訳】
走行時間短縮便益：73億円
走行経費減少便益：4.1億
円
交通事故減少便益：0.00億
円
【主な根拠】
計画交通量：16,400台／日

・団地と松本市の中心市街地及び公益施設へのアク
セスが向上する。
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29 51 26 2.0

7.6 13 7.4 1.8

12

6.4

9.0 46 23 1.9

岩槻駅西口団地

・大宮駅から8.5kmに位置し、埼玉県の住生活基本
計画により重点供給地域に指定されており、都市型
住宅の供給促進に努め、岩槻駅西口駅前の良好な居
住環境を形成を図る

関東地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　高木直人）岩槻駅西口駅前通り線

（街路）
さいたま市

【内訳】
走行時間短縮便益：49億円
走行経費減少便益：0.92億
円
交通事故減少便益：1.4億
円
【主な根拠】
計画交通量：8,000台/日

・団地から東北道岩槻ICに接続する国道122号バイ
パスに連絡することによるアクセスの向上

ＪＲ高槻駅北東地区

近畿地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　椎名大介）古曽部西冠線

（街路）
高槻市

【内訳】
走行時間短縮12.8億円
走行経費減少　0.62億円
交通事故減少 0.02億円
【主な根拠】
計画交通量9,392台/日

・都市再生緊急整備地域における住宅供給により、
住宅、文教、商業、福祉などの機能を組み合わせた
まちづくりを行うもの
・歩車分離およびバリアフリー化による高槻市北部
の住宅街から駅周辺への良好な歩行者空間の確保

乙金第二
・福岡市中心部まで１０kmに位置し、職住近接を実
現

九州地方整備局
建政部

都市・住宅整備課
（課長　福本仁志）

現人橋乙金線他２路線
（区画）
福岡県
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【内訳】
　走行時間短縮便益：23億円
　走行経費減少便益：0.64億
円
　交通事故減少便益：0.30億
円
【主な根拠】
　計画交通量：10,300台/日

12 1.9
・既存幹線道路との円滑なアクセス向上、近隣地域
とのネットワークを図ることにより、交通の利便性
が向上する

3・5・212乙金川久保線
（街路）
福岡県

沖田緑ヶ浜
・福岡市中心部まで１５kmに位置し、職住近接を実
現

九州地方整備局
建政部

都市・住宅整備課
（課長　福本仁志）（３・４・５）上浜・

馬場線
（区画）
福岡県

【内訳】
　走行時間短縮便益：41億円
　走行経費減少便益：3.4億
円
　交通事故減少便益：1.7億
円
【主な根拠】
　計画交通量：9,100台/日

・整備路線とJR鹿児島本線を立体交差させることに
より、地区の利便性が向上する
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【公共事業関係費】

【道路・街路事業】
（直轄事業）

再々評価 950 1,583 863 1.8

・日高地域と拠点都市である
札幌市、苫小牧市までのアク
セス向上
・三次医療施設のある札幌市
までの所要時間が短縮
・農水産品等の道央圏や道外
への流通の利便性向上

・当該路線が新たに拠点都市間を高規格
幹線道路で連絡するルートを構成する。
・日高自動車道が平成10年度～平成17年
度に苫小牧東IC～日高富川IC間が供用し
ている。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成20年代中頃の暫定２車線供用を予定し
ている。
・縦断線形の見直しにより、橋梁長を短
くしてコスト縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 911 2,247 951 2.4

・拠点都市である旭川市と遠
軽町間のアクセス向上によ
り、生活利便性が向上
・水産品の関東方面への流通
の利便性向上
・道北圏、オホーツク圏への
アクセス向上により、広域周
遊観光ルートが形成

・当該路線が新たに拠点都市間を高規格
幹線道路で連絡するルートを構成する。
・平成18年度末までに、旭川・紋別自動
車道のうち約65ｋｍが供用。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成20年代前半の暫定2車線供用を予定して
いる。
・橋梁基礎工における新技術の活用等に
よりコストの縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 771 1,610 860 1.9

・日常活動圏中心都市を拠点
とする工業地域と、農業地域
及び物流拠点間のアクセス性
向上により、生活利便性が向
上
・乳製品、生体牛、てん菜、
ししゃもなどの流通の利便性
が向上
・工業団地～とかち帯広空
港・十勝港間のアクセス性、
流通の利便性が向上

・日常活動圏中心都市を拠点とする工業
地域と、農業地域及び物流拠点間のアク
セス性向上により、生活利便性が向上が
期待される。
・北海道横断自動車道が平成19年度まで
にトマムIC～本別IC・足寄IC間が供用し
ている。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成20年度に暫定2車線供用を予定してい
る。
・道路の縦断・平面線形の見直しによる
土工量の縮減によりコスト縮減を図って
いる。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

10年継続中 957 1,591 1,088 1.5

・拠点都市である旭川市と稚
内市間のアクセス向上
・冬期視程障害時に代替路が
形成され、地域住民の生活と
円滑な冬期交通が向上
・日常活動中心圏である名寄
市へのアクセス向上により、
生活利便性向上

・当該路線が新たに拠点都市間を高規格
幹線道路で連絡するルートを構成する。
・平成15年度までに、北海道縦貫自動車
道士別剣淵ＩＣまで供用。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成20年代前半の暫定2車線供用を予定して
いる。
・軟弱地盤における新技術の活用（強制
圧密脱水工法）等によりコストの縮減を
図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 786 1,015 652 1.6

・拠点都市である旭川市と稚
内市間のアクセス向上
・雪崩等の自然災害に強い道
路網を形成し、安全性向上
・日常活動中心圏である名寄
市へのアクセス向上により、
生活利便性向上

・当該路線が新たに拠点都市間を高規格
幹線道路で連絡するルートを構成する
（Ａ’路線としての位置づけがある場
合）。
・平成18年度までに、一般国道40号名寄
バイパス（名寄ＩＣ～智恵文ＩＣ間）が
供用。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成20年代後半の事業完了を予定してい
る。
・平面、縦断線形の見直しによりコスト
の縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

準備計画
５年

204 488 171 2.9

・新千歳空港や苫小牧港・石
狩湾新港との物流拠点を連結
する物流ルートとして機能
・農産品の道外市場への流通
の利便性向上
・札幌市における渋滞損失時
間の緩和が見込まれる

・広域道路整備基本計画に位置づけのあ
る環状道路を形成する。
・平成16年度に美原バイパスが全線供用
している。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成20年代中頃の暫定2車線供用を予定して
いる。
・縦断計画を見直し、低盛土によるコス
ト縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 53 97 83 1.2

・当該道路への交通量転換に
より、冬期交通障害区間を解
消
・農林水産品の道北及び道東
方面への流通の利便性向上
・稚内市へのアクセス向上に
より、生活利便性向上

・地吹雪による防災点検要対策箇所が2箇
所存在、過去7年間で3回の通行止めが発
生。
・平成15年に道の駅「てしお」の整備さ
れている。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成20年代前半の事業完了を予定してい
る。
・既存鉄道防雪林を有効活用すること
で、コストを縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 311 1,307 584 2.2

・現道（国道241号）におけ
る渋滞損失時間の緩和が見込
まれる
・豆類の道外方面への流通の
利便性が向上、生体牛の道内
外への流通の利便性が向上
・帯広工業団地、音更町ＩＣ
工業団地等へのアクセス性、
流通の利便性が向上

・現道等の年間渋滞損失時間（人・時
間）の緩和が見込まれる。
・北海道横断自動車道が平成19年度まで
にトマムIC～本別IC・足寄IC間が供用し
ている。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成20年度の事業完了を予定している。
・橋台の土留め形式の見直し（コンク
リート擁壁を補強土壁へ変更）によりコ
スト縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再評価結果一覧

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

貨幣換算が困難な効果等
による評価

対応方針
担当課

（担当課長名）

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の

進捗の見込み、コスト縮減等）

日高自動車道
一般国道235号　門別
厚賀道路
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,438億円
走行経費減少便益：   97億円
交通事故減少便益：   48億円
【主な根拠】
計画交通量　14,000～18,400台
／日

旭川紋別自動車道
一般国道450号　上川
上越道路
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：2,033億円
走行経費減少便益：  158億円
交通事故減少便益：   57億円
【主な根拠】
計画交通量　11,500台／日

帯広広尾自動車道
一般国道236号　川西
中札内道路
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,437億円
走行経費減少便益：  121億円
交通事故減少便益：   53億円
【主な根拠】
計画交通量　9,000～11,200台／
日

一般国道40号 名寄バ
イパス
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,441億円
走行経費減少便益：  107億円
交通事故減少便益：   43億円
【主な根拠】
計画交通量　5,200～6,100台／
日

一般国道40号 音威子
府バイパス
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：  919億円
走行経費減少便益：   75億円
交通事故減少便益：   21億円
【主な根拠】
計画交通量　4,500台／日

地域高規格道路
一般国道337号　中樹
林道路
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：364億円
走行経費減少便益： 88億円
交通事故減少便益： 37億円
【主な根拠】
計画交通量　17,400台／日

一般国道232号 天塩
バイパス
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：88億円
走行経費減少便益：5.0億円
交通事故減少便益：3.7億円
【主な根拠】
計画交通量　2,800～4,500台／
日

一般国道241号 帯広
北バイパス
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,249億円
走行経費減少便益：   32億円
交通事故減少便益：   26億円
【主な根拠】
計画交通量　18,900台／日
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再々評価 149 323 279 1.2

・釧路市阿寒町から鶴居村間
の通行不能区間を解消
・生乳・飼肥料の輸送の利便
性が向上、地場特産（エゾシ
カ・ダチョウ）の食肉加工工
場へのアクセス性が向上
・釧路空港から釧路湿原、知
床方面の観光地へのアクセス
が向上

・現道等における交通不能区間を解消す
る。
・平成17年に北海道横断自動車道の本別
～釧路間が着工。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成20年代前半の事業完了を予定してい
る。
・道路の平面・縦断線形の見直しに伴う
土工量の縮減によりコスト縮減を図って
いる。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 78 178 86 2.1

・日常生活圏である深川市へ
のアクセス向上
・峠区間の線形不良解消によ
り冬期交通の安全性向上
・農産品の札幌及び関東方面
への流通の利便性向上

・峠部における冬期交通障害区間を解消
する。
・平成7年度にＪＲ深名線が廃止され、路
線バスによる運行が行われている。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成20年代前半の事業完了を予定してい
る。
・鋼橋上部工における合成床版の採用に
よりコスト縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

10年継続中 66 92 77 1.2

・当該道路への交通量転換に
より、現国道の大型車すれ違
い困難区間を解消
・水産品の函館及び道東方面
への流通の利便性向上
・鹿部町周辺主要観光地への
アクセス向上

・現道等における大型車すれ違い困難区
間の解消が見込まれる。
・H18年当該道路区間がシーニックバイ
ウェイ北海道のルートに指定された。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成20年代中頃の事業完了を予定してい
る。
・橋梁計画の見直し（ボックスカルバー
トの採用）や、土配計画の見直しによる
縦断線形等の見直しによりコスト縮減を
図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 198 753 442 1.7

・芦別市と美瑛町間の交通不
能区間の解消により、道央圏
と道北圏を結ぶ新たなネット
ワークの形成
・旭川空港へのアクセス向上
により空港利用者の利便性向
上
・農産品の札幌及び道外市場
への流通の利便性向上

・現道における交通不能区間を解消す
る。
・平成18年度に国道38号芦別バイパスが
全線供用している。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成30年代前半の事業完了を予定してい
る。
・橋梁上部工の構造変更（コンクリート
ウェブを波形鋼版ウェブへ変更）により
コスト縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 319 753 442 1.7

・芦別市と美瑛町間の交通不
能区間の解消により、道央圏
と道北圏を結ぶ新たなネット
ワークの形成
・旭川空港へのアクセス向上
により空港利用者の利便性向
上
・農産品の札幌及び道外市場
への流通の利便性向上

・現道における交通不能区間を解消す
る。
・平成18年度に国道38号芦別バイパスが
全線供用している。
・引き続き事業が順調に進んだ場合、平
成30年代前半の事業完了を予定してい
る。
・橋梁上部工の構造変更（コンクリート
ウェブを波形鋼版ウェブへ変更）により
コスト縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

10年
継続中

251 981 248 4.0

・三陸縦貫自動車道の一部と
して、高規格幹線道路ネット
ワークを形成（三陸縦貫自動
車道全線開通により仙台市～
宮古市　287分→192分）
・旧大東町が第3次医療施設
（県立大船渡病院）６０分圏
域に入る。
・一般国道45号（現道）の災
害や交通事故による通行止め
に伴う迂回移動が回避され
る。
・通岡峠付近の急カーブ（R
＜150m）が24箇所、急勾配
（5％以上）が3km以上続く隘
路区間が解消し、交通の円滑
化を図る。

・重要港大船渡港へのアクセス性向上が
見込まれる。
・用地買収の難航箇所があるため、土地
収用法に基づく事業認定の準備を行うと
ともに、任意での用地買収の推進を図
る。
・トンネル断面の見直し（断面縮小）及
び、トンネル円型側溝のコンクリート連
続打設工法によるに作業の省力化・工期
短縮によるコスト縮減を図る。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

10年
継続中

230 487 246 2.0

・主要渋滞ポイントの解消と
現道部における渋滞損失時間
の大幅な減少が見込まれる。
・冬期走行環境の改善が見込
まれる。

・交通混雑の解消及び冬期における交通
安全の向上が見込まれる。
・事業進捗に関わる問題はなく円滑な事
業進捗が見込まれる。
・橋台形式の見直し（盛りこぼし橋台）
及び、地域に応じた歩道の利用計画見直
しにより橋梁歩道幅員を縮小しコスト縮
減を図る。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 170 971 335 2.9

・主要渋滞ポイントの解消と
現道部における渋滞損失時間
の大幅な減少が見込まれる。
・冬期走行環境の改善が見込
まれる。

・交通混雑の解消及び冬期における交通
安全の向上が見込まれる。
・事業進捗に関わる問題はなく円滑な事
業進捗が見込まれる。
・橋梁形式の決定にあたり、新技術の活
用（ＰＣ連結プレテンション波形鋼板
ウェブＴ桁）によるコスト縮減を図っ
た。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 130 210 159 1.3

・地域高規格道路（三陸北縦
貫道路）の一部を構成する。
（三陸北縦貫道路全線開通に
より宮古市～久慈市　約2時
間→約1時間10分）
・一般国道45号（現道）の災
害や交通事故による通行止め
に伴う迂回移動が回避され
る。
・現道において、直角曲がり
を含む急カーブ（R＜150m）
が5箇所、急勾配（6％以上）
が約1km存在する隘路区間が
解消し、交通の円滑化を図
る。

・三陸縦貫自動車道、八戸久慈自動車道
等と連結し、三陸地域の交流・連携の促
進を図るとともに、高次医療圏の拡大等
に大きく寄与する。
・用地買収の難航箇所があるため、土地
収用法に基づく事業認定申請の調整を行
うとともに、任意での用地買収の推進を
図る。
・新技術の活用として、10径間連続鋼・
コンクリート複合ラーメン橋を採用及
び、初期コスト、ライフサイクルコスト
ともに経済的な「耐候性鋼材」を採用し
コスト縮減を図る。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

一般国道274号 徹別
道路
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：298億円
走行経費減少便益： 22億円
交通事故減少便益： 3.0億円
【主な根拠】
計画交通量　2,500台／日

一般国道275号 幌加
内峠
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：177億円
走行経費減少便益： 0.9億円
交通事故減少便益： 0.0億円
【主な根拠】
計画交通量　1,800台／日

一般国道278号 鹿部
道路
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：86億円
走行経費減少便益：3.7億円
交通事故減少便益：2.0億円
【主な根拠】
計画交通量　1,900～3,800台／
日

一般国道452号 盤の
沢道路
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：744億円
走行経費減少便益：6.0億円
交通事故減少便益：2.7億円
【主な根拠】
計画交通量　4,400台／日

一般国道452号 五稜
道路
北海道開発局

【内訳】
走行時間短縮便益：744億円
走行経費減少便益：6.0億円
交通事故減少便益：2.7億円
【主な根拠】
計画交通量　4,400台／日

三陸縦貫自動車道
一般国道45号　高田
道路
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：787億円
走行経費減少便益：141億円
交通事故減少便益： 53億円
【主な根拠】
計画交通量：11,500台／日

一般国道13号　神宮
寺バイパス
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：455億円
走行経費減少便益： 26億円
交通事故減少便益：  5.6億円
【主な根拠】
計画交通量：16,500台／日

一般国道7号　弘前
バイパス
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：895億円
走行経費減少便益： 39億円
交通事故減少便益： 36億円
【主な根拠】
計画交通量：32,300台／日

地域高規格道路
一般国道45号　普代
バイパス
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：151億円
走行経費減少便益： 42億円
交通事故減少便益： 17億円
【主な根拠】
計画交通量：6,100台／日
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再々評価 1,184 2,136 1,335 1.6

・常磐自動車道の一部として
機能し、仙台都市圏環状自動
車専用道路網の一部を形成。
・仙台都心部への流入交通を
分散、また通過交通の転換に
よる仙台都心部の交通混雑の
緩和を図る。
・東北縦貫自動車道沿線の工
業団地と仙台塩釜港を直結す
る高速物流ネットワークが構
築され、物流の効率化を図
る。

・仙台都市圏環状自動車専用道路網の一
部を形成するとともに、東北地方の物流
拠点である仙台塩釜港の利便性向上、交
通混雑緩和に寄与する。
・事業進捗に関わる問題はなく円滑な事
業進捗が見込まれる。
・富谷ジャンクションランプ構造の見直
しや縦断線形・勾配の見直しによるコス
ト縮減を図る。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 180 308 189 1.6

・栗原市街地部における旅行
速度の低下（Vmin=11.4km/h)
の改善と現道部における渋滞
損失時間の大幅な減少が見込
まれる。
・現道部における交通混雑を
解消することで、農産物（米
等）の流通利便性が向上す
る。

・栗原市築館伊豆一丁目地区における騒
音の夜間要請限度超過地区の騒音環境の
改善が見込まれる。
・事業箇所の遺跡の取り扱いについて検
討を進めている。それ以外については事
業進捗に関わる問題はなく円滑な事業進
捗が見込まれる。
・「耐候性鋼材」を採用し、初期コスト
及びライフサイクルコストともに経済的
で、維持管理のコスト縮減を図る。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 570 1,320 653 2.0

・三陸縦貫自動車道の一部と
して、高規格幹線道路ネット
ワークを形成（三陸縦貫自動
車道全線開通により仙台市～
宮古市　287分→192分）
・一般国道45号（現道）の災
害や交通事故による通行止め
に伴う迂回移動が回避され
る。

・特定重要港仙台塩釜港へのアクセス性
向上が見込まれる。
・事業進捗に関わる問題はなく円滑な事
業進捗が見込まれる。
・登米インターチェンジ（仮称）構造の
見直しによるコスト縮減を図る。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

準備計画
５年

248 327 202 1.6

・現道部における渋滞損失額
約23億円/年の改善が見込ま
れる。
・新幹線駅である本庄早稲田
駅へのアクセスが向上する。
・第三次医療施設である深谷
赤十字病院へのアクセスが向
上する。
・CO２の排出削減量900ｔ-CO

２/年、NOｘの排出削減量1.6

ｔ/年、SPMの排出削減量1.5
ｔ/年

・第一次特定緊急輸送道路に指定されて
いる国道17号の老朽橋である神流川橋
（S9架橋）架け替え（2車線→4車線）に
よる災害時の信頼性向上が見込まれる。
・平成16年に新幹線本庄早稲田駅が供
用、平成18年度に本庄早稲田駅周辺土地
区画整理事業が認可されるなど、周辺整
備が進展している。
・準備書、都市計画案への意見書が５通
のみであり、平成20年内の都市計画決定
は滞りなく行える見込み。
・コスト縮減に資する調達方法の採用や
新技術の積極的活用など、コスト縮減に
努めるとともに工期短縮を図る。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

10年継続
中

586 1,729 480 3.6

・第三次医療施設（東海大学
附属病院）の30分内到達圏域
の拡大が見込まれる。
・現道等における渋滞損失時
間約301万人・時間/年（県平
均の約3倍）の改善が見込ま
れる。
・羽田空港（第一種空港）へ
のアクセスの向上に資する
（伊勢原市～羽田空港82分⇒
58分）。
・第一東海自動車道（厚木IC
～秦野中井IC）および国道
246号の通行止めに伴う代替
路を形成する。

・当該区間に並行する国道246号は、厚木
市内においては幹線道路合流による交通
集中、伊勢原市内においては交差点密度
の高さによる速度低下により、慢性的な
渋滞が発生しており、早期の整備が必
要。
・当該区間の周辺地域では第二東名及び
さがみ縦貫道路の整備が進められてお
り、これらの道路とともに広域的ネット
ワークを形成するため、連絡施設を中心
に用地買収を推進（用地進捗率28％）。
・盛土構造やICのコンパクト化などコス
ト縮減方策を検討。

継続
道路局 国道・防災課
（課長　下保 修）

10年
継続中

182 492 183 2.7

・現道部における渋滞損失時
間約17.2万人・時間/年の改
善が見込まれる。
・現道部における死傷事故件
数が多い区間(県平均の約5
倍)の交通安全の向上が見込
まれる。

・国道20号現道における朝夕を中心とし
た慢性的な渋滞の緩和が見込まれる。
・車道幅員が狭く、大型車のすれ違いが
困難な箇所や歩道未整備区間の回避によ
り、安全・安心な通行が見込まれる。

・平成19年度末には、国道20号現道から
西茅野土地区画整理事業地までの区間が
暫定2車線（L=0.9km）で供用する予定。
また、平成22年度に全線2車線暫定供用を
目指す。

・周辺環境を保全し、周辺地域の開発計
画と連携・調整するとともに、新技術の
積極的な採用によりコスト縮減に努め
る。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

一般国道47号　仙台
北部道路
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,916億円
走行経費減少便益：  141億円
交通事故減少便益：   79億円
【主な根拠】
計画交通量：31,500台／日

一般国道4号　築館
バイパス
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：290億円
走行経費減少便益：  12億円
交通事故減少便益：   5.8億円
【主な根拠】
計画交通量：16,700台／日

三陸縦貫自動車道
一般国道45号　桃生
登米道路
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,118億円
走行経費減少便益：  129億円
交通事故減少便益：   73億円
【主な根拠】
計画交通量：20,200台／日

一般国道17号　本庄
道路
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：295億円
走行経費減少便益：32億円
交通事故減少便益：1.0億円
【主な根拠】
計画交通量：25,600～31,200台/
日

地域高規格道路
一般国道246号　厚
木秦野道路
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,488億円
走行経費減少便益：174億円
交通事故減少便益：68億円
【主な根拠】
計画交通量：26,000～36,600台

一般国道20号　坂室
バイパス
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：464億円
走行経費減少便益：25億円
交通事故減少便益：2.7億円
【主な根拠】
計画交通量：16,400台
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再々評価 516
4,347

917 4.7

・新幹線駅への時間短縮が見
込まれる（古河市～小山駅
41分⇒35分）
・第3次医療機関への時間短
縮が見込まれる（結城市～茨
城西南医療センター　42分⇒
37分）

・事業中の北関東自動車道、圏央道の高
規格幹線道路の道路とともに、当該地域
の広域的ネットワークを形成する
・北関東自動車道等周辺道路の整備など
が進むことで、新4号国道の交通需要の増
加が見込まれ、円滑な交通を確保する必
要がある。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 214 693 216 3.2

・現道部における渋滞損失時
間約86万人・時間/年（県平
均の10倍）の改善が見込まれ
る。
・茨城空港（第1種空港）へ
のアクセスの向上に資する
（千代田石岡IC～茨城空港38
分⇒24分など）

・ 再評価対象区間と並行する国道6号で
は、石岡市中心部において主要渋滞ポイ
ントが連続し、交通混雑は慢性化してお
り、早期の整備が必要である。
・茨城空港（第一種空港）へのアクセス
性向上が見込まれる。
・ 一部地区において古墳群の保護および
集落分断に対するバイパス建設への反対
行動が生じており、事業への理解を求め
る対応に時間を要している。
・ 埋蔵文化財については、再評価対象区
間における調査が進み、記録保存での対
応で可能となりつつある。
・ バイパス沿線の住民の大多数は、バイ
パスの早期整備を要望している。引き続
き、事業を理解いただくための話し合い
やオープンハウスを開催し、事業を推進
していく。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 360 1,398 513 2.7

・新幹線駅への時間短縮が見
込まれる（矢板市～宇都宮駅
69分⇒61分）
・沿道の土地区画整理事業と
の連携あり。

・事業中の常総宇都宮東部連絡道路、新4
号国道、北関東自動車道、東北自動車道
とともに当該地域の広域的ネットワーク
を形成する。
・県北地域～県南地域のアクセス性向上
が見込まれる。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 1,800 3,855
2,650

1.5

・地域高規格道路の位置づけ
あり
・市街地再開発、区画整理等
の沿道まちづくりとの連携あ
り。
・地域開発拠点プロジェク
ト、地域連携プロジェクト、
大規模イベントを支援する。
・3次医療施設へのアクセス
向上が見込まれる。
・対象区間が、緊急輸送道路
としての位置づけあり

・周辺地域では北関東自動車道（高規格
幹線道路）の整備が進められており、こ
れらの道路とともに、当該地域の広域的
なネットワークを形成。
・前橋市・高崎市の都市部を中心に渋滞
発生箇所が多数点在。
・今後、北関東自動車道等周辺道路の整
備が進むことで、更なる交通需要の増加
が見込まれ、より円滑な交通を図ること
が必要。
・起点部から（主）前橋大間々桐生線交
点までは既に用地買収が完了のため、工
事の推進が可能。
・平成17年度から着手している（主）前
橋大間々桐生線交点から終点部について
も既に約４割取得しており、Ｈ20年度に
工事着手出来る見込み。
・本事業に使用する盛土材については、
他事業からの再利用を行いコスト縮減に
努める。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

地域高規格道路
一般国道4号　古河
小山バイパス
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：3,387億円
走行経費減少便益：734億円
交通事故減少便益：227億円
【主な根拠】
計画交通量　57,900～69,000台/
日

地域高規格道路
一般国道6号  千代
田石岡バイパス
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：668億円
走行経費減少便益：21億円
交通事故減少便益：4.7億円
【主な根拠】
計画交通量：35,200～45,600台

一般国道4号　氏家
矢板バイパス
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,360億円
走行経費減少便益：12億円
交通事故減少便益：26億円
【主な根拠】
計画交通量　35,500～48,700台/
日

地域高規格道路
一般国道17号　上武
道路
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：3,685億円
走行経費減少便益：158億円
交通事故減少便益：12億円
【主な根拠】
計画交通量：24,300～48,700台
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再々評価 217 1,429 461 3.1

･現道部における渋滞損失時
間約8.6万人･時間/年･Km（県
平均の約2倍）の改善が見込
まれる。
･対象道路の整備により自動
車からのCO2、NO2、SPMが削
減される。
･成田空港（第1種空港）への
アクセスの向上に資する。

･平成13年度までに全体の約79％の4車化
が完了しており、これまでの用地取得率
は約84％となっている。
･北千葉道路との接続や、成田空港の新滑
走路開港に伴う貨物需要の増加を踏まえ
ると早期の整備が必要。
･第1種空港　成田空港へのアクセス性向
上が見込まれる。

継続
道路局国道･防災課
（課長　下保　修）

再々評価 337 827 578 1.4

・第3次医療施設（松戸市立
病院・都立墨東病院）へのア
クセス向上が見込まれる。
・現道等における渋滞損失時
間約61万人・時間/年（都平
均の3倍）の改善が見込まれ
る。
・対象道路の整備により自動
車からのCO2、NO2、SPMが削
減される。

・国道6号の中でも自動車交通量が多いこ
とや、連続する区間が拡幅、立体整備さ
れる中、当該地区が未整備で残っている
ことから、慢性的な渋滞が発生してお
り、早期の整備が必要。
・平成16年度に用地設計説明会を開催
し、現在用地取得率は約29%となってい
る。
・立体橋梁形式に新技術の活用、施工期
間の短縮に向けた施工方法の検討等、コ
スト縮減に努める。

継続
道路局

国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 250 308 184
1.7

・両国拡幅事業区間における
渋滞損失額約20億円/年の改
善が見込まれる。
・両国拡幅事業区間に存在す
る７区間のレッドゾーン(死
傷事故率が300件/億台キロを
超える区間）の改善が見込ま
れる。
・大規模地震時において緊急
輸送道路が確保される。

・当該事業区間は、一般国道14号東京都内
区間の中で最後に残った都市計画（6車線）
の未整備区間であり、主に朝と夕方を中心
に渋滞が発生し、事故率も東京都区部の一
般国道の平均値に比べて高い状況にある。
・東京都の緊急輸送道路として指定されて
いるため、大規模地震時において避難・救
助をはじめ、物資の供給、諸施設の復旧等
広範囲な応急対策活動を担う路線である。
・平成19年5月に事業計画説明会を計6回開
催し、12月までに関係地権者の協力のも
と、全線の路線測量を完了している。
・拡幅事業完成までの暫定的な交通混雑へ
の対策として、バスベイの設置（計8箇所）
のため、協力が得られた関係地権者に対し
て、平成１９年度の用地買収着手に向け
て、先行的に用地測量調査を実施中であ
る。
・施工方法の合理化や新技術の積極導入な
ど、コスト縮減に努める。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 890 2,460 987 2.5

・現道部における渋滞損失時
間約268万人・時間/年（県平
均の2.4倍）の改善が見込ま
れる。
・現道の混雑改善によりバス
路線（国道1号平塚駅～大磯
駅など）利便性の向上が期待
できる。
・主要な観光地（大磯海水浴
場など）へのアクセス向上が
見込まれる。
・災害時の輸送機能強化が図
られる。（第1次緊急輸送道
路に指定）

・さがみ縦貫道路、高速横浜環状線、横
浜湘南道路と連絡し、当該地域の広域幹
線道路網を形成する。
・並行する国道1号等の交通混雑の緩和を
図る。
・相模川渡河部においては用地買収の約
74％完了。大規模移転物件の代替地確保
について、移転先決定。沿道住民の理解
を得られるよう地元調整を進める。
・施工方法の合理化や新技術の導入な
ど、コスト縮減に努めて事業を促進す
る。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

一般国道51号　成田
拡幅
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1386億円
走行経費減少便益： 32億円
交通事故減少便益： 11億円
【主な根拠】
計画交通量：25,600～41,900台

一般国道6号　新宿
拡幅
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：680億円
走行経費減少便益：116億円
交通事故減少便益：31億円
【主な根拠】
計画交通量：52,600～89,200台
／日

一般国道14号　両国
拡幅
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：292億円
走行経費減少便益：15億円
交通事故減少便益：1.4億円
【主な根拠】
計画交通量：50,900～54,200台

一般国道1号　新湘
南バイパス
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：2,312億円
走行経費減少便益：99億円
交通事故減少便益：49億円
【主な根拠】
計画交通量：27,600～44,000台
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再々評価 1,800 4,869 2,227 2.2

・現道等における渋滞損失時
間約1000万人・時間/年（県
平均の約2.5倍）の改善が見
込まれる。
・羽田空港（第一種空港）へ
のアクセスの向上に資する
（羽田空港～本牧ふ頭78分⇒
20分）。
・国道357号は、神奈川県緊
急輸送道路ネットワークにお
ける緊急輸送路第一次路線と
して位置付けられている。

・交通の需要が多い横浜・川崎都心地区
などの国道357号に並行する主要路線では
渋滞が発生している。
・また、国道357号沿線には物流施設等の
大型車の発生源が多く、今後も都市再生
プロジェクト等により大型車の増加が見
込まれることから早期の整備が必要。
・磯子区・夏島区間の地元及び関係機関
協議、用地買収を推進する。
・施工方法の合理化や新技術の積極的な
導入などによりコスト縮減に努める。

継続
道路局 国道・防災課
（課長　下保 修）

再々評価 280 743 365 2.0

・現道部における渋滞損失時
間約28万人・時間/年（県平
均の15倍）の改善が見込まれ
る。
・現道には死傷事故率が300
件/億台㎞を越える区間が存
在するが、通過交通を転換す
ることで改善が期待できる。
・第２次医療施設（大月市立
病院）への搬送時間の短縮や
搬送ルートの代替路の拡充が
期待できる。
・市内からの大月ICへのアク
セス性の向上が期待できる。
・大月市内の路線バスの定時
性の向上が期待できる。
・CO2、NOx、SPMの排出量が
削減され、沿道環境への負荷
の軽減が期待できる。
・現道の道路空間を有効活用
でき、地域が主体の道活用が
期待できる。

・国道20号は、東西方向の交通を担う唯
一の幹線道路であり、南北方向の幹線道
路である国道139号と重複する大月市中心
部では慢性的な渋滞が発生しており、早
期の整備が必要。
・国道20号は、狭小な道路幅員、歩道の
未整備区間があるなど構造的な問題があ
り、交通安全等の対策が必要。
・大月市中心市街地部の、交通渋滞、交
通安全、沿道環境の改善等を図るために
は、国道20号に集中する交通を分散させ
るバイパス整備が必要不可欠。
・駅前通線から国道139号までを平成18年
7月に部分開通、起点から駅前通線までを
平成19年10月に暫定形状で部分開通。
・引き続き、残る用地残件については、
土地収用法を活用して用地を取得し、完
成形状での開通を目指す。
・国道139号から終点までの区間について
は、地権者等から事業への理解が得られ
るよう努め、用地取得及び準備工事を推
進。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 201
499

280 1.8

・現道部における渋滞損失時
間約6.2万人・時間/年の改善
が見込まれる。
・広丘駅周辺地区の移動円滑
化基本構想の特定経路を形成
し、交通安全性および移動円
滑性が確保される。
・塩尻市広丘吉田地区におけ
る騒音レベルが環境基準を超
過している箇所の騒音環境の
改善が見込まれる。
・広域幹線道路網を形成し、
地域連携プロジェクトを支援
する。

・国道19号現道における当該地域の慢性
的な渋滞の緩和が見込まれる。
・長野自動車道塩尻北ICとともに、当該
地域の広域ネットワークを形成する。
・平成19年度末には残工区の600ｍが供用
予定である。また、広丘駅前整備事業に
合わせ、平成21年度に全線4車線供用
(L=1.5km)を目指す。
・構造物のプレキャスト化等によって、
コスト縮減に努める。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 162 374 133 2.8

・現道部における渋滞損失時
間約23.8万人・時間/年の改
善が見込まれる。
・現道部における死傷事故件
数が多い区間(県平均の約13
倍)の交通安全が確保され
る。
・松本市交通バリアフリー基
本構想における準特定経路に
指定され、バリアフリー化さ
れた移動経路のネットワーク
を形成する。
・現道に架替の必要のある老
朽橋梁（落合橋）が整備さ
れ、緊急輸送道路としての信
頼性、安全性が確保される。

・国道19号現道における当該地域の慢性
的な渋滞の緩和が見込まれる。
・松本都心環状道路の一部を担う路線で
あり、関連する県道や市道においても松
本拡幅事業を前提とした整備計画が進行
している。
・今後とも地元の理解を得ながら、まず
は早期に整備効果を発現すべく、平面4車
線の暫定型で事業の推進を図る。
・構造物のプレキャスト化等によって、
コスト縮減に努める。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 264 417 226 1.8

・松本波田道路を含む中部縦
貫自動車道は、中央自動車
道、東海北陸自動車道、北陸
自動車道の3本の高規格道路
を結び、広域ネットワークを
形成する。
・現道部における渋滞損失時
間約32万人・時間/年の改善
が見込まれる。
・通過交通が松本波田道路へ
転換され、交通安全の向上が
図られる。

・一般国道158号は、松本市と福井市を直
接結ぶ唯一の幹線道路であり、日常生
活・観光・産業交通は本路線のみに頼っ
ている。
・松本波田道路は、中部縦貫自動車道の
一部として広域ネットワークの形成し、
また市街地の慢性的な交通渋滞の緩和が
見込まれる。
・松本波田道路のアクセス道路である長
野県事業波田北大妻豊科線の整備計画が
決定し、（地元促進団体の要望も強く
なっており）、平成20年度に説明会が実
施出来れば、早期に用地買収に着手出来
る見込みである。
・コスト縮減に資する調達方法の採用や
新技術の積極的活用など、コスト縮減に
努めるとともに工期短縮を図る。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 300 862 430 2.0

・市街地再開発、区画整理等
の沿道まちづくりとの連携あ
り
・対象区間が、緊急輸送道路
として位置づけあり

・ 周辺地域では、上信自動車道（地域高
規格道路）の整備が予定されており、こ
れらの道路とともに、当該地域の広域的
なネットワークを形成。
・ 暫定2車線供用後も、現道において渋
滞が発生。
・ 今後、上信自動車道の整備が進むこと
で、交通需要の増加が見込まれ、より円
滑な交通を図ることが必要。
・用地取得率は100％完了（4車線）のた
め、工事の推進が可能。
・本事業に使用する盛土材については、
他事業からの再利用を行いコスト縮減に
努める。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

一般国道357号  東
京湾岸道路（神奈川
県区間）
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：3,912億円
走行経費減少便益：  699億円
交通事故減少便益：  258億円
【主な根拠】
計画交通量：31,200～61,800台

一般国道２０号　大
月バイパス
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：645億円
走行経費減少便益： 78億円
交通事故減少便益： 20億円
【主な根拠】
計画交通量：10,100～15,300台

一般国道19号　塩尻
北拡幅
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：458億円
走行経費減少便益：27億円
交通事故減少便益：14億円
【主な根拠】
計画交通量：37,900台

一般国道19号　松本
拡幅
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：371億円
走行経費減少便益：1.4億円
交通事故減少便益：1.2億円
【主な根拠】
計画交通量：59,700台

中部縦貫自動車道
一般国道158号　松
本波田道路
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：368億円
走行経費減少便益：32億円
交通事故減少便益：17億円
【主な根拠】
計画交通量：17,600台

一般国道17号　鯉沢
バイパス
関東地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：802億円
走行経費減少便益：39億円
交通事故減少便益：22億円
【主な根拠】
計画交通量：23,100～33,800台
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10年継続
中

1,472 2,155 1,361
1.6

・高規格幹線道路である「能
越自動車道」の一部区間を構
成し、高速交通ネットワーク
を形成する。
・三次医療施設（能登総合病
院、厚生連高岡病院）へのア
クセス向上が見込まれる。
（大泊地区→能登総合病院：
約21分短縮、脇方地区→厚生
連高岡病院：約7分短縮）
・石川県・富山県地域防災計
画の第1次緊急通行道路確保
路線として信頼性向上。

・高規格幹線道路ネットワークを形成
し、能登地域・富山西部地域と三大都市
圏との時間を大幅に短縮する。
･並行道路である国道160号の雨量規制や
土砂災害等による全面通行止め時の迂回
路が確保され集落の孤立化の解消が期待
される。
･平成20年代の暫定2車線供用を目指し事
業を推進している。
・新技術、コンクリート構造物の大型化
（長尺化）、プレキャスト製品の積極的
な活用により、コスト縮減を図ってい
る。

継続
道路局 国道防災課
（課長　下保　修）

再々評価 570 1,322 654 2.0

・現道等の混雑時旅行速度が
20km/h未満である区間の改善
・バス路線の利便性向上（現
道のバス路線　43路線（100
系統））
・信濃川により一体的発展が
阻害されている地区を解消
・市街地再開発事業の支援

・現道等の混雑時旅行速度の改善や、中
心市街地へのアクセス性向上による中心
市街地の活性化が期待される。
・当該事業の周辺では、環日本海交流に
向けた交流拠点整備として万代島再開発
（朱鷺メッセ）などの開発が行われてい
る。

・平成20年代前半の完成４車線供用を目
途に整備を推進している。
・柳都大橋基礎ケーソンの無人化施工に
より約0．2億円のコスト縮減を図ってい
る。

継続
道路局 国道防災課
（課長　下保　修）

再々評価 740 1,337 795 1.7

・並行区間の現道8号の渋滞
損失時間の削減（現況110万
人時間を約８割削減）

・刈羽村から日常生活動圏中
心都市である柏崎市とのアク
セス向上。(柏崎市役所～刈
羽村役場 整備なし 30分 →
整備あり　15分)

・ 第三次医療施設（長岡赤
十字病院）へのアクセス向上
が見込まれる。(鯨波海岸～
長岡赤十字病院　整備なし
46分　→　整備あり 35分)

・通勤・通学、通院、買い物等の日常生活活
動の利便性向上、地域開発への支援、新市
の一体化促進、第三次医療施設へのアクセ
ス強化等を図る。
・城東～鯨波間（Ｌ＝３．６５ｋｍ）の用地取得
は９９％完了しており、平成２０年代中頃の暫
定２車線供用を目指し事業を推進する。
・トンネル掘削ズリを東原町～茨目間の路体
盛土に有効活用することにより建設コスト縮
減を図っている。

継続
道路局 国道防災課
（課長　下保　修）

再々評価 225 341 300 1.1

・事前通行規制区間、冬期交
通障害区間の解消
・大型車のすれ違い困難区間
の解消
・総重量25t車両不通区間(姫
三橋)の解消

・当該路線は、劣悪な道路構造に起因する大
型車のすれ違い困難区間や事前通行規制区
間、冬期の通行障害区間などが存在してい
る。
・用地買収は平成19年度で全区間完了する
予定であり、平成20年代中期の全線完成供
用を目指して事業を推進している。
・新技術（軽量盛土工法等）、コンクリート構造
物の大型化（長尺化）、プレキャストの積極的
な活用により、コスト縮減を図っている。

継続
道路局 国道防災課
（課長　下保　修）

再々評価 260 364 123 3.0

・現道部における渋滞損失時
間約７０千人・時間/ｋｍ年
（県平均の約２倍）の改善が
見込まれる
・第４次渋滞ﾎﾟｲﾝﾄの中島橋
交差点の渋滞緩和が見込まれ
る
・現道等に、当該路線の整備
により利便性の向上が期待で
きるバス路線が存在する
・新幹線駅もしくは特急停車
駅へのアクセス向上が見込ま
れる
・主要な観光地へのアクセス
向上が期待される

・南伊豆地域における観光への支援が見
込まれる。
・道路構造の見直し（橋梁区間を盛土区
間に変更）により約２０億円のコスト縮
減を図っている。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

その他 4,000 6,246 3,761 1.7

・並行路線の渋滞損失時間を
約23％削減。
・並行する一般道の死傷事故
率の低減効果が期待できる。
・沿線地域の開発ポテンシャ
ルの向上が期待できる。
・完成４車整備により、拠点
都市間のさらなる約10～20分
程度の時間短縮効果が期待で
きる。
・東海環状（土岐～関）の整
備（４車整備）により、代替
機能の向上が期待できる。
・暫定供用により、沿線の観
光資源の90分商圏人口の拡大
や周遊観光圏の形成が期待で
きる。
・環状内のCO2排出量、NOX排
出量の削減効果が期待でき
る。

・並行路線の渋滞損失時間削減が見込ま
れる。
・並行路線の死傷事故率の低減が見込ま
れる。
・沿線地域の開発ポテンシャルの向上が
見込まれる。
・拠点都市間の時間短縮が見込まれる。
・代替機能の向上が見込まれる。
・観光資源の活用促進、周遊観光圏の形
成が見込まれる。
・用地取得率は100％、全体の事業進捗率
は約73％（平成19年度末見込み）
・土岐南多治見IC～土岐JCTは4車完成供
用済。土岐JCT～美濃関JCTは暫定2車線供
用済。
・美濃関ＪＣＴ～西関ＩＣ間（L=2.9km）
は、平成20年度暫定2車線供用予定。
・橋梁の橋梁形式の見直し及び新工法、
新技術の採用等により、約14億円のコス
ト縮減を図っている。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

能越自動車道
一般国道470号
七尾氷見道路
北陸地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：2,108億円
走行経費減少便益：32億円
交通事故減少便益：16億円
【主な根拠】
計画交通量：8,900～16,200台/
日

地域高規格道路
一般国道7号
万代橋下流橋
北陸地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,142億円
走行経費減少便益：116億円
交通事故減少便益：64億円
【主な根拠】
計画交通量：24,600～49,600台/
日

一般国道8号
柏崎バイパス
北陸地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,260億円
走行経費減少便益：59億円
交通事故減少便益：18億円
【主な根拠】
計画交通量：26,200～47,300台/
日

一般国道148号
小谷道路
北陸地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：321億円
走行経費減少便益： 19億円
交通事故減少便益： 1.5億円
【主な根拠】
計画交通量：6，000台

一般国道414号
伊豆縦貫自動車道
河津下田道路Ⅰ期
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：327億円
走行経費減少便益：30億円
交通事故減少便益：7.2億円
【主な根拠】
計画交通量：12,400台

一般国道475号
東海環状自動車道
（土岐～関）
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：5,903億円
走行経費減少便益：197億円
交通事故減少便益：145億円
【主な根拠】
計画交通量：26,300台
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その他 5,100 4,949 3,091 1.6

・並行する国道21号では、約
48％の渋滞損失時間削減効果
が期待できる。
・中部の製造業を支える名古
屋港・四日市港からの時間圏
が大幅に拡大される。
・暫定整備区間同様に、東海
環状の整備合わせ工場立地が
期待できる。
・東海環状（関～養老）の整
備により、周辺地域の高次医
療施設へのアクセス時間が短
縮され、地域医療サ－ビス水
準の向上が期待できる。
・暫定供用により、沿線の観
光資源の商圏拡大が期待でき
る。
・東海環状（関～養老）の整
備により、高速道路全体の代
替機能の向上が期待できる。
・環状内のCO2排出量、NOX排
出量の削減効果が期待でき
る。

・並行路線の渋滞損失時間削減が見込ま
れる。
・並行路線の死傷事故率の低減が見込ま
れる。
・名古屋港・四日市港からの時間圏拡大
が見込まれる。
・沿線地域の開発ポテンシャルの向上が
見込まれる。
・周辺地域の高次医療施設へのアクセス
時間短縮が見込まれる。
・高速道路全体の代替機能向上が見込ま
れる。
・観光資源の活用促進、周遊観光圏の形
成が見込まれる。
・用地取得率は約10％、 全体の事業進捗
率は約4％（平成19年度末見込み）
・平成20年代後半に全線暫定2車線供用予
定。
・橋梁の橋梁形式の見直し及び新工法、
新技術の採用等により、約56億円のコス
ト縮減を図っている。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

再々評価 1,500 1,615 869 1.9

・並行する国道258号では、
約27％の渋滞損失時間削減効
果が期待できる。
・IC30分圏が西濃地域・北勢
地域で大幅に拡大。東海環状
の整備合わせ工場立地が期待
できる。
・中部の製造業を支える名古
屋港・四日市港からの時間圏
が大幅に拡大される。
・西濃地域・北勢地域におい
て高次医療施設へのアクセス
時間が短縮され、地域医療サ
－ビス水準の向上が期待でき
る。
・東海環状（養老～北勢）の
整備により、国際コンテナ通
行支障区間が解消され、代替
機能の向上が期待できる。
・暫定供用により、沿線の沿
線に立地する観光資源の商圏
拡大が期待できる。
・環状内のCO2排出量、NOX排
出量の削減効果が期待でき
る。

・並行路線の渋滞損失時間削減が見込ま
れる。
・並行路線の死傷事故率の低減が見込ま
れる。
・名古屋港・四日市港からの時間圏拡大
が見込まれる。
・沿線地域の開発ポテンシャルの向上が
見込まれる。
・周辺地域の高次医療施設へのアクセス
時間短縮が見込まれる。
・国際コンテナ通行支障区間の解消が見
込まれる。
・代替機能の向上が見込まれる。
・観光資源の活用促進、周遊観光圏の形
成が見込まれる。
・用地取得率は0％、全体の事業進捗率は
約1％（平成19年度末見込み）
・平成20年代後半に全線暫定2車線供用予
定。
・橋梁の橋梁形式の見直し及び新工法、
新技術の採用等により、約6億円のコスト
縮減を図っている。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

その他 1,300 1,480 941 1.6

・現道における混雑時旅行速
度が20km/h未満である区間の
旅行速度の改善が期待され
る。
・第一種空港へのアクセス性
向上に資する。（大垣市～中
部国際空港84分⇒74分）
・都市再生プロジェクト（名
古屋圏における環状道路の整
備）に位置付けられている。
・拠点都市間のアクセス性向
上に資する。（大垣市～四日
市市92分⇒59分）
・緊急輸送道路として位置づ
けられている。
・冬期交通障害区間（主要地
方道南濃北勢線）の代替路を
形成する。
・当該地域におけるCO2、
NOx、SPM等の削減に資する。

・環状道路機能の発揮により、交通の円
滑化が見込まれる。
・現道部における渋滞損失時間約87.5万
人・時間/年の改善が見込まれる。
・四日市港へのアクセス性向上が見込ま
れる。
・第三次医療施設へのアクセス性向上が
見込まれる。
・平成20年代後半に全線暫定２車線供用
を予定。
・新技術及び新工法の適用によりコスト
縮減を図っている。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

再々評価 500 1,628 586 2.8

・現道部における渋滞損失時
間約125.0万人・時間/年のう
ち約5割の改善が見込まれ
る。
・現道部における混雑度の改
善が見込まれる（1.48→
0.70）
・美濃加茂市の南北軸として
骨格を形成し、地域づくりの
基盤として重要な役割を担
う。
・下呂温泉、日本昭和村、中
山道太田宿などの観光地の
ネットワーク化が図られる。
・加茂郡白川町内で第3次医
療施設（厚生中濃病院）の60
分圏域が拡大。
・中川辺地区における騒音の
夜間要請限度超過地区の騒音
環境の改善が見込まれる。

・慢性的な渋滞の緩和
・地域づくりの支援（産業、観光等）
・沿道環境の改善
・県道山之上古井線～国道４１号現道取
付Ｌ＝３．５ｋｍについては、平成２０
年度に暫定２車線供用予定。
・用地買収をほぼ完了して工事に全面展
開していることから、計画変更は困難。
・高架橋の上部構造の見直しにより、約
１.１億円のコスト縮減を図る。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

一般国道475号
東海環状自動車道
（関～養老）
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：4,718億円
走行経費減少便益：129億円
交通事故減少便益：102億円
【主な根拠】
計画交通量：25,600台

一般国道475号
東海環状自動車道
（養老～北勢）
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,527億円
走行経費減少便益：57億円
交通事故減少便益：31億円
【主な根拠】
計画交通量：15,000台

一般国道475号
東海環状自動車道
（北勢～四日市）
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,381億円
走行経費減少便益：   68億円
交通事故減少便益：   30億円
【主な根拠】
計画交通量：20,100台

一般国道41号
美濃加茂バイパス
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,516億円
走行経費減少便益：79億円
交通事故減少便益：34億円
【主な根拠】
計画交通量：17,000～43,000台

26



再々評価 380 1,352 369 3.7

・現道等において、渋滞損失
時間が137万人･時間/年の削
減が見込まれる。
・飛騨市から第3次医療施設
（高山赤十字病院）へのアク
セス向上が見込まれる。
・高山市国府町から特急停車
駅であるJR高山駅へのアクセ
ス向上が見込まれる

・渋滞の緩和（現道等における年間渋滞
損失時間の軽減）が図られる。
・日常活動圏中心都市へのアクセス向上
が見込まれる。
・高規格幹線道路である高山清見道路の
供用など高速ネットワークの整備により
重要性がますます高まっている。
・交通需要の増加と微増する交通混雑。
・市街地部における生活環境が悪化（夜
間騒音要請限度の超過）している。
・未開通区間については、平成20年代前
半までに完成2車線で供用する見込み。
・事業進捗率は56％、用地取得率は
99.96％（平成19年度末見込み）
・トンネル内空断面の縮小、補強土壁工
法の採用、高風速型ジェットファンの採
用、大型プレキャスト製品の採用などに
より約６億円のコスト縮減を図ってい
る。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

再々評価 57 163 66 2.5

・小屋名改良により渋滞損失
時間約40.8万人・時間/年の
うち約5割の改善が見込まれ
る。
・小屋名改良により混雑度の
改善が見込まれる（1.45→
0.90）。
・小屋名交差点付近に集中す
るバス路線の定時性向上が見
込まれる。
・交差点のシンプル化・整流
化により交通事故が約40%減
少することが見込まれる。
・関市と日常生活圏中心都市
である岐阜市へのアクセスや
関市内各地区相互間のアクセ
ス向上が見込まれる。
・百年公園、日本昭和村等の
観光施設へのアクセスが向上
が見込まれる。
・関市西部、西南部地区から
第３次医療施設（中濃病院）
へのアクセス強化による救急
医療サービス向上が見込まれ
る。

・現道交通の混雑緩和
・事故危険箇所における安全性の向上
・沿道環境の改善
・４車線拡幅と交差点改良事業で、用地
買収もほぼ完了しているため計画の変更
は困難
・平成２０年代前半を目標に、全区間暫
定２車線供用並びに交差点集約（交差点
改良）完成予定。
・排水施設の見直しによりコスト縮減を
図る。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

再々評価 110 282 91 3.1

・南北方向の交通容量の不連
続性が改善される。
・渋滞損失時間約42万人・時
間/年の改善が見込まれる。
・現道における交通事故が削
減される。
・南北方向の所要時間が約4
分改善されるなど通勤や物流
効率化が図られる。
・自動車排出ガスの削減を図
る。（CO2排出削減量：約7千
トン/年NOX排出削減量：約9
トン/年　SPM排出削減量：約
0.8トン/年）

・踏切除却に関して富士市、地元地区、
JR東海等と合意が得られる見込み
・平成20年代半ば終点から(都)津田蓼原
線までの区間供用予定
・平成20年代後半全線供用
・合理化橋梁の採用や現場打ち擁壁を補
強土壁やプレキャスト擁壁にすることで
約3億円のコスト縮減を目指す
・潤井川渡河橋梁の工事工程の短縮を目
指す

継続

道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

再々評価 1,390 6,332 1,696 3.7

・バス路線（名鉄バス等の３
路線）の利便性の向上が見込
まれる。
・第一種空港へのアクセス向
上に資する。（湖西市～中部
国際空港148分⇒99分）
・主要な観光地へのアクセス
向上が期待される。
・地域高規格道路に位置づけ
られている。
・現道における混雑時旅行速
度が20km/h未満である区間の
旅行速度の改善が期待され
る。
・地域連携プロジェクト「国
際自動車コンプレックス」、
「国際自動車産業交流都市計
画」を支援する。
・第一次緊急輸送道路として
位置づけられている。
・当該地域におけるCO2、
NOx、SPM等の削減に資する。

・現道部における渋滞損失時間約４２７
万人・時間/年の改善が見込まれる。
・三河港へのアクセス性向上が見込まれ
る。
・盛土構造の見直し及びランプ線形の見
直しによりコスト縮減を図っている。
・概ね１０年後に全線４車線化供用が見
込まれる。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

再々評価 860 3,419 1,148 3.0

・バス路線（名鉄バス３路
線）の利便性の向上が見込ま
れる。
・第一種空港へのアクセス向
上に資する。（蒲郡市～中部
国際空港80分⇒60分）
・地域高規格道路に位置づけ
られている。
・現道における混雑時旅行速
度が20km/h未満である区間の
旅行速度の改善が期待され
る。
・総合保養地域整備法に基づ
いた基本構想「三河湾地域リ
ゾート整備構想」を支援す
る。
・第一次緊急輸送道路として
位置づけられている。
・当該地域におけるCO2、
NOx、SPM等の削減に資する。

・現道部における渋滞損失時間約３１万
人・時間/年の改善が見込まれる。
・三河港へのアクセス性向上が見込まれ
る。
・主要な観光施設へのアクセス向上が見
込まれる。
・構造形式の見直しによりコスト縮減を
図っている。
・概ね１０年後に全線４車線化供用が見
込まれる。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

一般国道41号
高山国府バイパス
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,298億円
走行経費減少便益：39億円
交通事故減少便益：16億円
【主な根拠】
計画交通量：23,600台

一般国道156号
小屋名改良
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：160億円
走行経費減少便益：2.8億円
交通事故減少便益：0.51億円
【主な根拠】
計画交通量：23,000～40,000台

一般国道139号
富士改良
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：259億円
走行経費減少便益：17億円
交通事故減少便益：6.4億円
【主な根拠】
計画交通量：29,800台

地域高規格道路
一般国道23号
豊橋バイパス
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：6,173億円
走行経費減少便益：102億円
交通事故減少便益：57億円
【主な根拠】
計画交通量：55,500台

地域高規格道路
一般国道23号
岡崎バイパス
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：3,195億円
走行経費減少便益：195億円
交通事故減少便益：29億円
【主な根拠】
計画交通量：43,800台
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再々評価 160 207 167 1.2

・バス路線（名鉄バス等の５
路線）の利便性の向上が見込
まれる。
・主要な観光地へのアクセス
向上が期待される。
・自動車交通量が多く、かつ
歩行者交通量が多い区間にお
ける、狭小な歩道空間を解消
し歩行者交通の安全確保が期
待できる。
・第一次緊急輸送道路として
位置づけられている。

・沿道まちづくりと連携し、安全な道路
空間を形成する。
・現道部における渋滞損失時間約82万
人・時間/年の改善が見込まれる。
・現道における雨量規制区間（L=1.8km：
120mm通行注意，150mm通行止）の解消に
資する。
・既設道路区間を有効利用することによ
り、橋梁建設費のコスト縮減を図ってい
る。
・平成１９年度末に足助町～富岡町区間
の供用が見込まれる。

継続

道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

再々評価 790 2,283 976 2.3

・バス路線（名鉄バスの３路
線）の利便性の向上が見込ま
れる。
・第一種空港へのアクセス向
上に資する。（豊田市～中部
国際空港101分⇒92分）
・主要な観光地へのアクセス
向上が期待される。
・地域高規格道路に位置づけ
られている。
・現道における混雑時旅行速
度が20km/h未満である区間の
旅行速度の改善が期待され
る。
・第一次緊急輸送道路として
位置づけられている。

・現道部における渋滞損失時間約１０２
万人・時間/年の改善が見込まれる。
・当該地域におけるCO2、NOx、SPM等の削
減に資する。
・衣浦港へのアクセス性向上が見込まれ
る。
・現道供用部におけるアンダーボックス
先行施行の採用及び仮設構造物の本体利
用の採用によりコスト縮減を図ってい
る。
・平成２０年代前半に(主)豊田安城線～
１５３号豊田西バイパス間の供用が見込
まれる。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

再々評価 490 514 336 1.5

・現道部における渋滞損失時
間約１８．９万人・時間/年
の改善が見込まれる。
・現道等における、総重量
25tの車両もしくはISO規格背
高海上コンテナ輸送車が通行
できない区間を解消する。
・緊急輸送道路に位置づけら
れている。
・架替の必要のある老朽橋梁
における通行規制等が解消さ
れる。

・幹線道路の交通混雑緩和・解消が見込
まれる。
・伊勢大橋の架替により、耐震性・治水
安全度が向上し、安全な生活環境の確保
が見込まれる。
・主要な観光施設へのアクセス性向上が
見込まれる。
・平成２０年代中頃に、伊勢大橋架替関
連区間において暫定２車線供用を予定。
・構造形式の見直しによりコスト縮減を
図っている。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

再々評価 400 495 430 1.2

○現道部における渋滞損失時
間約229.5万人・時間/年の約
４割削減が見込まれる
○名古屋上野高速バス（三重
交通）の利便性の向上が期待
される
○三重県策定「バレー構
想」、亀山・関テクノヒル
ズ、夢ポリスを支援する
○緊急輸送道路として位置づ
けられている
○並行する国道１号（緊急輸
送道路）の代替路を形成する
○並行する名神高速道路の代
替路を形成する

○路肩拡幅、IC改良等が約75％進捗し、
事故率は減少傾向にある。
○従来の対策により事故は減少傾向にあ
るが、依然特定箇所で事故が集中
○これまでに実施した交通安全対策の効
果としてはIC改良、ソフト対策による事
故低減効果
○懇談会を実施し、地域住民や利用者の
方の声を対策に反映
○今後は、IC改良等のハード対策とソフ
ト対策を併せて交通安全対策を推進
○用地買収を伴わないで路肩を拡幅でき
る擁壁構造の採用によりコスト縮減を図
る
○コスト縮減を含めた事業内容の再検討
を実施する。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

10年
継続中

400 541 360 1.5

・現道（国道175号）の渋滞
の緩和が見込まれる
・地域高規格道路（東播丹波
連絡道路）の一部を構成する
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：37,236t/年）
・排出ガス削減（NO2：3割削
減、SPM：3割削減）
・兵庫県地域防災計画で第1
次緊急輸送道路として位置づ
けられている

・交通の円滑化、交通安全の確保、沿線
地域の活性化及び道路ネットワークの強
化が見込まれる
・用地取得が82%完了し、平成24年の全線
暫定供用を目指し工事を進めている。
・建設発生土の有効利用等によりスト縮
減を図っている。

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

10年
継続中

1,200 3,770 1,133 3.3

・現道（国道26号）の渋滞の
緩和が見込まれる
・高規格幹線道路（京奈和自
動車道）の一部を構成する
・第3次医療施設（日本赤十
字和歌山病院）へのアクセス
向上が見込まれる
・第１種空港（関西国際空
港）へのアクセス向上が見込
まれる
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：37,236t/年）
・排出ガス削減（NO2：3割削
減、SPM：3割削減）

・広域連携強化、交通渋滞の緩和、交通
安全の確保、地域の活性化及び災害時の
交通確保が見込まれる
・用地取得が90%完了し、概ね5年での暫
定供用を目指し工事を進めている
・PCコンポ橋や少数主桁構造の採用等新
技術・新工法によりコスト縮減を図って
いる

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 10,550 19,704 12,408 1.6

・現道（国道1号）の渋滞の
緩和が見込まれる
・第１種空港（関西国際空
港）へのアクセス向上が見込
まれる
・第3次医療施設（京都府：
京都第一赤十字病院他、大阪
府：大阪赤十字病院他）への
アクセス向上が見込まれる
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：103,553t/年）
・排出ガス削減（NO2：1割削
減、SPM：1割削減）

・交通渋滞緩和による交通の円滑化、交
通安全の確保及び地域の活性化が見込ま
れる
・用地取得が99%完了し、平成21年度の全
線供用を目指し工事を進めている。
・鋼管ソイルセメント杭工法等新技術・
新工法の採用によりコスト縮減を図って
いる。

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

一般国道153号
足助バイパス
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：178億円
走行経費減少便益：25億円
交通事故減少便益：3.5億円
【主な根拠】
計画交通量：7,900台

一般国道155号
豊田南バイパス
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：2,240億円
走行経費減少便益：31億円
交通事故減少便益：12億円
【主な根拠】
計画交通量：47,900台

一般国道1号
桑名東部拡幅
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：489億円
走行経費減少便益：25億円
交通事故減少便益：0.82億円
【主な根拠】
計画交通量：33,500台

一般国道25号
名阪道路
中部地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：424億円
走行経費減少便益： 72億円
交通事故減少便益：0.00億円
【主な根拠】
計画交通量：60,500台

地域高規格道路
一般国道175号　西
脇北バイパス
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：518億円
走行経費減少便益：17億円
交通事故減少便益：6.2億円
【主な根拠】
計画交通量：27,900台/日

京奈和自動車道
一般国道24号　紀北
東道路
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：3528億円
走行経費減少便益：170億円
交通事故減少便益：72億円
【主な根拠】
計画交通量：16,900～34,700台/
日

地域高規格道路
一般国道1号　第二
京阪道路
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：17,525億円
走行経費減少便益：1,514億円
交通事故減少便益：665億円
【主な根拠】
計画交通量：32,700～67,000台/
日
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再々評価 400 2,421 523 4.6

・現道（国道1号）における
渋滞損失時間約83.0万人・時
間/年の改善が見込まれる
・第3次医療施設（済生会滋
賀県病院）へのアクセス向上
が見込まれる
・地域高規格道路（甲賀湖南
道路）の一部を構成する
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：25,376t/年）
・滋賀県地域防災計画で第1
次緊急輸送道路として位置づ
けられている

・交通混雑の緩和、安全な歩行空間の確
保及び地域の活性化が見込まれる
・用地取得が96%完了し、2工区について
は概ね5年以内の供用を目指し工事を進め
ている
・プレキャスト製品の活用等によりコス
ト縮減を図っている

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 700 1,312 795 1.7

・現道（国道8号）の渋滞の
緩和が見込まれる
・第3次医療施設（長浜赤十
字病院）へのアクセス向上が
見込まれる
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：13,271t/年）
・排出ガス削減（NO2：1.5割
削減、SPM：1.5割削減）

・交通混雑の緩和、交通安全の確保及び
冬季交通の円滑化が見込まれる
・用地取得が87%完了し、20年代半ばの暫
定2車線での供用を目指し工事を進めてい
る
・橋台への土圧軽減工法や軟弱地盤対策
工法等の新工法・新技術採用によりコス
ト縮減を図っている

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 300 724 499 1.5

・現道（国道161号）の渋滞
の緩和が見込まれる
・第3次医療施設（大津赤十
字病院）へのアクセス向上が
見込まれる
・地域高規格道路（琵琶湖西
縦貫道路道路）の一部を構成
する
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：12,970t/年）
・排出ガス削減（NO2：3割削
減、SPM：3割削減）

・交通混雑の緩和、交通安全の確保、沿
道環境の改善、冬季交通の円滑化及び地
域の活性化が見込まれる
・用地取得が88%完了し、概ね5年以内の
暫定2車線での供用を目指し工事を進めて
いる
・盛土拡幅部においてプレキャスト製品
等の活用や新工法・新技術採用によりコ
スト縮減を図っている

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 660 2,528 849 3.0

・現道（国道9号）の渋滞の
緩和が見込まれる
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：3,515t/年）
・排出ガス削減（NO2：3割削
減、SPM：3割削減）
・京都府緊急輸送道路ネット
ワークで第1次緊急輸送道路
として位置づけられている

・交通混雑の緩和、快適で安全な歩道空
間の確保及び地域の活性化が見込まれる
・用地取得が83%完了し、平成20年代半ば
の全線供用を目指し工事を進めている
・高架橋の伸縮装置に表面アルミ合金鋳
物製伸縮装置を採用する等、新技術・新
工法の採用によりコスト縮減を図ってい
る

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 2,100 4,157 1,974 2.1

・現道（国道175号）の渋滞
の緩和が見込まれる
・高規格幹線道路（京都縦貫
自動車道）の一部を構成する
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：46,456t/年）
・排出ガス削減（NO2：4割削
減、SPM：5割削減）
・京都府地域防災計画で第1
次緊急輸送道路として位置づ
けられている

・地域の活性化、物流の効率化及びリダ
ンダンシー確保が見込まれる
・用地取得が51%完了し、平成26年度の全
線暫定供用を目指し工事を進めている
・道路橋に少本数主桁を採用する等新技
術の活用等によりコスト縮減を図ってい
る

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 1,020 1,722 1,086 1.6

・現道（国道26号）の渋滞の
緩和が見込まれる
・第3次医療施設（大阪府立
泉州救命救急センター）への
アクセス向上が見込まれる
・第１種空港（関西国際空
港）へのアクセス向上が見込
まれる
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：15,748t/年）
・排出ガス削減（NO2：5割削
減、SPM：5割削減）
・大阪府地域防災計画で第1
次緊急輸送道路として位置づ
けられている

・交通混雑の緩和、交通安全の確保及び
地域の活性化が見込まれる
・用地取得が63%完了し、早期の全線供用
を目指し工事を進めている
・建設発生土の有効利用や新技術・新工
法の採用によりコスト縮減を図っている

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 1,900 4,056 2,559 1.6

・現道（国道2号）の渋滞の
緩和が見込まれる
・第3次医療施設（神戸市立
中央市民病院）へのアクセス
向上が見込まれる
・地域高規格道路（神戸西バ
イパス）の一部を構成する
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：10,063t/年）
・排出ガス削減（NO2：2割削
減、SPM：3割削減）

・交通混雑の緩和、地域の活性化及びリ
ダンダンシーの確保が見込まれる
・用地取得が86%完了し、概ね5年以内の
一般部の暫定供用を目指し工事を進めて
いる
・新技術の積極的な活用、建設発生土の
有効活用等によりコスト縮減を図ってい
る

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 130 341 182 1.9

・現道（国道175号）の渋滞
の緩和が見込まれる
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：10,830t/年）
・騒音の夜間要請限度超過地
区（現況夜間騒音：71db）の
騒音環境の改善が見込まれる
・兵庫県地域防災計画で第1
次緊急輸送道路として位置づ
けられている

・交通混雑の緩和、交通安全の確保、沿
道環境の改善及び地域の活性化が見込ま
れる
・用地取得が99%完了し、平成20年代半ば
の全線供用を目指し工事を進めている
・建設発生土の有効利用及びプレキャス
ト製品の活用等によりコスト縮減を図っ
ている

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

地域高規格道路
一般国道1号　水口
道路
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：2088億円
走行経費減少便益：294億円
交通事故減少便益：39億円
【主な根拠】
計画交通量：30,700～46,000台/
日

一般国道８号　米原
バイパス
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,281億円
走行経費減少便益：18億円
交通事故減少便益：13億円
【主な根拠】
計画交通量：24,100～40,300台/
日

地域高規格道路
一般国道161号　湖
北バイパス
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：524億円
走行経費減少便益：167億円
交通事故減少便益：33億円
【主な根拠】
計画交通量：20,200台/日

一般国道9号　福知
山道路
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：2,368億円
走行経費減少便益：110億円
交通事故減少便益：50億円
【主な根拠】
計画交通量：28,100～43,100台/
日

京都縦貫自動車道
一般国道478号　丹
波綾部道路
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：3,660億円
走行経費減少便益：358億円
交通事故減少便益：139億円
【主な根拠】
計画交通量：12,200～16,300台/
日

地域高規格道路
一般国道26号　第二
阪和国道
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,556億円
走行経費減少便益：142億円
交通事故減少便益：23億円
【主な根拠】
計画交通量：20,600～25,700台/
日

地域高規格道路
一般国道２号　神戸
西バイパス
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：3896億円
走行経費減少便益：122億円
交通事故減少便益：37億円
【主な根拠】
計画交通量：34,500台/日(専用
部）
　　　　　 16,100台/日（一般
部）

一般国道175号　平
野拡幅
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：319億円
走行経費減少便益：6.9億円
交通事故減少便益：16億円
【主な根拠】
計画交通量：45,000台/日
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再々評価 930 7,222 1,779 4.1

・現道（国道165号）の渋滞
の緩和が見込まれる
・地域高規格道路（南阪奈道
路）の一部を構成する
・第3次医療施設（県立医科
大学附属病院）へのアクセス
向上が見込まれる
・第１種空港（関西国際空
港）へのアクセス向上が見込
まれる
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：2,685t/年）

・交通混雑の緩和、快適で安全な歩行空
間の確保及び地域の活性化が見込まれる
・用地取得が92%完了し、平成20年代半ば
の全線供用を目指し工事を進めている
・プレキャスト製品の活用等新技術・新
工法の活用によりコスト縮減を図ってい
る

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 470 1,046 599 1.7

・現道（国道26号）の渋滞の
緩和が見込まれる
・地域高規格道路（第二阪和
国道）の一部を構成する
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：4,941t/年）
・排出ガス削減（NO2：5割削
減、SPM：5割削減）
・和歌山県地域防災計画で第
1次緊急輸送道路として位置
づけられている

・交通混雑の緩和、交通安全の確保及び
地域の活性化が見込まれる
・用地取得は完了しており、平成21年度
の完成供用を目指し工事を進めている
・プレキャスト製品の活用等によりコス
ト縮減を図っている

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

再々評価 280 583 388 1.5

・現道（国道1号）の渋滞の
緩和が見込まれる
・第3次医療施設（大阪市立
総合医療センター病院）への
アクセス向上が見込まれる
・二酸化炭素排出量の削減
（CO2：839.6t/年）

・交通混雑の緩和、快適で安全な歩行空
間の確保及び地域の活性化が見込まれる
・用地取得は完了しており、平成21年春
の完成供用を目指し工事を進めている
・最も経済的なアーチ橋を採用してコス
ト縮減を図った

継続
国道・防災課
（課長　下保修）

10年
継続中

609 674 541 1.2

・現道部における渋滞損失時
間約55.3千人・時間/年の改
善が見込まれる。（97％削
減）
・岩美町から鳥取駅、鳥取空
港や重要港湾である境港への
アクセス性向上が見込まれ
る。
・集客力のある鳥取砂丘と岩
美町の浦富海岸を始めとする
観光地の連携強化により、観
光客の増加が期待される。
・岩美町から第三次医療施設
（鳥取県立中央病院）への緊
急搬送時間の短縮が見込まれ
る。

・国道9号の渋滞緩和、第三次医療施設
（鳥取県中央病院）へのアクセス向上、
主要観光施設へのアクセス向上などが見
込まれる。
・鳥取市福部町海士地区における騒音の
夜間要請限度超過地区の騒音環境の改善
が見込まれる。
・平成18年度末時点で、用地買収は90％
が完了した。現在は、Ｈ20年代中盤の全
線暫定2車線供用を目指し、事業を進めて
いる。
・新技術の活用（橋梁：FCB工法、トンネ
ル：高風速ジェットファン、薄型卵形側
溝）等によりコスト縮減に努めている。

継続
道路局

国道・防災課
（課長　下保 修）

再々評価 970 1,496 967 1.5

・現道部における渋滞損失時
間約1,000千人・時間/年の改
善が見込まれる。（48％削
減）
・第三次医療施設（県立中央
病院）への緊急搬送時間の短
縮が見込まれる。
・出雲大社（年間観光客数：
208万人）、島根ワイナリー
（105万人）、日御碕（102万
人）へのアクセス性向上が見
込まれる。

・現道等の渋滞緩和や、第三次医療施設
（県立中央病院）への救急搬送時間の短
縮などが見込まれる。
・平成18年度末時点で用地買収は約95％
が完了し、平成15年度3月末までにバイパ
スの一部（2.8㎞）を供用した。現在は、
平成19年度末の暫定2車線でのバイパス部
の供用を目指し事業を進めている。
・新工法を設計時に導入（鋼管ソイルセ
メント杭を使用）すること等によりコス
ト縮減を行っている。

継続
道路局

国道・防災課
（課長　下保 修）

再々評価 156 246 166 1.5

・対象区間における渋滞損失
時間約516千人・時間/年の改
善が見込まれる。（54％削
減）
・雲南市三刀屋町三刀屋から
出雲空港へのアクセス性向上
が見込まれる。
・雲南市三刀屋町三刀屋から
第三次医療施設（県立中央病
院）への緊急搬送時間の短縮
が見込まれる。
・第一次緊急輸送道路である
当該道路において、震災点検
対策箇所（里熊大橋）が解消
される。

・国道54号の主要渋滞ポイント「里方交
差点」の渋滞緩和や、雲南市三刀屋町か
ら出雲空港へのアクセス性向上などが見
込まれる。
・平成16年度末時点で0.7kmが供用し、平
成18年度末時点で、用地買収は30％が完
了した。現在は、引き続き全線供用を目
指し事業を進めている。
・建設副産物の発生抑制や再生利用等に
よりコスト縮減を図っている。

継続
道路局

国道・防災課
（課長　下保 修）

再々評価 357 1,357 677 2.0

・現道部における渋滞損失時
間約165千人・時間/年の改善
が見込まれる。（14％削減）
・玉野市街地(市役所)から岡
山空港へのアクセス性向上が
見込まれる。（118分→100
分）
・岡山市灘崎町～岡山市街地
(市役所)のアクセス性向上が
見込まれる。（64分→46分）
・玉野市街地(市役所)から第
三次医療施設（岡山赤十字病
院）への緊急搬送時間の短縮
が見込まれる。（61分→43
分）

・岡山市当新田の渋滞緩和や、重要港湾
である宇野港へのアクセス改善による利
便性の向上などが見込まれる。
・平成18年度末時点で用地買収は84％が
完了し、残る岡山市当新田地区約0.7km
は、平成19年度より用地買収を進めてい
る。また、H17.8に4車線化区間である
14.3kmを供用し、残る岡山市当新田地区
拡幅工事の約0.7kmについて、事業を推進
している。
・耐候性鋼材を使用し、維持管理コスト
の低減を図っている。

継続
道路局

国道・防災課
（課長　下保 修）

地域高規格道路
一般国道165号　大
和高田バイパス
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：6,841億円
走行経費減少便益：311億円
交通事故減少便益：71億円
【主な根拠】
計画交通量：40,100台/日

地域高規格道路
一般国道26号　和歌
山北バイパス
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：893億円
走行経費減少便益：111億円
交通事故減少便益：42億円
【主な根拠】
計画交通量：33,900台/日

一般国道1号　桜宮
拡幅
近畿地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：564億円
走行経費減少便益：12億円
交通事故減少便益：5.8億円
【主な根拠】
計画交通量：49,300台/日

地域高規格道路
一般国道9号
駟馳山バイパス
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：548億円
走行経費減少便益：82億円
交通事故減少便益：44億円
【主な根拠】
計画交通量：11,300～16,400台

地域高規格道路
一般国道9号
出雲バイパス
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,417億円
走行経費減少便益：53億円
交通事故減少便益：25億円
【主な根拠】
計画交通量：22,600～31,600台

一般国道54号
三刀屋拡幅
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：243億円
走行経費減少便益：0.60億円
交通事故減少便益：2.5億円
【主な根拠】
計画交通量：10,200～18,200台

一般国道30号
児島・玉野拡幅
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,311億円
走行経費減少便益：15億円
交通事故減少便益：31億円
【主な根拠】
計画交通量：21,500～52,000台
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再々評価 1,392 4,439 1,542 2.9

・現道部における渋滞損失時
間約681千人・時間/年の改善
が見込まれる。（86％削減）
・三原市から第三次医療施設
（福山市民病院）への搬送時
間の短縮が見込まれる。（79
分→59分）
・尾道市から広島空港へのア
クセス性の向上が見込まれ
る。（98分→56分）

・現道等の渋滞緩和や、第三次医療施設
（福山市民病院）への救急搬送時間短縮
などが見込まれる。
・三原市糸崎6丁目地区における騒音の夜
間要請限度超過地区の騒音環境の改善が
見込まれる。
・平成18年度末時点で、用地買収は約
99％が完了し、平成19年5月末までにバイ
パスの一部（L=6.9km）を供用した。現在
は、平成20年代前半全線暫定2車供用を目
指し、事業を進めている。
・新技術の活用（TBMの導入）等によりコ
スト縮減を図っている。

継続
道路局

国道・防災課
（課長　下保 修）

その他 550 1,247 499 2.5

・現道部における渋滞損失時
間約2,460千人・時間/年の改
善が見込まれる。（93％削
減）
・広島～瀬野～西条線の路線
バスの利便性向上が見込まれ
る。
・広島市内方面から広島空港
へのアクセス性向上が見込ま
れる。（68分→49分）
・東広島市から特定重要港湾
広島港へのアクセス性向上が
見込まれる。（67分→33分）
・東広島市から第三次医療施
設（県立広島病院）への緊急
搬送時間の短縮が見込まれ
る。（72分→38分）

・国道2号の慢性的な渋滞を緩和するとと
もに、西条駅から広島バスセンター等、
バス路線の定時制が確保されるなど、路
線バスの利便性向上が見込まれる。
・安芸区上瀬野地区における騒音の夜間
要請限度超過地区の騒音環境の改善が見
込まれる。
・平成18年度末時点で、用地買収は54％
が完了した。現在は、全線暫定2車供用を
目指し、事業を進めている。
・新技術の活用（PCコンポ橋、鋼管ソイ
ルセメント杭の導入）等によりコスト縮
減を図っている。

継続
道路局

国道・防災課
（課長　下保 修）

その他 1,160 2,821 1,316 2.1

・現道部における渋滞損失時
間約4,400千人・時間/年の改
善が見込まれる。（78％削
減）
・広島市内方面から広島空港
へのアクセス性向上が見込ま
れる（68分→49分）
・日常活動圏中心都市である
東広島市と広島市を最短で連
絡する。
・東広島市から特定重要港湾
である広島港へのアクセス性
向上が見込まれる（67分→33
分）
・東広島市から第三次医療施
設（県立広島病院）への緊急
搬送時間が短縮される。（72
分→38分）

・広島市内方面から広島空港へのアクセ
ス性向上が見込まれる。
・海田町国信地区における騒音の夜間要
請限度超過地区の騒音環境の改善が見込
まれる。
・平成18年度末時点で、用地買収は96％
が完了し、平成18年度末までに、中野IC
～海田東ICにおける専用部2.7km、海田町
内における一般部1.7km、ランプ部0.6km
を供用した。現在は、暫定2車線供用を目
指し、事業を進めている。
・新技術の活用（PCコンポ橋、鋼管ソイ
ルセメント杭の導入）等によりコスト縮
減を図っている。

継続
道路局

国道・防災課
（課長　下保 修）

再々評価 1,925 3,780 2,010 1.9

・現道部における渋滞損失時
間約2,170千人・時間/年の改
善が見込まれる。（63％削
減）
・呉市(JR呉駅）から広島空
港へのリムジンバス所要時間
の短縮が見込まれる。（90分
→50分）
・西条ICから重要港湾である
呉港（国際コンテナ航路の発
着港）へのアクセス性向上が
見込まれる。（95分→45分）
・日常活動圏中心都市である
呉市と東広島市を最短で連絡
する。（85分→45分）
・東広島市から第三次医療施
設（呉医療センター）への緊
急搬送時間が短縮する。（90
分→50分）

・呉市から広島空港へのリムジンバス所
要時間の短縮や、重要港湾である呉港か
ら山陽自動車道へのアクセス向上などが
見込まれる。
・平成18年度末時点で、用地買収は92％
が完了し、平成19年11月に、上三永IC～
馬木IC間7.3kmを供用した。現在は、平成
20年代半ばの暫定2車線供用を目指し、事
業を進めている。
・新技術の活用（アフターボンド工法、
PCコンポ橋の導入）等によりコスト縮減
を図っている。

継続
道路局

国道・防災課
（課長　下保 修）

再々評価 310 693 402 1.7

・現道部における渋滞損失時
間約141千人・時間/年の改善
が見込まれる。（65％削減）
・小郡ICから山口宇部空港へ
のアクセス性向上が見込まれ
る。
・新山口駅～山口市街地の路
線バスの利便性向上が見込ま
れる。
・山口市街から新山口駅への
アクセス性向上が見込まれ
る。
・無電柱化推進基本計画の対
象地域である小郡都市計画区
域内において、新たに
L=4.2kmの無電柱化が達成さ
れる。

・国道9号の渋滞緩和や、小郡ICから山口
宇部空港へのアクセス性向上などが見込
まれる。
・平成18年度末時点で、用地買収は約
87.2％が完了し、段階的な整備を進め平
成13年度までに暫定2車線の区間を含め延
長1.7km（完成延長0.3km）を供用した。
現在は、長谷交差点の立体化及び現道拡
幅（4車線）の完成を目指し、事業を進め
ている。
・鋼橋に耐候性鋼材を採用し、塗替え費
用や足場費用の削減を図る等コスト縮減
を図っている。

継続
道路局

国道・防災課
（課長　下保 修）

地域高規格道路
一般国道2号
三原バイパス
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：3,863億円
走行経費減少便益：445億円
交通事故減少便益：131億円
【主な根拠】
計画交通量：40,700～45,500台

地域高規格道路
一般国道2号
安芸バイパス
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：902億円
走行経費減少便益：278億円
交通事故減少便益：66億円
【主な根拠】
計画交通量：46,000～48,200台

地域高規格道路
一般国道2号
東広島バイパス
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：2,094億円
走行経費減少便益：520億円
交通事故減少便益：206億円
【主な根拠】
計画交通量：47,300～53,100台

東広島・呉自動車道
一般国道375号
東広島・呉道路
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：3,464億円
走行経費減少便益：215億円
交通事故減少便益：100億円
【主な根拠】
計画交通量：16,700～24,700台

一般国道9号
小郡改良
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：640億円
走行経費減少便益：40億円
交通事故減少便益：13億円
【主な根拠】
計画交通量：30,100～41,400台
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再々評価 580 996 656 1.5

・現道部における渋滞損失時
間約794千人・時間/年の改善
が見込まれる。（80％削減）
・岩国市中央消防署付近から
第三次医療施設（岩国医療セ
ンター）への緊急搬送時間の
短縮が見込まれる。(10分→7
分）
・柳井市、周防大島町方面へ
の観光ルートと岩国市(錦帯
橋)との周遊の可能性が広が
る。（岩国市麻里布町～周防
大島町の所要時間：40分→33
分）

・国道188号の渋滞緩和、第三次医療施設
（岩国医療センター）へのアクセス性向
上、主要な観光施設へのアクセス性向上
などが見込まれる。
・平成12年度に岩国大竹道路が都市計画
に決定され、平成18年度末時点で、用地
買収は約99％が完了している。また、平
成11年3月末までに山中IC(仮称)から海土
路IC(仮称)までの1.8kmを供用した。現在
は、山手IC(仮称)から山中IC(仮称)まで
の3.1kmの側道､街路､暫定2車供用を目指
し、事業を進めている。
・綱橋に耐候性鋼材を採用し塗装塗り替
え費用や足場費用の削減を図る等コスト
縮減に努めている。

継続
道路局

国道・防災課
（課長　下保 修）

再々評価 690 4,014 841 4.8

・現道部における渋滞損失時
間のうち、約940千人・時間/
年（約5割削減）の改善が見
込まれる。
・三島川之江港（重要港湾）
へのアクセス向上に資する
（三島川之江港（東部地区）
～三島川之江IC14分⇒9分）
・CO2排出削減量約8,600t/
年、NO2排出削減量約24t/
年、SPM排出削減量約2t/年が
見込まれ、環境の改善に寄与
する。

・現道区間の交通量減少に伴い、道路利
用者の安全性の向上が見込まれる。
・3次医療施設へのアクセス向上に伴い、
救急患者の生存率の向上が見込まれる。
・必要性が高い区間から、順次残事業区
間6.6kmの用地買収・工事を推進する。
・道路用プレキャストL型擁壁の採用によ
り、コスト縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 609 1,874 552 3.4

・現道部における渋滞損失時
間のうち、約2,000千人・時
間/年（約9割削減）の改善が
見込まれる。
・新居浜市駅前土地区画整理
事業を支援する。
・CO2排出削減量約11,000t/
年、NO2排出削減量約67t/
年、SPM排出削減量約6t/年が
見込まれ、環境の改善に寄与
する。

・現道区間の騒音レベルの低減により、
沿道住民の生活環境の改善が見込まれ
る。
・3次医療施設へのアクセス向上に伴い、
救急患者の生存率の向上が見込まれる。
・必要性が高い区間から、順次残事業区
間7.4kmの用地買収・工事を推進する。
・プレキャストセグメント工法を採用
し、コスト縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 665 2,289 960 2.4

・現道部における渋滞損失時
間のうち、約130千人・時間/
年（約4割削減）の改善が見
込まれる。
・地場農産品（にんにく、レ
タス、なばな）の高松、大
阪、東京など各市場への流通
を支援している。
・金刀比羅宮、国営讃岐まん
のう講演、ニューレオマワー
ルドなどの香川の主要観光地
へのアクセス向上に寄与す
る。
・CO2排出削減量約4,300t/
年、NO2排出削減量約30t/
年、SPM排出削減量約3t/年が
見込まれ、環境の改善に寄与
する。

・3次医療施設へのアクセス向上に伴い、
救急患者の生存率の向上が見込まれる。
・用地買収は既に完了しており、残事業
区間も順次部分供用を行っていく予定。
・プレキャスト・アーチカルバート工法
（テクスパン工法）採用により、工事期
間の短縮による工事コストの縮減を図っ
ている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 1124 3,656 1,445 2.5

・現道部における渋滞損失時
間約1,800千人・時間/年（約
4割削減）の改善が見込まれ
る。
・県南部健康運動公園、わじ
き工業団地などの拠点プロ
ジェクトを支援する。
・CO2排出削減量約5,500t/
年、NO2排出削減量約6t/年、
SPM排出削減量約0.6t/年が見
込まれ、環境の改善に寄与す
る。

・現道のバス路線における走行性の改善
が見込まれる。
・3次医療施設へのアクセス向上に伴い、
救急患者の生存率の向上が見込まれる。
・必要性が高い区間から、順次残事業区
間6.0kmの用地買収・工事を推進する。
・構造物のプレキャスト化による工事期
間の短縮、また建設副産物等のリサイク
ルを行い、工事におけるコスト縮減を
図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 387 613 420 1.5

・現道部における渋滞損失時
間のうち、約240千人・時間/
年（約8割削減）の改善が見
込まれる。
・農林水産品の流通性向上に
資する。
・CO2排出削減量約3,400t/
年、NO2排出削減量約12t/
年、SPM排出削減量約1t/年が
見込まれ、環境の改善に寄与
する。

・3次医療施設へのアクセス向上に伴い、
救急患者の生存率の向上が見込まれる。
・並行する県道の交通事故が大幅に減少
し、安全性の向上が見込まれる。
・必要性が高い区間から、順次残事業区
間1.9kmの用地買収・工事を推進する。
・プレキャスト製品の利用により、コス
ト縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 154 423 200 2.1

・現道部における渋滞損失時
間のうち、約164千人・時間/
年（約1割削減）の改善が見
込まれる。
・主要な観光地へのアクセス
向上により、地域活性化を支
援する。
・CO2排出削減量1,300t/年、
NO2排出削減量約3t/年、SPM
排出削減量約0.3t/年が見込
まれ、環境の改善に寄与す
る。

・現道区間の交通量減少に伴い、道路利
用者の安全性が向上が見込まれる。
・残事業区間の用地買収・工事を推進す
る。
・橋梁、用壁等プレキャスト製品を積極
的に採用しすることにより、コスト縮減
を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

地域高規格道路
一般国道188号
岩国南バイパス
中国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：934億円
走行経費減少便益：36億円
交通事故減少便益：26億円
【主な根拠】
計画交通量：19,200～33,500台

一般国道１１号　川
之江三島バイパス
四国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：3,733億円
走行経費減少便益：223億円
交通事故減少便益：57億円
【主な根拠】
計画交通量：6,700～33,600台

一般国道１１号　新
居浜バイパス
四国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,773億円
走行経費減少便益：84億円
交通事故減少便益：17億円
【主な根拠】
計画交通量：13,200～31,200台

一般国道３２号　綾
南・綾歌・満濃バイ
パス
四国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：2,211億円
走行経費減少便益：59億円
交通事故減少便益：19億円
【主な根拠】
計画交通量：14,900～40,200台

一般国道５５号　阿
南道路
四国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：3,472億円
走行経費減少便益：116億円
交通事故減少便益：68億円
【主な根拠】
計画交通量：6,400～23,600台

一般国道５６号　土
佐市バイパス
四国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：564億円
走行経費減少便益：41億円
交通事故減少便益：7.3億円
【主な根拠】
計画交通量：17,000～28,200台

一般国道５６号　五
十崎内子拡幅
四国地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：402億円
走行経費減少便益：18億円
交通事故減少便益：3.0億円
【主な根拠】
計画交通量：9,800～15,100台
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10年
継続中

2,380 7,188 2,201 3.3

・現道における渋滞損失時間
の削減が見込まれる。（約
183.7→約49.6万人時間/年）
・国際コンテナ航路を有する
三池港（重要港湾）へのアク
セス向上が見込まれる。（大
川市～三池港：70分→32分）
・三次医療施設（佐賀県立病
院好生館）までの時間短縮が
見込まれる。（大牟田市～佐
賀県立病院好生館：58分→39
分）

・みやま市高田地区における騒音の夜間
要請限度超過地区の騒音環境の改善が見
込まれる。
・用地取得率は約８割に達しているこ
と、さらに地域の協力体制が整っている
ことから円滑な事業進捗が見込まれる。
・軟弱地盤対策として検討委員会を設立
し、試験盛土結果やコスト縮減の観点か
ら適切な工法を選定している。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

10年
継続中

97 151 93 1.6

・大分駅付近連続立体交差事
業と一体となり都市交通の円
滑化を図る。
・主要渋滞ポイント（１箇
所）が解消される。

・大分駅付近連続立体交差事業との一体
整備により、大分都市部の交通円滑化が
見込まれる。
・現在の事業進捗率は既に約８割に達し
ており、円滑な事業進捗が見込まれる。
・跨線橋と鉄道との立体交差切替の調整
を行い、コスト縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 274 667 427 1.6

・現道における渋滞損失時間
の削減が見込まれる。（約
60.1→約17.1万人時間/年）
・三次医療施設（久留米大学
病院高度救命救急センター、
聖マリア病院救命救急セン
ター）へのアクセス向上が見
込まれる。（うきは市～久留
米市：約70分→約60分）

・ＣＯ2排出量の削減が見込まれる。
・事業進捗率は事業費ベースで約７割、
また用地取得率は約９割に達しており、
円滑な事業進捗が見込まれる。
・事業の実施にあたっては、新技術・新
工法の積極的活用、建設副産物対策によ
り、着実なコスト縮減等を図ることとし
ている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 422 707 515 1.4

・現道における渋滞損失時間
の削減が見込まれる。（約
24.4→約1.8万人時間/年）
・三次医療施設へのアクセス
向上が見込まれる。（唐津市
～佐賀大学医学部付属病院：
82分→62分）
・ＣＯ2排出量の削減が見込
まれる。（2,380t-CO2/年）

・現道（国道203号）における渋滞解消を
図る。
・用地取得率が９割を越えており、円滑
な事業進捗が見込まれる。
・橋梁から盛土構造への変更や橋長縮小
などによるコスト縮減を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 833 11,319 1,771 6.4

・越波による特殊通行規制区
間（L=4.9km）の解消に資す
る。
・日出地域が三次医療施設
（アルメイダ病院）６０分圏
域に入る。
・歩道の狭小区間が解消さ
れ、歩行者・自転車の安全性
が向上する。

・全線６車線化により交通混雑の緩和が
図られ、走行性の向上が見込まれる。
・濃霧や降雪の影響を受けやすい大分自
動車道の代替ルートが確保される。
・現在の事業進捗率は既に８割を越えて
おり、円滑な事業進捗が見込まれる。
・非越波型護岸の採用などでコスト縮減
を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 157 301 223 1.3

・異常気象時事前通行規制区
間(L=3.8km：連続雨量200mm)
が解除され、日常生活をはじ
め緊急医療活動などに寄与す
る。
・渋滞ポイントである影原交
差点の渋滞が緩和される。
・ＣＯ2排出量の削減が見込
まれる。（1,527t-CO2/年）

・異常気象時事前通行規制区間が解消さ
れる。
・用地取得率は７割を越えており、円滑
な事業進捗が見込まれる。
・橋梁の仮設規模縮小によりコスト縮減
を図っている。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

再々評価 321 525 406 1.3

・牛根地区の異常気象時事前
通行規制区間（連続雨量
150mm以上：L=2.6km）の解消
により、農畜水産品の出荷
額、輸送コストの改善が見込
まれる。
・ＣＯ2排出量の削減が見込
まれる。（540t-CO2/年）

・異常気象時事前通行規制区間の解消が
図られ、全国有数の食糧基地である大隅
地域の農水産品輸送性の向上が図られ
る。　　　　　　　　　　　　　・残事
業区間においても、地元や関係機関との
協力体制を確立しており、円滑な事業進
捗が見込まれる。
・新技術、新工法の積極的活用及び建設
副産物対策によりコスト縮減を図ってい
る。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

準備計画
5年

280 693 202 3.4

・現道における渋滞損失時間
の削減が見込まれる。（約
53.0万人時間/年→約11.9万
人時間/年）
・三次医療施設へのアクセス
性向上が見込まれる。（小城
市、多久市～佐賀大学医学部
付属病院：82分→61分）
・ＣＯ2排出量の削減が見込
まれる。（1,466t-CO2/年）

・現道（国道203号）における渋滞解消を
図る。
・今後は、都市計画決定に向けて環境影
響評価等事業に必要な手続きを進め、事
業着手後概ね10年を目途に全線２車線暫
定供用を目指し進めていく。
・事業実施にあたっては、新技術・新工
法の積極的活用、建設副産物対策によ
り、着実なコスト縮減を図ることとして
いる。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修）

地域高規格道路
一般国道208号　有
明海沿岸道路
（大牟田高田道路、
高田大和バイパス、
大川バイパス）
九州地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：6,729億円
走行経費減少便益：286億円
交通事故減少便益：174億円
【主な根拠】
計画交通量：
　　　　17,600～40,900台/日

一般国道10号　古国
府拡幅
九州地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：131億円
走行経費減少便益：15億円
交通事故減少便益：3.9億円
【主な根拠】
計画交通量：
　　　34,100～35,100台/日

一般国道210号　浮
羽バイパス
九州地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：547億円
走行経費減少便益：71億円
交通事故減少便益：49億円
【主な根拠】
計画交通量：
　　　　8,400～28,200台/日

地域高規格道路
一般国道203号　厳
木バイパス
九州地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：610億円
走行経費減少便益：58億円
交通事故減少便益：39億円
【主な根拠】
計画交通量：
　　　　31,000～32,100台/日

一般国道10号　別大
拡幅
九州地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：11,090億円
走行経費減少便益：157億円
交通事故減少便益：72億円
【主な根拠】
計画交通量：
　　　　26,900～69,500台/日

一般国道225号　川
辺改良
九州地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：287億円
走行経費減少便益：15億円
交通事故減少便益：-0.30億円
【主な根拠】
計画交通量：
　　　4,900～9,600台/日

一般国道220号　早
崎防災
九州地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：441億円
走行経費減少便益：67億円
交通事故減少便益：18億円
【主な根拠】
計画交通量：
　　　　9,000～12,800台/日

地域高規格道路
一般国道203号  多
久佐賀道路（Ⅰ期）
九州地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：605億円
走行経費減少便益：47億円
交通事故減少便益：42億円
【主な根拠】
計画交通量：
　　　　34,600～34,900台/日
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10年
継続中

405 1,388 442 3.1

・現道部（名嘉地～真栄里）
における渋滞損失時間約18.7
万人時間/km・年（県平均の
約4倍）の改善が見込まれ
る。
・那覇空港（第二種空港）へ
のアクセスの向上に資する
（糸満市役所～那覇空港21分
⇒11分）
・那覇港（重要港湾）へのア
クセスの向上に資する（糸満
市役所～那覇港24分⇒14分）
・豊見城中央病院（第二次救
急医療施設）へのアクセスの
向上に資する（糸満市役所付
近～豊見城中央病院20分⇒10
分）

・那覇空港（第二種空港）や那覇港（重
要港湾）へのアクセス向上が見込まれ
る。
・糸満市から県都・那覇市へのアクセス
向上が見込まれる（日常活動圏の中心都
市へのアクセス向上）。
・第二次緊急輸送道路である国道331号の
迂回路としての機能が見込まれる。
・平成18年度末に全線暫々定供用し、平
成23年度には豊崎交差点立体化の予定で
ある。
・橋梁構造の見直し（PC少主桁の採用）
によりコスト縮減を図っている。

継続

道路局
国道・防災課
（課長　下保　修）

10年
継続中

550 846 568 1.5

・現道部（名嘉地～真栄里）
における渋滞損失時間約18.7
万人時間/km・年（県平均の
約4倍）の改善が見込まれ
る。
・那覇空港（第二種空港）へ
のアクセスの向上に資する
（糸満市役所～那覇空港21分
⇒11分）
・那覇港（重要港湾）へのア
クセスの向上に資する（糸満
市役所～那覇港24分⇒14分）
・豊見城中央病院（第二次救
急医療施設）へのアクセスの
向上に資する（糸満市役所付
近～豊見城中央病院20分⇒10
分）

・那覇空港（第二種空港）や那覇港（重
要港湾）へのアクセス向上が見込まれ
る。
・糸満市から県都・那覇市へのアクセス
向上が見込まれる（日常活動圏の中心都
市へのアクセス向上）。
・第二次緊急輸送道路である国道331号の
迂回路としての機能が見込まれる。・平
成14年度に部分供用し、平成23年度には
全線暫定供用の予定である。
・橋梁構造の見直し（上下部工形式の見
直し）によりコスト縮減を図っている。

継続

道路局
国道・防災課
（課長　下保　修）

【道路・街路事業】
（補助事業等）

10年
継続中

41 118 46 2.6

・現梁川大橋の大型車すれ違
い困難が解消され、バス等の
交通の円滑化が図れる。
・Ｈ８道路防災点検による要
架替橋梁の解消に資する。
・歩行者や自動車の中心市街
地への安全なアクセス向上に
資する。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

10年
継続中

98 185 114 1.6

・現道部における渋滞損失時
間約93万人・時間/年（約
19.8万人・時間/年/km＝県平
均の約12倍）の改善が見込ま
れる。
・石巻地方拠点都市地域計画
への支援が期待される。
・第三種漁港女川漁港から三
陸縦貫自動車道へのアクセス
性向上が見込まれる。
・女川原子力発電所非常時に
おける避難路が確保される。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

再々評価 32 75 56 1.4

・奥州市胆沢区林尻～谷子沢
地区のすれ違い困難な隘路を
解消し、交通の円滑化を図
る。
・防災点検要対策箇所21箇所
が解消される。
・胆沢ダム建設事業と連携し
て事業を進めている。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

再々評価 78 116 106 1.1

・昭和村、金山町から県立南
会津病院までの時間が通常期
で11分、冬期で45分短縮され
る。
・舟鼻峠のすれ違い困難な隘
路が解消され、交通の円滑化
が図れる。
・冬期通行不能区間L=7.6km
の解消に資する。
・異常気象時通行規制区間
L=13.2kmの縮減に資する。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

その他 40 51 37 1.4

・平面(Rmin=40m)・縦断
(imax=8%)線形不良区間の解
消、前杉地区（スノーシェッ
ド区間）におけるのすれ違い
困難箇所を解消し、交通の円
滑化を図る。
・由利高原鉄道交差部におけ
る高さ不足(H=4.1m)の解消を
図る。
・鳥海国定公園へのアクセス
向上が期待される。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

地域高規格道路
一般国道331号　豊
見城道路
沖縄総合事務局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,133億円
走行経費減少便益：211億円
交通事故減少便益：44億円
【主な根拠】
計画交通量：28,100～
　　　　　　39,300台/日

地域高規格道路
一般国道331号　糸
満道路
沖縄総合事務局

【内訳】
走行時間短縮便益：674億円
走行経費減少便益：135億円
交通事故減少便益：38億円
【主な根拠】
計画交通量：14,400～
　　　　　　33,600台/日

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

一般国道349号　梁
川大橋
福島県

【内訳】
走行時間短縮便益：116億円
走行経費減少便益：  2.6億円
交通事故減少便益：  0.42億円
【主な根拠】
計画交通量：8,100台

一般国道398号　石
巻バイパス

宮城県

【内訳】
走行時間短縮便益：186億円
走行経費減少便益：  0.87億円
交通事故減少便益： -1.4億円
【主な根拠】
計画交通量：7,700台／日

一般国道397号　石
淵道路
岩手県

【内訳】
走行時間短縮便益：69億円
走行経費減少便益： 6.1億円
交通事故減少便益： 0.41億円
【主な根拠】
計画交通量：4,300台

一般国道400号　田
島バイパス
福島県

【内訳】
走行時間短縮便益：105億円
走行経費減少便益： 9.6億円
交通事故減少便益： 1.8億円
【主な根拠】
計画交通量：1,100台

一般国道108号　前
杉バイパス
秋田県

【内訳】
走行時間短縮便益：55億円
走行経費減少便益： -1.4億円
交通事故減少便益： -2.5億円
【主な根拠】
計画交通量：7,900台
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10年
継続中

40 134 51 2.6

・バイパス整備により、市街
地における地域住民の安全確
保を図る。
・現道における大型車のすれ
違い困難な隘路を解消し、交
通の円滑化を図る。
・現道における渋滞箇所、事
故危険箇所の解消を図る。

継続
道路局国道・防災
課
（課長　下保修）

10年
継続中

149 918 151 6.1

・自転車歩行者道の設置に
よって通行者の安全が確保さ
れる。
・４車線化によって交通渋滞
が解消されるとともに、埼玉
県と群馬県の経済、文化の更
なる交流を促し、両県の発展
に寄与することが期待され
る。

継続
道路局国道・防災
課
（課長　下保修）

10年
継続中

149 918 151 6.1

・自転車歩行者道の設置に
よって通行者の安全が確保さ
れる。
・４車線化によって交通渋滞
が解消されるとともに、埼玉
県と群馬県の経済、文化の更
なる交流を促し、両県の発展
に寄与することが期待され
る。

継続
道路局国道・防災
課
（課長　下保修）

10年
継続中

53 70 62 1.1

・大型車両が交通量の約3
割をしめる中で、交通の円
滑化を図る。
・隣接する県の二次生活圏
構成都市間のアクセス向上
が見込まれる。
・主要な観光地へのアスセ
ス向上が見込まれる。

継続

道路局国道・防災
課
（課長　下保修）

10年
継続中

61 94 66 1.4

・飯田市南信濃地区が第3
次医療施設（飯田市立病
院）６０分圏域に入る。
・三遠南信自動車道へのア
クセス向上
・災害に対する悪条件を解
消し災害耐性を向上。
・飯田市南信濃地区のすれ
違い困難な隘路を解消し、
交通の円滑化を図る

見直し継続

道路局国道・防災
課
（課長　下保修）

再々評価 160 297 165 1.8

・県北地域における東西方向
の主要幹線道路機能の向上
・常陸太田市内の交通混雑緩
和による円滑な交通の確保
・常磐自動車道日立南太田IC
へのアクセス向上

継続
道路局国道・防災
課
（課長　下保修）

再々評価 190 860 219 3.9

・佐波地域が第3次医療施設
（国立高崎病院）３０分圏域
に入る。
・現道部における渋滞損失時
間約5.9万人・時間/年（県内
上位２割区間）の改善が見込
まれる。

継続
道路局国道・防災
課
（課長　下保修）

再々評価 125 382 65 5.8

・バイパス整備により、現道
部の沿道環境も改善され、歩
行者、自転車などの交通弱者
の安全確保も図られる。
・また、平成８年に供用され
た首都圏中央連絡自動車道へ
のアクセスが強化され、本県
の産業経済活動が活性化され
る。

継続
道路局国道・防災
課
（課長　下保修）

再々評価 83 226 95 2.4

・湘南海岸を初めとする観
光、レジャー施設へのアクセ
スが向上される。
・湘南地域の物流や業務移動
など産業活動の支援に資す
る。

継続
道路局国道・防災
課
（課長　下保修）

再々評価 277 207 41 5.0

・渋滞損失削減時間：２８６
人・時間/年（さいたま市緑
区大門）
・さいたま市地域防災計画
緊急輸送道路に指定されてい
る。
・埼玉県第三次渋滞プログラ
ムに位置付けられている大門
交差点の渋滞解消が見込まれ
る。

継続
道路局国道・防災
課
（課長　下保修）

10年
継続中

54 63 59 1.1

・渋滞損失時間約7万人・時
間/年の改善が見込まれる。
・主要な観光施設（柏崎潮風
温泉14万人／年、柏崎アクア
パーク18万人／年）へのアク
セスが向上する。
・JR信越本線　柏崎駅へのア
クセスが向上する。

継続
道路局

国道・防災課
課長　下保修

一般国道461号 船生
バイパス
栃木県

【内訳】
走行時間短縮便益：132億円
走行経費減少便益：1.5億円
交通事故減少便益：0.05億円
【主な根拠】
計画交通量：6,700台

一般国道122号　昭
和橋
群馬県

【内訳】
走行時間短縮便益：899億円
走行経費減少便益： 20億円
交通事故減少便益：0.00億円
【主な根拠】
計画交通量：27,700台

一般国道122号　昭
和橋
埼玉県

【内訳】
走行時間短縮便益：899億円
走行経費減少便益： 20億円
交通事故減少便益：0.00億円
【主な根拠】
計画交通量：27,700台

一般国道140号　三
富道路
山梨県

【内訳】
走行時間短縮便益：69億円
走行経費減少便益：1.1億円
交通事故減少便益：0.00億円
【主な根拠】
計画交通量　：　4,000台

一般国道152号　和
田バイパス
長野県

【内訳】
走行時間短縮便益：78億円
走行経費減少便益：16億円
交通事故減少便益：-0.01億円
【主な根拠】
計画交通量：2700台

一般国道293号　常
陸太田東バイパス
茨城県

【内訳】
走行時間短縮便益：293億円
走行経費減少便益： 1.4億円
交通事故減少便益： 2.5億円
【主な根拠】
計画交通量：16,700台

一般国道354号　高
崎玉村バイパス
群馬県

【内訳】
走行時間短縮便益：841億円
走行経費減少便益：19億円
交通事故減少便益：0.00億円
【主な根拠】
計画交通量：21,300台

一般国道407号　日
高バイパス埼玉県

【内訳】
走行時間短縮便益：422億円
走行経費減少便益：-28億円
交通事故減少便益：-13億円
【主な根拠】
計画交通量：17,400台

一般国道134号　湘
南大橋
神奈川県

【内訳】
走行時間短縮便益：164億円
走行経費減少便益：33億円
交通事故減少便益：29億円
【主な根拠】
計画交通量：41,700台

一般国道463号　越
谷～浦和バイパス
さいたま市

【内訳】
走行時間短縮便益：184億円
走行経費減少便益：20億円
交通事故減少便益：2.6億円
【主な根拠】
計画交通量：38,700台/日

一般国道３５２号
松波拡幅
新潟県

【内訳】
走行時間短縮便益： 57億円
走行経費減少便益：4.4億円
交通事故減少便益：1.3億円
【主な根拠】
計画交通量：7,900台
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10年
継続中

120 603 202 3.0

・渋滞損失時間約34万人・時
間/年の改善が見込まれる。
・主要観光施設（国営越後丘
陵公園）へのアクセスが向上
する（長岡駅～国営越後丘陵
公園26分⇒18分）。

継続
道路局

国道・防災課
課長　下保修

再々評価 47 66 51 1.3

・第2次医療施設（厚生連け
いなん総合病院）へのアクセ
スが向上（長沢地区～けいな
ん総合病院31分⇒23分）。
・落石危険箇所による通行規
制の解消に資する。
・大型車のすれ違い困難箇所
の解消により、交通の円滑化
を図る。

継続
道路局

国道・防災課
課長　下保修

再々評価 94 334 112 3.0

・落石・岩石危険箇所の解消
に資する。
・幅員狭小区間の改善によ
り、大型車通行規制が解消さ
れる。

継続
道路局

国道・防災課
課長　下保修

再々評価 40 72 55 1.3
・幅員狭小区間の改善によ
り、交通の円滑化を図る。

継続
道路局

国道・防災課
課長　下保修

再々評価 49 59 49 1.2

・沿道集落における唯一のﾗｲ
ﾌﾗｲﾝであるほか、岐阜県及び
南砺市利賀村との連携を強化
する。
・国道471号（利賀村）の災
害や交通事故による通行止め
に伴うﾘﾀﾞﾝﾀﾞﾝｼｰ機能を発現
するほか、緊急物資輸送路の
強化を図る。
・近隣へのﾙｰﾄが少ないほ
か、大型車のすれ違いが困難
な区間を解消して交通の円滑
化を図る。

継続
道路局

国道・防災課
課長　下保修

再々評価 33 1,044 730 1.4

・新潟・福島県境の交通不能
区間の解消および、大型車の
すれ違い困難箇所の解消によ
り、交通の円滑化を図る。
・隣接する日常活動圏中心都
市へのアクセス性が向上する
（福島県只見町役場～新潟県
三条市役所 129分⇒72分）。

継続
道路局

国道・防災課
課長　下保修

再々評価 85 370 164 2.3

・西蒲区福井地域が第２次医
療施設（白根健生病院）まで
の所用時間が，６分の短縮が
見込まれる。
・西蒲区中心部のすれ違い困
難な隘路を解消し、交通の円
滑化を図る

継続
道路局

国道・防災課
課長　下保修

10年
継続中

93 169 111 1.5

・郡上市八幡町那比地区が第
3次医療施設（中濃厚生病
院）60分圏域に入る。
・タラガ峠の事前通行規制及
び冬期閉鎖区間の解消に資す
る。
・タラガ峠の災害や交通事故
による通行止めに伴う迂回移
動が回避される。
・現道のすれ違い困難な隘路
を解消し、交通の円滑化を図
る。

継続
道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

10年
継続中

143 719 148 4.9

・現道部における渋滞損失時
間約59.1万人・時間/年の改
善が見込まれる。
・現道における混雑時旅行速
度の改善が期待される
（15km/h⇒29km/h）

継続

道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

地域高規格道路
一般国道４０４号
長岡東西道路
新潟県

【内訳】
走行時間短縮便益：535億円
走行経費減少便益： 51億円
交通事故減少便益： 17億円
【主な根拠】
計画交通量：17,000台

一般国道292号
猿橋拡幅
新潟県

【内訳】
走行時間短縮便益：  64億円
走行経費減少便益： 2.3億円
交通事故減少便益：0.09億円
【主な根拠】
計画交通量：2,000台

一般国道３４５号
芦谷拡幅
新潟県

【内訳】
走行時間短縮便益：271億円
走行経費減少便益： 57億円
交通事故減少便益：5.7億円
【主な根拠】
計画交通量：5,600台

一般国道405号
高士拡幅
新潟県

【内訳】
走行時間短縮便益：  71億円
走行経費減少便益 ：1.4億円
交通事故減少便益：0.00億円
【主な根拠】
計画交通量：3,900台

一般国道472号
正間～茗ヶ島道路
富山県

【内訳】
走行時間短縮便益：57億円
走行経費減少便益：1.5億円
交通事故減少便益：0.00億円
【主な根拠】
計画交通量：1,200台

一般国道２８９号
大江道路
新潟県

【内訳】
走行時間短縮便益：980億円
走行経費減少便益： 62億円
交通事故減少便益：1.5億円
【主な根拠】
計画交通量：1,800台

一般国道460号
巻南バイパス
新潟市

【内訳】
走行時間短縮便益：319億円
走行経費減少便益：32億円
交通事故減少便益：18億円
【主な根拠】
計画交通量：8,500台

一般国道256号
タラガバイパス
岐阜県

【内訳】
走行時間短縮便益：125億円
走行経費減少便益：42億円
交通事故減少便益：2.1億円
【主な根拠】
計画交通量：800台

一般国道248号
豊田南拡幅
愛知県

【内訳】
走行時間短縮便益：692億円
走行経費減少便益：22億円
交通事故減少便益：4.2億円
【主な根拠】
計画交通量：40,400台
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再々評価 95 260 108 2.4

・八百津町潮南地区が第3次
医療施設（中濃厚生病院）60
分圏域に入る。
・八百津町南戸～恵那市飯地
町の不通区間の解消に資す
る。
・八百津町南戸地内の事前通
行規制区間の解消に資する。
・現道のすれ違い困難な隘路
を解消し、交通の円滑化を図
る。

継続

道路局国道防災課
（課長：
 下保　修）

10年
継続中

145 189 140 1.4

・日常活動圏の中心都市への
アクセス向上に資する。（大
淀町～橿原市40分⇔32分な
ど）
・現道部（国道169号）にお
ける渋滞損失時間約12万人・
時間/年の改善が見込まれ
る。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

10年
継続中

160 194 146 1.3

・主要渋滞ポイント、事故危
険箇所である被服団地前交差
点の渋滞解消、事故多発の解
消が見込まれる

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

10年
継続中

63 110 72 1.5

・新宮市南磐盾～新宮市・田
辺市境界の事前通行規制区間
（L=30.7km、連続雨量
200mm）の解消に資する。
・新宮市南檜杖地内の越路隧
道（現道）のすれ違い困難な
隘路を解消し、交通の円滑化
を図る。

見直し継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

再々評価 148 398 192 2.1

・大野市域が第3次医療施設
（福井県立病院）が40分圏域
にはいる。
・現道部における渋滞損失時
間約24.5万人・時間/年（県
上位２割以上）の改善が見込
まれる。
・福井市小和清水、同市境寺
町の事前通行規制区間の解消
に資する。
・福井市と旧美山町の合併支
援道路であり、地域間連携に
資する。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

10年
継続中

93 164 100 1.6

・現道部における渋滞損失時
間約44万人・時間／年（県平
均の2.2倍）の改善が見込ま
れる。
・主要な観光地（大山隠岐国
立公園、県立フラワーパーク
「とっとり花回廊」）へのア
クセス向上に資する。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

10年
継続中

67 231 77 3.0
・年間渋滞損失時間の削減
・井原市、福山市間のアクセ
ス向上

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

10年
継続中

68 109 69 1.6

・江能倉橋島半島振興地域の
地域連携。
・バス路線の利便性の向上。
・主要な観光地（海上自衛隊
第一術科学校）へのアクセス
向上。
・第１次緊急輸送道路ネット
ワークの確保。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

10年
継続中

38 147 49 3.0

・緊急輸送道路の確保。
・バイパス沿線開発の促進。
・地域産業の振興。
・都市部と中山間地域の連
携。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

一般国道418号
丸山バイパス
岐阜県

【内訳】
走行時間短縮便益：154億円
走行経費減少便益：104億円
交通事故減少便益：1.4億円
【主な根拠】
計画交通量：4,000台

一般国道169号　高
取バイパス
奈良県

【内訳】
走行時間短縮便益：156億円
走行経費減少便益：28億円
交通事故減少便益：5.2億円
【主な根拠】
計画交通量：14,900～15,800台

一般国道170号  西
石切立体交差
大阪府

【内訳】
走行時間短縮便益：186億円
走行経費減少便益：4.4億円
交通事故減少便益：3.7億円

【主な根拠】
計画交通量：37,500台

地域高規格道路
一般国道168号　越
路道路
和歌山県

【内訳】
走行時間短縮便益：113億円
走行経費減少便益：-2.7億円
交通事故減少便益：-0.53億円
【主な根拠】
計画交通量：11,600台

一般国道158号
奈良瀬～境寺バイパ
ス
福井県

【内訳】
走行時間短縮便益：381億円
走行経費減少便益：13億円
交通事故減少便益：4.0億円
【主な根拠】
計画交通量：9,000台

一般国道号181号
岸本バイパス
鳥取県

【内訳】
走行時間短縮便益：162億円
走行経費減少便益：0.53億円
交通事故減少便益：1.9億円
【主な根拠】
計画交通量：8,100台

一般国道313号
井原拡幅
岡山県

【内訳】
走行時間短縮便益：226億円
走行経費減少便益：0.21億円
交通事故減少便益：4.7億円
【主な根拠】
計画交通量：20,300台

一般国道487号
小用バイパス
広島県

【内訳】
走行時間短縮便益：100億円
走行経費減少便益：8.5億円
交通事故減少便益：0.94億円
【主な根拠】
計画交通量：5,800～3,700台

一般国道376号
須々万バイパス
山口県

【内訳】
走行時間短縮便益：140億円
走行経費減少便益：5.5億円
交通事故減少便益：2.0億円
【主な根拠】
計画交通量：10,500台
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再々評価 140 163 151 1.1
・年間渋滞損失時間の削減
・美作市、津山間のアクセス
向上

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

再々評価 44 116 56 2.1

・江能倉橋島半島振興地域の
地域連携。
・バス路線の利便性の向上。
・第１次緊急輸送道路ネット
ワークの確保。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

再々評価 119 281 155 1.8

・渋滞の緩和。
・高規格幹線道路へのアクセ
ス性の向上。
・バイパス沿線開発の促進。
・地域産業・観光産業の振
興。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

再々評価 175 589 216 2.7

・渋滞の緩和。
・高規格幹線道路へのアクセ
ス性の向上。
・バイパス沿線開発の促進。
・地域産業・観光産業の振
興。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

再々評価 26 72 34 2.1

・渋滞の緩和。
・高規格幹線道路へのアクセ
ス性の向上。
・バイパス沿線開発の促進。
・地域産業・観光産業の振
興。

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

再々評価 204 196 179 1.1

・三次医療施設（島根県立中
央病院等）へのアクセス向上
が見込まれる
・第1次緊急輸送道路ネット
ワークに位置付けられてお
り、大規模災害時の緊急輸送
確保が図られる

継続

道路局国道・防災
課

（課長　下保
修）

10年
継続中

69 75 72 1.0

・俵津地区のすれ違い困難な
隘路を解消し、交通の円滑化
を図る。
・宇和島地域と八幡浜地域を
結ぶ連絡道路として、高速道
路及び国道56号の代替道路と
しての役割が確保される。
・現道は落石危険箇所となっ
ており、それらの解消によ
り、歩行者、通行車輌の安全
が図られる。
・工区内にある2級河川東川
の豪雨時の水防活動及び台風
の波浪時、南海地震における
津波からの避難経路の整備等
の防災対策が確保される。
・緊急輸送道路ネットワーク
に位置付けられており、道路
の防災対策・危機管理の充実
が図られる。

継続
道路局国道・防災
課（課長　下保
修）

再々
評価

200 460 244 1.9

・現道部における渋滞損失時
間約244万人・時間/年の改善
が見込まれる。
・三次医療施設（高知医療セ
ンター）へのアクセス向上が
見込まれる。
・日常活動圏の中心都市（南
国市，香美市→高知市）への
アクセス向上が見込まれる。

継続
道路局国道・防災
課（課長　下保
修）

その他 174 942 253 3.7

・現道部における渋滞損失時
間約396万人・時間/年の改善
が見込まれる。
・三次医療施設（高知医療セ
ンター）へのアクセス向上が
見込まれる。
・日常活動圏の中心都市（南
国市，香美市→高知市）への
アクセス向上が見込まれる。

継続
道路局国道・防災
課（課長　下保
修）

地域高規格道路
一般国道374号
湯郷勝央道路
岡山県

【内訳】
走行時間短縮便益：128億円
走行経費減少便益：16億円
交通事故減少便益：19億円
【主な根拠】
計画交通量：10,700台

一般国道487号
藤脇バイパス
広島県

【内訳】
走行時間短縮便益：112億円
走行経費減少便益：2.4億円
交通事故減少便益：0.77億円
【主な根拠】
計画交通量：7,500台

一般国道262号
萩バイパス
山口県

【内訳】
走行時間短縮便益：227億円
走行経費減少便益：50億円
交通事故減少便益：4.2億円
【主な根拠】
計画交通量：19,400台

一般国道490号
宇部拡幅
山口県

【内訳】
走行時間短縮便益：505億円
走行経費減少便益：62億円
交通事故減少便益：22億円
【主な根拠】
計画交通量：28,300台

一般国道491号
上小月バイパス
山口県

【内訳】
走行時間短縮便益：63億円
走行経費減少便益：4.2億円
交通事故減少便益：4.5億円
【主な根拠】
計画交通量：16,000台

地域高規格道路
一般国道431号
東林木バイパス
島根県

【内訳】
走行時間短縮便益：163億円
走行経費減少便益：25億円
交通事故減少便益：8.5億円
【主な根拠】
計画交通量：21,900～22,700台

一般国道378号　俵
津バイパス
愛媛県

【内訳】
走行時間短縮便益：69億円
走行経費減少便益：5.2億円
交通事故減少便益：0.80億円
【主な根拠】
計画交通量：3,400台

一般国道195号　高
知バイパス
高知県

【内訳】
走行時間短縮便益：435億円
走行経費減少便益： 15億円
交通事故減少便益：  9.6億円
【主な根拠】
計画交通量：21,400～22,100台

一般国道195号　南
国バイパス
高知県

【内訳】
走行時間短縮便益：888億円
走行経費減少便益： 45億円
交通事故減少便益：  9.4億円
【主な根拠】
計画交通量：15,200～25,700台
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10年
継続中

96 87 76 1.1

・四万十町井津井谷～四万十
市住次郎の事前通行規制区間
の解消に資する。
・四万十町井津井谷～四万十
市住次郎地区の普通車のすれ
違い困難な隘路を解消し、交
通の円滑化を図る。

継続
道路局国道・防災
課（課長　下保
修）

10年
継続中

80 137 89 1.5

・福岡県新渋滞対策計画にお
いて、主要渋滞ポイントに位
置づけられている。
（片島200号ﾊﾞｲﾊﾟｽ交差点）
・現道部における渋滞損失時
間約17.2万人･時間/年の改善
が見込まれる。
・中心市街地で行う事業であ
り、立体化により渋滞解消が
図られる。
・第1次緊急輸送道路に位置
づけられている。

継続
道路局

国道･防災課
(課長下保修)

10年
継続中

76 256 98 2.6

・周辺に響灘臨海開発や、北
九州学術研究都市整備事業が
進捗しており、これらの拠点
開発を支援する道路となる。
・現況２車線でカーブ区間が
多く見通しが悪い道路を４車
線の安全な道路となる。

継続
道路局

国道･防災課
(課長下保修)

10年
継続中

34 66 33 2.0

・踏切の解消による渋滞の解
消及び交通安全の確保。
・通学路指定されており、小
学校や中学校への通学時の安
全を確保する。
・第１次緊急輸送道路に位置
づけられており、大規模災害
時に市町庁舎を結ぶ緊急輸送
動線確保を図る。
・隣接している主要な観光都
市である鹿島市の祐徳稲荷神
社（年間観光客数２６０万
人）等へのアクセス向上。

継続
道路局

国道･防災課
(課長下保修)

10年
継続中

25 58 30 1.9

・山鹿鹿本地域からの阿蘇く
まもと空港（第2種空港）へ
のアクセスの向上に資する
・平成23年春全線開通予定の
九州新幹線新玉名駅への菊池
地域からのアクセスの向上に
資する
・台橋における幅員狭小、耐
荷重不足、耐震性能不足及び
歩道未整備などを解消し、交
通の円滑化を図る
・国際物流基幹ネットワーク
通行支障箇所が解消される
・緊急輸送道路（第1次）に
位置付けらており、大規模災
害時の緊急輸送確保に資する

継続
道路局

国道･防災課
(課長下保修)

再々評価 121 268 143 1.9

・関連する道路事業と一体に
整備する必要がある。
（有明海沿岸道路）
（仮称：瀬高IC）
・現道部における渋滞損失時
間約6.1万人･時間/年の改善
が見込まれる。
・拠点開発プロジェクトを支
援する。
（満足シティー構想）
・主要な観光地へのアクセス
向上が期待される。
(堀割巡り35.9万人/年）
(御花23.1万人/年）
(北原白秋記念館8.2万人/
年）

継続
道路局

国道･防災課
(課長下保修)

再々評価 78 133 105 1.3

・事業箇所周辺で主体となっ
ている農林業の農林産品の輸
送路となっており、流通利便
性向上に資する
・八代市泉町葉木～樅木地区
の事前通行規制区間の短縮に
資する
・葉木～樅木地区の線形不良
及びすれ違い困難な隘路を解
消し、交通の円滑化を図る
・緊急輸送道路（第2次）に
位置付けらており、大規模災
害時の緊急輸送確保に資する
・平成8年度防災点検要対策
箇所の対策実施により、防災
性向上に資する
・事業箇所周辺地域の第2次
医療施設へのアクセス向上

見直し
継続

道路局
国道･防災課
(課長下保修)

一般国道439号　杓
子バイパス第二工区
高知県

【内訳】
走行時間短縮便益：80億円
走行経費減少便益： 6.3億円
交通事故減少便益： 0.90億円
【主な根拠】
計画交通量：1,300台

一般国道２００号
片島交差点
福岡県

【内訳】
走行時間短縮便益：116億円
走行経費減少便益： 16億円
交通事故減少便益：4.4億円
【主な根拠】
計画交通量：46,000台/日

一般国道４９５号
竹並バイパス
北九州市

【内訳】
走行時間短縮便益：205億円
走行経費減少便益： 24億円
交通事故減少便益： 28億円
【主な根拠】
計画交通量：24,700台

一般国道２０７号
原田跨線橋
佐賀県

【内訳】
走行時間短縮便益：63億円
走行経費減少便益： 1.7億円
交通事故減少便益： 0.68億円
【主な根拠】
計画交通量：12,000～15,100台/
日

一般国道３２５号
台拡幅
熊本県

【内訳】
走行時間短縮便益：56億円
走行経費減少便益：0.57億円
交通事故減少便益：1.3億円
【主な根拠】
計画交通量：23,100台

一般国道４４３号
三橋瀬高バイパス
福岡県

【内訳】
走行時間短縮便益：261億円
走行経費減少便益：4.7億円
交通事故減少便益：2.4億円
【主な根拠】
計画交通量：17,200台/日

一般国道４４５号
五家荘バイパス
熊本県

【内訳】
走行時間短縮便益：128億円
走行経費減少便益：4.4億円
交通事故減少便益：0.08億円
【主な根拠】
計画交通量：900台
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再々評価 160 159 153 1.0

・佐伯市中心部へのへのアク
セスの向上に資する（旧蒲江
町中心部～佐伯市中心部⇒16
分短縮）
・現道部における死傷事故率
75件/億台ｷﾛ（県平均の1.2
倍）の改善が見込まれる。
・計画区間内にある小学校
（3校）や中学校への通学時
の安全が確保される。
・楠本、竹野浦地区のすれ違
いが困難な箇所や線形不良箇
所などの隘路を解消し、交通
の円滑化を図る
・災害時（防災点検要対策箇
所3箇所）の通行規制の解消
が図られる。

継続
道路局

国道･防災課
(課長下保修)

再々評価 93 133 116 1.1

・バス路線であり，利便性の
向上が期待できる。
・野間池漁港から鹿児島市街
地へのアクセス向上が図ら
れ，水産品の流通の利便性の
向上が見込まれる。
・高崎山地区のすれ違い困難
な隘路を解消し，交通の円滑
化を図る。
・坊野間池県立公園へのアク
セスの向上に資する。
・防災点検要対策箇所1箇所
の解消に資する。
・交通途絶予想箇所指定区間
の解消に資する。

継続
道路局

国道･防災課
(課長下保修)

再々評価 99 133 122 1.1

・バス路線であり，利便性の
向上が期待できる。
・坊ノ津地域から鹿児島市街
地へのアクセス向上が図ら
れ，水産品の流通の利便性の
向上が見込まれる。
・泊地区のすれ違い困難な隘
路を解消し，交通の円滑化を
図る。
・防災点検要対策箇所2箇所
の解消に資する。

継続
道路局

国道･防災課
(課長下保修)

再々評価 76 100 95 1.1

・バス路線であり，利便性の
向上が期待できる。
・内之浦地区からJA内之浦集
荷場･内之浦漁協へのアクセ
ス向上が図られ，水産品の流
通の利便性の向上が見込まれ
る。
・すれ違い困難な隘路を解消
し，交通の円滑化を図る。
・内之浦宇宙空間観測所への
アクセスの向上に資する。

継続
道路局

国道･防災課
(課長下保修)

再々評価 100 135 127 1.1

・現道等に、当該路線の整備
により利便性の向上が期待で
きるバス路線が存在。
・現道等の異常気象時通行規
制区間を解消する。

継続

道路局
国道・防災課
（課長　下保
修）

再々評価 396 2,394 495 4.8

・現道等に、当該路線の整備
により利便性の向上が期待で
きるバス路線が存在。
・観光地へのアクセス向上
（平和祈念公園、玉泉洞他）
・第２次緊急輸送道路ネット
ワークとして位置付け。

継続

道路局
国道・防災課
（課長　下保
修）

10年
継続中

77 159 80 2.0

・三次医療施設である市立釧
路総合病院への釧路市以東地
域からの搬送時間の短縮（8
分）による救急医療活動の支
援

継続
北海道開発局
建設部地方整備課
（課長 渋谷　元）

10年
継続中

380 1,657 438 3.8

・甲府市内に集中する交通の
分散導入や通過交通を迂回さ
せるバイパスの役割を果た
し、都市圏の均衡ある発展を
促進する。

継続

道路局地方道・環
境課
（課長　徳山　日
出男）

一般国道３８８号
畑の浦～楠本バイパ
ス
大分県

【内訳】
走行時間短縮便益：149億円
走行経費減少便益：  8.9億円
交通事故減少便益：  0.69億円
【主な根拠】
計画交通量 ：2,800台

一般国道２２６号
笠沙道路
鹿児島県

【内訳】
走行時間短縮便益：128億円
走行経費減少便益：4.5億円
交通事故減少便益：0.50億円
【主な根拠】
計画交通量：2,400台

一般国道２２６号
坊ノ津道路
鹿児島県

【内訳】
走行時間短縮便益：129億円
走行経費減少便益：3.1億円
交通事故減少便益：0.12億円
【主な根拠】
計画交通量：1,800台

一般国道４４８号
内之浦道路
鹿児島県

【内訳】
走行時間短縮便益：96億円
走行経費減少便益：3.5億円
交通事故減少便益：0.32億円
【主な根拠】
計画交通量：3,900台

一般国道331号　二
見バイパス　　　沖
縄県

【内訳】
走行時間短縮便益：126億円
走行経費減少便益：7.0億円
交通事故減少便益：2.0億円
【主な根拠】
計画交通量：4,900台

一般国道507号　津
嘉山バイパス  沖縄
県

【内訳】
走行時間短縮便益：2,277億円
走行経費減少便益：   91億円
交通事故減少便益：   26億円
【主な根拠】
計画交通量：40,500台

主要地方道　釧路環
状線
北海道

【内訳】
走行時間短縮便益：136億円
走行経費減少便益：13億円
交通事故減少便益：10億円
【主な根拠】
計画交通量：6,000～7,000台/日

地域高規格道路　新
山梨環状道路
主要地方道　韮崎南
アルプス中央線
　田富・玉穂工区
山梨県

【内訳】
走行時間短縮便益：1494億円
走行経費減少便益：108億円
交通事故減少便益：55億円
【主な根拠】
計画交通量：33100台/日
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10年
継続中

601
(2車)

664 615 1.1

・３次救急医療施設として開
院する県立加古川病院へのア
クセス向上が見込まれ、救急
医療活動を支援。

継続

道路局地方道・環
境課
（課長　徳山　日
出男）

10年
継続中

200 478 181 2.6

・日常活動圏の中心都市への
アクセス向上、岡山空港（第
三種空港）へのアクセス向上
が見込まれ、地域産業・経済
の活性化を支援する。

継続

道路局地方道・環
境課
（課長　徳山　日
出男）

10年
継続中

47 151 52 2.9

・３次医療施設（川崎医科大
学付属病院高度救命救急セン
ター）へのアクセス向上によ
る救急医療活動の支援。
・主要な観光地（倉敷）への
アクセス向上が見込まれるな
ど、観光振興に資する。
・大型車のすれ違い困難区間
を解消する。

継続

中国地方整備局
道路部地域道路課
（課長　高橋　広
幸）

5年
未着工

25 65 22 2.9

・緊急輸送道路・避難路を形
成。
・既設橋梁架替えによる耐震
性能の向上。

継続
中国地方整備局道
路部地域道路課
高橋　広幸

再々評価 240 485 242 2.0

・踏切除去（観音寺第２踏
切）による踏切事故削減。
・信頼性のある第２次緊急輸
送路の確保。

継続

道路局地方道･環境
課
（課長　徳山　日
出男）

再々評価 80 384 109 3.5

・国際コンテナ航路の発着港
湾である詫間港へのアクセス
向上（多度津町→詫間港　25
→20分）による物流効率化。
・鉄道と立体交差したことに
より、安全で円滑な交通と鉄
道により分断されていた地域
の活性化を支援。
・信頼性の高い、緊急輸送道
路ネットワークの確保。

継続

道路局地方道･環境
課
（課長　徳山　日
出男）

10年
継続中

22 41 25 1.6

・対馬等中心部へのアクセス
の向上（国道382号まで11分
⇒4分など）による観光・産
業の活性化。
・道路狭小区間の解消によ
り、交通の円滑化を図る。

継続

九州地方整備局
道路部地域道路課
（課長　春田　義
信）

10年
継続中

14 16 15 1.1

・対馬等中心部へのアクセス
の向上（20分⇒14分など）に
よる観光・産業の活性化。
・すれ違い困難な隘路を解消
し、交通の円滑化を図る

継続

九州地方整備局
道路部地域道路課
（課長　春田　義
信）

10年
継続中

73 105 94 1.1

・歩道設置により、通学児童
等歩行者の安全が確保され
る。
・緊急車両等の円滑で安全な
走行が可能

継続

九州地方整備局
道路部地域道路課
（課長　春田　義
信）

地域高規格道路　東
播磨南北道路
主要地方道　加古川
小野線
兵庫県

【内訳】
走行時間短縮便益：612億円
走行経費減少便益： 43億円
交通事故減少便益：  9.4億円
【主な根拠】
計画交通量：33,100台/日(4/4)
　　　　　　12,900台/日(2/4)

地域高規格道路　美
作岡山道路
主要地方道　佐伯長
船線
　熊山IC ～瀬戸JCT
岡山県

 走行時間短縮便益: 381億円
 走行経費減少便益:  67億円
 交通事故減少便益:  30億円
【主な根拠】
計画交通量：12,900台/日

一般県道　倉敷総社
線
岡山県

【内訳】
 走行時間短縮便益: 142億円
 走行経費減少便益:  8.9億円
 交通事故減少便益:0.66億円
【主な根拠】
計画交通量：4,100台/日

一般県道　中ノ関港
線
　植松～大崎
山口県

【内訳】
走行時間短縮便益： 53億円
走行経費減少便益：9.5億円
交通事故減少便益：2.2億円
【主な根拠】
計画交通量：6,300台/日

地域高規格道路　徳
島環状道路
主要地方道　徳島環
状線
　国府工区
徳島県

【内訳】
走行時間短縮便益：387億円
走行経費減少便益：75億円
交通事故減少便益：23億円
【主な根拠】
計画交通量：20,100台/日(自専
部)
計画交通量： 6,200台/日(一般
部)

主要地方道　丸亀詫
間豊浜線
　三野・詫間工区
香川県

【内訳】
走行時間短縮便益：373億円
走行経費減少便益：6.1億円
交通事故減少便益：4.5億円
【主な根拠】
計画交通量：17,200台/日

市道　佐保田線
長崎県対馬市

【内訳】
走行時間短縮便益：39億円
走行経費減少便益：1.9億円
交通事故減少便益：0.25億円
【主な根拠】
計画交通量：1,000台/日

市道　尾浦線
長崎県対馬市

【内訳】
走行時間短縮便益：16億円
走行経費減少便益：0.38億円
交通事故減少便益：0.01億円
【主な根拠】
計画交通量：500台/日

主要地方道　西之表
南種子線
鹿児島県

【内訳】
走行時間短縮便益：101億円
走行経費減少便益：3.8億円
交通事故減少便益：0.26億円
【主な根拠】
計画交通量：1,000台/日
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10年
継続中

21 26 25 1.0

・奄美市北部において笠利地
区から総合支所等のある赤木
名地区への時間短縮（７分）
及び安全な走行が確保され、
地域間の交流を促進する。
・農林水産物の流通の効率化
を支援。

継続

九州地方整備局
道路部地域道路課
（課長　春田　義
信）

10年
継続中

183 576 194 3.0

・当該道路の整備により、生
活道路への通過交通の流入を
抑制し交通安全に寄与する.
・豊見城地先開発事業を支援
することで経済波及効果が期
待できる。
・沿線に文教施設、大型病院
あるため、歩道のバリアフ
リー化により安全・快適な歩
行空間を形成する。

継続

内閣府
沖縄総合事務局
開発建設部道路建
設課
（課長　金城
博）

10年
継続中

17 18 18 1.0

・大型車のすれ違いが困難な
隘路区間を解消し、交通の円
滑化を図る。
・通勤通学路であり、歩道の
整備等により安全・快適な歩
行空間を形成する。

継続

内閣府
沖縄総合事務局
開発建設部道路建
設課
（課長　金城
博）

10年
継続中

2,403 8,297 3,169 2.6

・福岡都市圏における円滑
な交通確保が見込まれる。
・第三次医療施設（福岡大
学病院）へのアクセス向上
が見込まれる。
・福岡都市圏において高規
格幹線道路と連携した放射
環状型の自動車専用道路網
を形成し、地域間の連携強
化が図られる。

継続
道路局

有料道路課
（課長　廣瀨輝）

10年継続
中

32 243 35 7.0

・現道等における旅行速度の
改善が期待される。
・現道等における大型車のす
れ違い困難区間を解消する。
・主要な観光地へのアクセス
向上が見込まれる。

継続

北海道開発局都市
住宅課

（課長　小田島
聖）

再々評価 58 248 61 4.1

・広域道路整備基本計画に位
置づけのある環状道路を形成
する。
・三次医療施設へのアクセス
向上が見込まれる。
・緊急輸送道路ネットワーク
計画に位置づけがある。

継続

北海道開発局都市
住宅課

（課長　小田島
聖）

市道　赤木名笠利線
(奄美市)
鹿児島県

【内訳】
走行時間短縮便益：25億円
走行経費減少便益：0.75億円
交通事故減少便益：0.08億円
【主な根拠】
計画交通量：800台/日

一般県道　東風平豊
見城線
沖縄県

【内訳】
走行時間短縮便益：555億円
走行経費減少便益： 17億円
交通事故減少便益：4.6億円
【主な根拠】
計画交通量：23,800台/日

市道　阿波根潮平線
沖縄県糸満市

【内訳】
走行時間短縮便益：  18億円
走行経費減少便益：0.42億円
交通事故減少便益：0.02億円
【主な根拠】
計画交通量： 2,000台/日

都市計画道路
3.4.103本通富岡通
北海道

【内訳】
走行時間短縮便益：218億円
走行経費減少便益：19億円
交通事故減少便益：5.6億円
【主な根拠】
計画交通量：9,700台/日

都市計画道路
3.3.46弥生新道(１
工区)外１
北海道

【内訳】
走行時間短縮便益：176億円
走行経費減少便益：57億円
交通事故減少便益：15億円
【主な根拠】
計画交通量：27,100台/日

地域高規格道路
福岡市道　福岡高
速5号線

福岡北九州高速道
路公社

【内訳】
走行時間短縮便益：7,800億円
走行費用短縮便益：  363億円
交通事故減少便益：  134億円
【主な根拠】
計画交通量：19,300台～47,200
台
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再々評価 60 93 74 1.3

・特急停車駅へのアクセス向
上が見込まれる。
・中心市街地内で行う事業で
ある。
・緊急輸送道路ネットワーク
計画に位置づけのある路線で
ある。

継続

北海道開発局都市
住宅課

（課長　小田島
聖）

再々評価 56 110 62 1.8

・現道等における旅行速度の
改善が期待される。
・現道等における大型車のす
れ違い困難区間を解消する。
・通学路である狭小な歩道が
拡幅される。

継続

北海道開発局都市
住宅課

（課長　小田島
聖）

10年
継続中

57 149 66 2.3

・都市再生プロジェクトを支
援する事業である。
・交通バリアフリー法による
道路特定事業に該当し、ユニ
バーサル社会の実現に資する
事業である。

継続

北海道開発局都市
住宅課

（課長　小田島
聖）

再々評価 106 200 109 1.8

・駅周辺アクセス向上、主要
な物流拠点へのアクセス向
上、踏切除却による円滑な交
通の確保に資する。
・周辺開発計画との連携によ
り都市の再生に寄与する。
・アメリカ村計画の支援、周
辺観光地へのアクセス向上に
よる個性ある地域の形成に資
する。

継続
都市・地域整備局

街路課
（課長 松谷春

敏）

10年
継続中

153 529 172 3.1

・駅周辺のアクセス向上が見
込まれる。
・隣接する土地区画整理事業
との連携により駅周辺の活性
化が見込まれる。

継続

都市・地域整備局
街路課

（課長 松谷春
敏）

10年
継続中

36 91 36 2.5

・新幹線駅もしくは特急停車
駅へのアクセス向上が見込ま
れる。
・特別立法に基づく事業であ
る。

継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長　赤星　健
太郎）

都市計画道路
3.4.7本町大通外２
北海道

【内訳】
走行時間短縮便益：90億円
走行経費減少便益：2.4億円
交通事故減少便益：0.75億円
【主な根拠】
計画交通量：6,100台/日

都市計画道路
3.4.104本通中央通
函館市

【内訳】
走行時間短縮便益：105億円
走行経費減少便益：3.5億円
交通事故減少便益：2.1億円
【主な根拠】
計画交通量：7,400台/日

都市計画道路
3・4・8号北8条通
札幌市

【内訳】
走行時間短縮便益：145億円
走行経費減少便益：3.5億円
交通事故減少便益：0.00億円
【主な根拠】
計画交通量：25,100台/日

都市計画道路
中央町金矢線
青森県

【内訳】
走行時間短縮便益：172億円
走行経費減少便益：17億円
交通事故減少便益：11億円

【主な根拠】
計画交通量：8,300台/日

都市計画道路
十日町双葉町線
（幸町工区）
山形市

【内訳】
走行時間短縮便益：520億円
走行経費減少便益：10億円
交通事故減少便益：-1.2億円

【主な根拠】
計画交通量：13,900台/日

都市計画道路
中大野中河内線
（千波工区）
茨城県

【内訳】
走行時間短縮便益：90億円
走行経費減少便益：1.9億円
交通事故減少便益：-0.58億円
【主な根拠】
計画交通量：11,500台/日
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10年
継続中

61 396 60 6.6

・混雑時旅行速度が20km/h未
満である区間の旅行速度の改
善が期待される。
・鉄道や河川等により一体的
発展が阻害されている地区を
解消する。

継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長　赤星　健
太郎）

再々評価 503 1,246 584 2.1

・ボトルネック踏切２箇所を
含む合計１５箇所の踏切の除
却がされ交通改善が期待され
る。
・対象となる３駅周辺土地区
画整理事業による沿道まちづ
くりとの連携があり、総合的
なまちづくりが期待される。

継続

都市・地域整備局
街路課

（課長 松谷春
敏）

10年
継続中

38 54 36 1.5

・地区の交通拠点である保谷
駅を中心に生活圏の向上が図
れる。
・無電柱化の促進により景観
等の向上が図られる。

継続

都市・地域整備局
街路課

（課長 松谷春
敏）

10年
継続中

55 89 55 1.6

・立体交差事業と併せて駅前
広場・補助30号線を整備する
ことにより円滑な交通処理が
行なわれるとともにまちの活
性化が図られる。
・災害時の避難路及び延焼遮
断帯を形成し防災性の向上を
図られる。

継続

都市・地域整備局
街路課

（課長 松谷春
敏）

その他 26 105 31 3.4

・交差する小田急線の限度額
立体事業と共に整備する事に
より中心市街地の交通渋滞を
解消する。
・さがみ縦貫道路海老名北Ｉ
Ｃへの円滑なアクセスを確保
する。

継続
都市・地域整備局

街路課
（課長 松谷春

敏）

再々評価 1,470 1,439 1,241 1.2

・踏切の除却により混雑時旅
行速度が２０㎞／ｈ未満であ
る区間の旅行速度の改善が期
待される。
・踏切の除却により交通流の
円滑化及び交通渋滞等に起因
する騒音や大気汚染などの環
境改善が図られる。

継続

都市・地域整備局
街路課

（課長 松谷春
敏）

都市計画道路
中大野中河内線
（松ヶ丘工区）
水戸市

【内訳】
走行時間短縮便益：373億円
走行経費減少便益：19億円
交通事故減少便益：3.9億円
【主な根拠】
計画交通量：20,800台/日

ＪＲ南武線連続立体
交差事業
（稲田堤駅～府中本
町駅間）
東京都

【内訳】
移動時間短縮便益：1,198億円
走行経費減少便益：41億円
交通事故減少便益：6.9億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：248,900台時/
日

都市計画道路
保谷北荒屋敷線
西東京市

【内訳】
走行時間短縮便益：52億円
走行経費減少便益：2.1億円
交通事故減少便益：0.15億円
【主な根拠】
計画交通量：10,000台/日

都市計画道路
補助第３０号線
東京都品川区・目黒
区

【内訳】
　走行時間短縮便益：86億円
　走行経費減少便益：3.2億円
　交通事故減少便益：0.13億円
【主な根拠】
計画交通量：7,500台/日

都市計画道路
河原口勝瀬線
（限度額立体交差）
海老名市

【内訳】
走行時間短縮便益：104億円
走行経費減少便益：2.8億円
交通事故減少便益：-1.3億円
【主な根拠】
計画交通量：13,000台/日

京浜急行電鉄大師線
連続立体交差事業
（京急川崎駅～小島
新田駅間）
川崎市

【内訳】
移動時間短縮便益：1,355億円
走行経費減少便益：80億円
交通事故減少便益：4.1億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：393,900台時/
日
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再々評価 62 158 75 2.1

・混雑時旅行速度20km/h未満
の区間が改善される。
・竜王駅周辺整備事業（甲斐
市）を支援することで甲斐市
の拠点性を向上が図られる。

継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長　赤星　健
太郎）

10年
継続中

43 72 46 1.6

・長野市内の渋滞損失時間の
削減に大きく貢献する事業で
ある
・小学校の通学路の歩道が設
置され歩行者の安全性の向上
する

継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長　赤星　健
太郎）

10年
継続中

62 418 61 6.9

・小松大橋の大型車両化への
対応、耐震性の向上により安
全で安心な道路機能の確保。
・国土交通省が施行する梯川
改修事業との同時施行であ
り、治水安全性の向上に寄与
する。

継続

北陸地方整備局
都市・住宅整備課
（課長　細萱英
也）

再々
評価

157 302 196 1.5

・踏切が21箇所除却され、踏
切事故・交通渋滞の縮減が図
られる。
・鉄道による地域分断が解消
され、市街地の発展を促進さ
せる。

継続
都市・地域整備局

街路課
（課長 松谷春

敏）

10年
継続中

29 41 33 1.3

・特色あるまちづくりに資す
る事業である。
・無電柱化推進計画に位置づ
けがあり、快適な歩行空間が
創出される。

継続
都市・地域整備局

街路課
（課長 松谷春

敏）

10年
継続中

60 171 58 3.0

・混雑時旅行速度20㎞／h未
満である区間の旅行速度の大
幅な改善が図られる。
・区画整理等の沿道まちづく
りとの連携により、良好な市
街地環境の向上が図られる。

継続

中部地方整備局
都市整備課
（課長 中西　賢
也）

10年
継続中

336 379 292 1.3

・土地区画整理事業、市街地
再開発事業との連携により、
中心市街地の発展、駅の利便
性向上に寄与する。
・名鉄常滑線等の高架化によ
り太田川駅地区の一体的市街
地の形成に寄与する。

継続

都市・地域整備局
街路課

（課長 松谷春
敏）

再々評価 100 96 92 1.1

・鉄道部の通り抜けが出来な
いため、鉄道北側のみで運行
しているバス路線の利便性向
上が期待できる。
・鉄道により分断された都市
計画道路万場藤前線が開通す
ることにより地域分断の解消
が期待できる。

継続
都市・地域整備局

街路課
（課長 松谷春

敏）

再々評価 84 111 87 1.3

・土地区画整理事業との連携
により、駅周辺市街地の発
展、駅の利便性向上に寄与す
る。
・名鉄西尾線の高架化によ
り、碧海桜井駅周辺の一体的
市街地形成に寄与する。

継続

都市・地域整備局
街路課

（課長 松谷春
敏）

都市計画道路
田富町敷島線（立
体）
山梨県

【内訳】
走行時間短縮便益：141億円
走行経費減少便益：14億円
交通事故減少便益：3.5億円
【主な根拠】
計画交通量：11,000台/日

都市計画道路
丹波島村山線
長野県

【内訳】
走行時間短縮便益：63.2億円
走行経費減少便益：6.4億円
交通事故減少便益：2.0億円
【主な根拠】
計画交通量：25,400台/日

都市計画道路
根上小松線
石川県

【内訳】
走行時間短縮便益：367億円
走行経費減少便益：41億円
交通事故減少便益：9.6億円
【主な根拠】
計画交通量：12,100台/日

遠州鉄道鉄道線連続
立体交差事業
（助信駅～上島駅
間）
浜松市

【内訳】
移動時間短縮便益：294.6億円
走行経費減少便益：1.3億円
交通事故減少便益：6.3億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：124,500台時/
日

都市計画道路
瀬戸川プロムナード
線
愛知県

【内訳】
走行時間短縮便益：37億円
走行経費減少便益：1.1億円
交通事故減少便益：2.9億円
【主な根拠】
計画交通量：9,600台/日

都市計画道路
名古屋半田線
（東海・東浦工区）
愛知県

【内訳】
走行時間短縮便益：167億円
走行経費減少便益：4.4億円
交通事故減少便益：-0.19億円
【主な根拠】
計画交通量：9,600台/日

名古屋鉄道常滑線・
河和線
連続立体交差事業
（太田川駅付近）
愛知県

【内訳】
移動時間短縮便益：373億円
走行経費減少便益：9.3億円
交通事故減少便益：-3.2億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：87,600台時／
日

都市計画道路
万場藤前線
（長須賀架道橋）
名古屋市

【内訳】
走行時間短縮便益：87億円
走行経費減少便益：6.9億円
交通事故減少便益：2.5億円
【主な根拠】
計画交通量：9,700台/日

都市計画道路
３・３・３０号桜井
駅前線
安城市

【内訳】
走行時間短縮便益：111億円
走行経費減少便益：1.0億円
交通事故減少便益：-1.4億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：19,600台時/日
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再々評価 314 406 378 1.1

・踏切の除却により渋滞損失
時間の削減が見込まれる。
・区画整理事業と連携し、良
好なまちづくりが見込まれ
る。

継続
都市・地域整備局

街路課
（課長 松谷春

敏）

再々評価 110 196 68 2.9

・福井市中心市街地において
の交通循環の改善が図られ
る。
・足羽川の河川断面の確保に
よる洪水被害の防止に寄与す
る。
・福井駅周辺土地区画整理事
業や市街地再開発事業ととも
に駅周辺部を一体的に整備す
ることにより、中心市街地の
賑わいを取り戻し、都市機能
の一層の充実強化を図る。

継続

都市・地域整備局
街路課

（課長 松谷春
敏）

再々評価 32 79 43 1.8

・災害発生時の緊急輸送路、
避難路の確保による防災性が
向上する。
・十分な幅員が確保された歩
道による快適性が向上する。

継続

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長　松谷　春

敏）

再々評価 197 275 129 2.1

・鉄道高架化が完了後、踏
切が除却され踏切事故の解
消、踏切遮断時間が解消さ
れ交通渋滞の緩和が図られ
る。
・鉄道高架化することによ
り、市街地の分断が解消さ
れる。
・駅の高架化にあわせて、
駅前などの周辺の街づくり
を一体的に進めることによ
り、駅前広場や駅周辺の道

継続

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長　松谷　春

敏）

再々
評価

1,450 2,266 1,141 2.0

・ボトルネック踏切の除却が
見込まれ、道路交通の円滑化
が図られる。
・鉄道により一体的発展が阻
害されている地区を解消す
る。

継続

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長　松谷　春

敏）

再々
評価

93 212 119 1.8

・踏切除却によりバス利用者
の利便性向上が期待される
・鉄道により一体的発展が阻
害されている地区を解消する

継続

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長　松谷　春

敏）

再々評価 36 61 37 1.7

・対象区間が現在阪急御影駅
から連絡道路がない御影山手
団地への連絡道路となる。
・二次医療施設（甲南病院、
六甲病院）へのアクセス向上
が見込まれる。

継続

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長　松谷　春

敏）

再々評価 962 1,062 685 1.6

・ボトルネック踏切の除却に
よる交通環境改善が期待され
る。
・市街地再開発、区画整理等
の沿道まちづくりとの連携に
より、都市の核づくりの推進
が図られる。

継続

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長　松谷　春

敏）

ＪＲ山陰本線等
連続立体交差事業
（福知山駅付近）
京都府

【内訳】
移動時間短縮便益：316億円
走行経費減少便益： 85億円
交通事故減少便益：4.8億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：77,700台時/日

都市計画道路
福井縦貫線（幸橋）
福井県

【内訳】
走行時間短縮便益：182億円
走行経費減少便益：13億円
交通事故減少便益：1.2億円
【主な根拠】
計画交通量：36,100台/日

都市計画道路
高石北線
大阪府

【内訳】
走行時間短縮便益：74億円
走行経費減少便益：5億円
交通事故減少便益：-0.11億円
【主な根拠】
計画交通量：4,200台/日

大阪外環状線連続
立体交差事業
（仮称　柏田駅付
近）
大阪府

【内訳】
移動時間短縮便益：185億円
走行経費減少便益：90億円
交通事故減少便益：0.00億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：52,600台時/
日

阪急京都線･千里線
連続立体交差事業
(淡路駅付近)
大阪市

【内訳】
移動時間短縮便益：2,219億円
走行経費減少便益：   45億円
交通事故減少便益：  1.5億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：312,700台時/
日

大阪外環状線連続立
体交差事業
(東大阪市域界～加
美駅付近)
大阪市

【内訳】
移動時間短縮便益：  205億円
走行経費減少便益：  5.5億円
交通事故減少便益：  1.0億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：23,400台時/日

都市計画道路
御影山手線（深田
池）
神戸市

【内訳】
走行時間短縮便益：60億円
走行経費減少便益：0.61億円
交通事故減少便益：0.74億円
【主な根拠】
計画交通量：9,000台/日

広島市東部地区
連続立体交差事業
（海田市駅～向洋駅
付近）
広島県

【内訳】
移動時間短縮便益：1,016億円
走行経費減少便益：28億円
交通事故減少便益：18億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：340,800台時/
日
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再々評価 962 1,062 685 1.6

・踏切交通遮断量が10,000台
時／日以上の踏切14箇所を除
却により、渋滞の解消が図ら
れる。
・船越地区、青崎地区の地域
分断が解消され、良好な市街
地形成が図られる。

継続

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長　松谷　春

敏）

再々評価 600 955 570 1.7

・鉄道により分断されている
南北市街地の一体的発展と駅
周辺の交通混雑の解消が図ら
れる。
・周辺まちづくり事業と一体
となった都市基盤整備及び中
心市街地の機能が強化され
る。

継続

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長　松谷　春

敏）

再々評価 100 170 138 1.2

・中心市街地の活性化、都市
圏の交通円滑化の推進に寄与
する。
・鉄道により一体的発展が阻
害されている地区を解消す
る。

継続

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長　松谷　春

敏）

10年
継続中

28 31.38 29.58 1.1

・中心市街地の交通混雑が改
善される。
・通行車両及び歩行者の安全
が確保され周辺地域の発展が
図られる。

継続

九州地方整備局
都市・住宅整備課
（課長　福本　仁
志）

再々評価 359 522 412 1.3

・公共交通機関の利便性が向
上し、都市活動に資する。
・地域高規格道路として整備
され、地域ネットワークの都
市軸として機能する。
・おおいた国体の各会場の輸
送ルートとして大会を支援す
る。

継続

本省都市・地域整
備局街路課

（課長　松谷　春
敏）

10年
継続中

80 585 87 6.7

・踏切除去による安全性向上
が図られる。
・鉄道利用者の利便性向上が
図られる。
・市街地の一体化による地域
活性化が図られる。
・都市の拠点整備に資する。
・都市景観に配慮した地域の
シンボル的整備となる。

継続

本省　都市・地域
整備局　街路課
（課長　松谷春

敏）

10年
継続中

67 536 350 1.5

・現道等に、当該路線の整備
により利便性の向上が期待で
きるバス路線が存在する。
・特別立法（沖縄振興特別措
置法）に基づく事業である。
・三次医療施設（南部医療セ
ンター・こども医療セン
ター））へのアクセス向上が
見込まれる。

継続

沖縄総合事務局開
発建設部建設産
業・地方整備課
（課長　竹富信
也）

10年
継続中

95 526 109 4.8

・土地区画整理事業（那覇新
都心土地区画整理事業）と連
携しまちづくりに寄与する。
・特別立法（沖縄振興特別措
置法）に基づく事業である。
・対象区間が電線類無電柱化
５ヶ年計画（無電柱化推進計
画）に位置づけが有り、美し
い町並みの形成に寄与する。

継続

沖縄総合事務局開
発建設部建設産
業・地方整備課
（課長　竹富信
也）

再々評価 35 536 350 1.5

・現道等に、当該路線の整備
により利便性の向上が期待で
きるバス路線が存在する。
・特別立法（沖縄振興特別措
置法）に基づく事業である。
・三次医療施設（南部医療セ
ンター・こども医療セン
ター））へのアクセス向上が
見込まれる。

継続

沖縄総合事務局開
発建設部建設産
業・地方整備課
（課長　竹富信
也）

広島市東部地区
連続立体交差事業
（海田市駅～向洋駅
付近）
広島市

【内訳】
移動時間短縮便益：1,016億円
走行経費減少便益：28億円
交通事故減少便益：18億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：340,800台時/
日

ＪＲ山陽本線等連続
立体交差事業
（倉敷駅付近）
岡山県

【内訳】
移動時間短縮便益：924億円
走行経費減少便益：29億円
交通事故減少便益：2.4億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：141,000台時/
日

JR佐世保線連続立体
交差事業（武雄温泉
駅付近）
佐賀県

【内訳】
移動時間短縮便益：165億円
走行経費減少便益：3.7億円
交通事故減少便益：1.5億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：40,000台時/日

都市計画道路
厳原豆酘美津島線
長崎県

【内訳】
走行時間短縮便益：30.73億円
走行経費減少便益：0.65億円
交通事故減少便益：0.00億円
【主な根拠】
計画交通量：15，900台/日

地域高規格道路
大分中央幹線道路
都市計画道路
庄の原佐野線
大分県

【内訳】
走行時間短縮便益： 504億円
走行経費減少便益：  18億円
交通事故減少便益：0.16億円
【主な根拠】
計画交通量：20,300台/日

都市計画道路
真地久茂地線外１線
（真地工区）
沖縄県

【内訳】
走行時間短縮便益：515億円
走行経費減少便益：20億円
交通事故減少便益：1.3億円
【主な根拠】
計画交通量：22,200台/日

日豊本線連続立体交
差事業
（日向市駅付近）
宮崎県

【内訳】
移動時間短縮便益：342億円
走行経費減少便益：243億円
交通事故減少便益：0.00億円
【主な根拠】
踏切交通遮断量：49,100台時/日

都市計画道路
真地久茂地線外１線
（トンネル工区）
沖縄県

【内訳】
走行時間短縮便益：515億円
走行経費減少便益：20億円
交通事故減少便益：1.3億円
【主な根拠】
計画交通量：22,200台/日

都市計画道路
新都心牧志線外１線
沖縄県

【内訳】
走行時間短縮便益：482億円
走行経費減少便益：31億円
交通事故減少便益：13億円
【主な根拠】
計画交通量：40,200台/日
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10年
継続中

23 44 24 1.8

・現道等における大型車のす
れ違い困難区間を解消する。
・那覇市都市内幹線道路網整
備プログラムに位置づけられ
ている。

継続

沖縄総合事務局開
発建設部建設産
業・地方整備課
（課長　竹富信
也）

10年
継続中

77 96 82 1.2

・現道等に、当該路線の整備
により利便性の向上が期待で
きるバス路線が存在する。
・特別立法（沖縄振興特別措
置法）に基づく事業である。
・対象区間が電線類無電柱化
５ヶ年計画（無電柱化推進計
画）に位置づけが有り、美し
い町並みの形成に寄与する。

継続

沖縄総合事務局開
発建設部建設産
業・地方整備課
（課長　竹富信
也）

10年
継続中

51 99 65 1.5

・市街地の骨格を形成するほ
か、区画整理事業との連携に
より、良好な市街地の形成に
資する。

継続

沖縄総合事務局開
発建設部建設産
業・地方整備課
（課長　竹富信
也）

【土地区画整理事業】

10年
継続中

626 343 166 2.1

・物流の効率化の支援（仙
台塩釜港と仙台東部道路ま
でのアクセスが改善される
(6.2km→3.8km)）
・地域づくりの支援（商業
文化レクリエーション施設
等の大規模施設の大規模イ
ベント誘致を支援）
・良好な環境の保全・形成
（地区計画により宅地側の
良好な環境形成を図る）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（公園整備により
避難拠点が整備される）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 131 144 92 1.6

・中心市街地の活性化（街
区の再編、未利用地の入れ
替え・集約を行う）
・地域・都市の基盤の形成
（電線類の地中化）
・安全な生活環境の確保
（通学路等における幅員が
狭い歩道の解消）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消防活動困難地
区1.5haの解消）

継続

東北地方整備局
都市・住宅整備課
（課長 堂薗洋

昭）

10年
継続中

254 198 105 1.9

・都市圏の交通円滑化の推
進(広域都市圏道路ﾈｯﾄﾜｰｸ
整備による都市内交通問題
の緩和）
・良好な環境の保全・形成
（地区計画等による宅地側
の良好な環境の形成）
・土地区画整理事業効果
B/C＝1.1

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 114 158 49 3.3

・都市圏の交通円滑化の推
進（広域道路整備基本計画
に位置づけのある環状道
路）
・安全な生活環境の確保
（通学路等における幅員が
狭い歩道の解消）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消火活動が困難
な地区の解消）

継続

東北地方整備局
都市・住宅整備課
（課長 堂薗洋

昭）

都市計画道路
外廓線
名護市

【内訳】
走行時間短縮便益：81億円
走行経費減少便益：6.4億円
交通事故減少便益：11億円
【主な根拠】
計画交通量：5,400台/日

都市計画道路
石嶺福祉センター線
（１工区）
那覇市

【内訳】
走行時間短縮便益：48億円
走行経費減少便益：-1.0億円
交通事故減少便益：-2.7億円
【主な根拠】
計画交通量：13,300台/日

都市計画道路
県道１５３号線外１
線
沖縄県

【内訳】
走行時間短縮便益：95億円
走行経費減少便益：1.2億円
交通事故減少便益：0.00億円
【主な根拠】
計画交通量：15,000台/日

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

仙台港背後地土地
区画整理事業
　仙台市・多賀城
市

【内訳】
走行時間短縮便益：309億円
走行費用減少便益： 35億円
交通事故減少便益：-0.7億円
【主な根拠】
計画交通量：54,500台/日

秋田駅西北地区土
地区画整理事業
　秋田市

【内訳】
走行時間短縮便益：140億円
走行費用減少便益：2.8億円
交通事故減少便益：0.5億円
【主な根拠】
計画交通量：58,831台/日

蔵王みはらしの丘
土地区画整理事業
　都市再生機構

【内訳】
走行時間短縮便益：193億円
走行費用短縮便益：5.5億円
交通事故減少便益：-0.55億円
【主な根拠】
計画交通量：7,500台/日

伊賀河原土地区画
整理事業
　郡山市

【内訳】
走行時間短縮便益：142億円
走行費用短縮便益：12億円
交通事故減少便益：4.0億円
【主な根拠】
計画交通量：14,588台/日
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再々評価 123 129 70 1.8

・都市圏交通の円滑化の推
進（バス停設置による公共
交通機関の利用促進）
・安全な生活環境の確保
（幅員が狭い歩道の解消）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消防活動困難地
区20.0haの解消）

継続

東北地方整備局
都市・住宅整備課
（課長 堂薗洋

昭）

再々評価 302 984 119 8.3

・中心市街地の活性化（低
未利用地17.5haの入れ替
え・集約を行う。）
・都市圏の交通円滑化の推
進（公共交通機関の利用の
促進に資する。）
・安全な生活環境の確保
(住居系の2車線以上の道路
で歩道等を車椅子が通行可
能にする)

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 173 183 110 1.6

・安全な生活環境の確保
（地区内の通学路で現況歩
道幅員無しの箇所が0m→
247mとなる）
・無電柱化による美しい町
並みの形成（都市計画道路
において新たに無電柱化の
箇所が0m→837mとなる）
・都市の再生（区画整理事
業の基盤整備と地区計画に
おける計画的なまちづくり
の推進（0ha→6.5ha））
・歩行者・自転車のための
生活空間の形成（交通バリ
アフリー法に基づく重点整
備地区における特定経路を
形成する区間が新たにバリ
アフリー化される（0m→
837m））

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

10年
継続中

222 124 70 1.8

・物流の効率化の支援（産
業通りの整備により宇都宮
工業団地から東北縦貫自動
車道へのアクセスが改善さ
れる。）
・安全な生活環境の確保
（地区内の通学路に2,171m
の歩道等が整備されること
で、安全な歩行空間が確保
される。）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（地区内に13.6ha
ある消防活動困難地区が解
消される。）

継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長 赤星健太
郎）

再々評価 224 365 70 5.2

・安全な生活環境の確保
（安全な歩行者空間の歩道
確保1200m→4948m）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消火活動が困難
な地区の解消）

継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長 赤星健太
郎）

再々評価 240 224 63 3.6

・中心市街地の活性化（中
心市街地へのアクセスの改
善、南北に分断された市街
地の一体化）
・都市圏の交通円滑化の促
進（公共交通機関の利用の
促進に資する）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消火活動困難地
区の解消）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

10年
継続中

148 170 59 2.9

・中心市街地の活性化（駐
車車両が走行の支障となっ
ている。道路拡幅と個店へ
の出入りをし易くすること
により、中心市街地の混雑
度の緩和を図る）
・安全な生活環境の確保
（歩道の整備により、歩行
者や車椅子の安全を確保す
る）
・良好な環境の保全・形成
（沿道まちづくりと連携
し、商業の振興と環境改善
を図る）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消火活動が困難
な地区の解消）

継続

関東地方整備局
都市整備課

(課長 赤星健太
郎）

富田東土地区画整
理事業
　富田東土地区画
整理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：127億円
走行費用短縮便益：1.5億円
交通事故減少便益：0.42億円
【主な根拠】
計画交通量：15,000台/日

仙台市富沢駅周辺
土地区画整理事業
　仙台市

【内訳】
走行時間短縮便益：964億円
走行費用短縮便益：21億円
交通事故減少便益：-0.7億円
【主な根拠】
計画交通量：62,885台/日

取手駅北土地区画
整理事業
　取手市

【内訳】
走行時間短縮便益：178億円
走行費用短縮便益：7.6億円
交通事故減少便益：-2.21億円
【主な根拠】
計画交通量：46,000台/日

宇都宮大学東南部
第１土地区画整理
事業
　宇都宮市

【内訳】
走行時間短縮便益：83億円
走行費用短縮便益：39億円
交通事故減少便益：2.2億円
【主な根拠】
計画交通量：16,027台/日

松並木区画整理事
業
　前橋市

【内訳】
走行時間短縮便益：292億円
走行費用減少便益：42億円
交通事故減少便益：31億円
【主な根拠】
計画交通量：30,100台/日

太田駅周辺土地区
画整理事業
　太田市

【内訳】
走行時間短縮便益：224億円
走行費用短縮便益：5.7億円
交通事故減少便益：-6.3億円
【主な根拠】
計画交通量：34,672台/日

沼田市中心市街地
土地区画整理事業
　沼田市

【内訳】
走行時間短縮便益：165億円
走行費用短縮便益：4.3億円
交通事故減少便益：0.70億円
【主な根拠】
計画交通量：16,000台/日
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10年
継続中

70 104 25 4.1

・都市圏の交通円滑化の推
進（公共交通機関の利用促
進に資する）
・安全な生活環境の確保
（歩道の整備により、歩行
者、自転車の安全を確保す
る）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消火活動が困難
な地区の解消）

継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長 赤星健太
郎）

再々評価 144 116 48 2.4

・中心市街地の活性化（市
中心拠点を形成するため、
商業・業務機能の集積を図
る。）
・都市圏の交通円滑化の推
進(広域道路整備基本計画
に位置付けのある環状道路
整備）
・安全な生活環境の確保
（住居系・商業系地区内の
２車線以上道路で、歩道等
を車椅子が通行できるよう
整備）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

10年
継続中

111 191 67 2.9

・道路の防災対策・危機管
理の充実（6m以上の道路が
ないため消火活動ができな
い地区が存在する。）
・地域・都市の基盤の形成
（大都市法に基づく重点供
給地域内の事業である。）

見直し継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長 赤星健太
郎）

再々評価 148 539 45 12.1

・都市圏の交通円滑化の推
進（公共交通機関の利用の
推進に資する）
・地域、都市の基盤の形成
（道路整備と一体となった
住宅宅地供給を実施する）
・防災上安全な市街地を形
成（幅員6ｍ以上の道路が
ないため消火活動ができな
い地区が存在する。）

継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長 赤星健太
郎）

再々評価 376 443 126 3.5

・地域・都市の基盤の形成
(鉄道新駅や道路整備とあ
わせて、秩序ある住宅地を
供給する)
・地域の競争条件確保のた
めの幹線道路網の構築(都
市間の高規格道路は早期に
整備する)
・中心市街地の活性化(中
心市街地に位置づけされて
おり、商業・業務施設の誘
導を図る。）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

10年
継続中

742 1,140 209 5.4

・地域・都市整備基盤の形
成（鉄道新線や新駅整備と
一体となった事業、大都市
法に基づく重点供給地域内
の事業、道路整備と一体と
なった住宅宅地供給１３８
ha）
・良好な環境の保全・形成
（地区計画による宅地側の
良好な環境の形成）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

10年
継続中

298 105 55 1.9

・地域・都市整備基盤の形
成（鉄道新線整備と一体と
なった事業、大都市法に基
づく重点供給地域内の事
業、道路整備と一体となっ
た住宅宅地供給４９ha）
・道路の防災対策・危機管
理の充実(第３次地震防災
緊急事業５箇年計画に避難
路として位置づけ）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

10年
継続中

344 186 78 2.4

・防災上安全な市街地を形
成（消防活動困難地区の解
消、公園整備による災害拠
点施設の確保）
・活力ある地域の実現、生
活利便性の向上（地区内へ
の商業施設等の誘致）
・良好な生活環境の向上
（公園整備、下水道整備等
による地域住民の生活環境
の向上）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

鶉土地区画整理事
業
　邑楽町

【内訳】
走行時間短縮便益：104億円
走行費用短縮便益：1.5億円
交通事故減少便益：-1.6億円
【主な根拠】
計画交通量：25,125台/日

入間市駅北口土地
区画整理事業
　入間市

【内訳】
走行時間短縮便益：110億円
走行費用短縮便益：5.0億円
交通事故減少便益：0.65億円
【主な根拠】
計画交通量：18,000台/日

中央第一土地区画
整理事業
　蕨市

【内訳】
走行時間短縮便益：184億円
走行経費減少便益：6.3億円
交通事故減少便益：0.71億円
【計画交通量】
計画交通量：8,500台

戸塚東部特定土地
区画整理事業
　川口市戸塚東部
特定土地区画整理
組合

【内訳】
走行時間短縮便益：507億円
走行費用減少便益：27億円
交通事故減少便益：4.6億円
【主な根拠】
計画交通量：23,209台/日

里土地区画整理事
業
　鳩ヶ谷市

【内訳】
走行時間短縮便益：378億円
走行費用短縮便益：64億円
交通事故減少便益：0.91億円
【主な根拠】
計画交通量：23,000台/日

運動公園周辺地区
一体型特定土地区
画整理事業
　千葉県

【内訳】
走行時間短縮便益：1175億円
走行費用短縮便益：-6.8億円
交通事故減少便益：-28億円
【主な根拠】
計画交通量：61,373台/日

木地区一体型特定
土地区画整理事業
　千葉県

【内訳】
走行時間短縮便益：109億円
走行費用短縮便益：-1.8億円
交通事故減少便益：-2.5億円
【主な根拠】
計画交通量：21,016台/日

金田西特定土地区
画整理事業
　千葉県

【内訳】
走行時間短縮便益：197億円
走行費用短縮便益：-6.7億円
交通事故減少便益：-4.8億円
【主な根拠】
計画交通量：25,000台/日
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10年
継続中

174 90 35 2.6

・地域・都市整備基盤の形
成（鉄道新線整備と一体と
なった事業、大都市法に基
づく重点供給地域内の事
業、道路整備と一体となっ
た住宅宅地供給３４ha)
・良好な環境の保全・形成
（地区計画による宅地側の
良好な環境の形成）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 149 85 43 2.0

・良好な環境の保全・形成
（地区計画等による宅地側
の良好な環境の形成）
・安全な生活環境の確保
（地区内の通学路で現況歩
道幅員≦1mの箇所の減少）
・防災上安全な市街地を形
成（消防活動困難地区の解
消）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 253 48 27 1.7

・防災上安全な市街地を形
成（消防活動困難地区の解
消、公園整備による災害拠
点施設の確保）
・地域・都市基盤の形成
（広域交通結節地域の良好
な都市基盤の形成）
・良好な環境の保全・形成
（地区計画等による良好な
環境の形成）

継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長 赤星健太
郎）

再々評価 354 177 101 1.8

・都市圏の交通円滑化の推
進(駅前広場等の整備によ
り、公共交通機関の利用の
促進に資する)
・地域・都市の基盤の形成
(対象区間が電線類地中化5
カ年計画に位置づけられて
おり、大都市法に基づく重
点供給地域内の事業であ
る)
・良好な環境の保全・形成
(地区計画による良好な環
境の形成)
・他ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの関連(住
市総事業との合併施行)

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 53 77 30 2.5

・地域・都市の基盤の形成
（道路整備と一体となった
住宅宅地供給を実施）
・安全な生活環境の確保
（住居系の２車線以上の道
路で歩道等を車椅子が通行
できない）
・良好な環境の保全・形成
（地区計画等による宅地側
の良好な環境形成）

継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長 赤星健太
郎）

再々評価 41 54 18 3.0

・地域・都市の基盤の形成
（大都市法に基づく重点供
給地域内の事業）
・良好な住環境の保全・形
成（地区計画等による宅地
側の良好な環境の形成）

継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長 赤星健太
郎）

再々評価 66 60 19 3.2

・中心市街地の活性化（中
心市街地への至る現道の混
雑度が緩和）
・交通円滑化の推進（公共
交通機関の利用促進）
・地域・都市の基盤の形成
（大都市法に基づく重点供
給地域内の事業）

継続

関東地方整備局
都市整備課

（課長 赤星健太
郎）

10年
継続中

143 383 126 3.0

・幹線道路網の整備（地域
高規格道路の位置づけのあ
る金沢外環状道路の整備）
・地域・都市の基盤形成
（道路整備と一体となった
宅地供給）
・道路の防災対策（緊急輸
送道路ネットワークの計画
の位置づけのある幹線道路
の整備）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

西平井・鰭ヶ崎地
区一体型特定土地
区画整理事業
　流山市

【内訳】
走行時間短縮便益：119億円
走行費用短縮便益：-13億円
交通事故減少便益：-16億円
【主な根拠】
計画交通量：28,821台/日

八幡宿駅東口土地
区画整理事業
　市原市

【内訳】
走行時間短縮便益：84億円
走行費用短縮便益：2.2億円
交通事故減少便益：-1.6億円
【主な根拠】
計画交通量：22,000台/日

宇津木土地区画整
理事業
　八王子市

【内訳】
走行時間短縮便益：49億円
走行費用短縮便益：-0.58億円
交通事故減少便益：0.05億円
【主な根拠】
計画交通量：10,000台/日

渋谷(南部地区)土
地区画整理事業
　大和市

【内訳】
走行時間短縮便益：169億円
走行費用減少便益：6.7億円
交通事故減少便益：1.7億円
【主な根拠】
計画交通量：42,163台/日

南足柄市まま下怒
田特定土地区画整
理事業
　まま下怒田特定
土地区画整理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：77億円
走行費用減少便益：0.87億円
交通事故減少便益：-0.84億円
【主な根拠】
計画交通量：7,686台/日

風渡野南特定土地
区画整理事業
　風渡野南特定土
地区画整理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：53億円
走行費用短縮便益：1.5億円
交通事故減少便益：-0.18億円
【主な根拠】
計画交通量：85,326台/日

蓮沼下特定土地区
画整理事業
　蓮沼下特定土地
区画整理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：51億円
走行費用短縮便益：5.1億円
交通事故減少便益：3.7億円
【主な根拠】
計画交通量：47,526台/日

金沢市野田土地区
画整理事業
　野田土地区画整
理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：368億円
走行費用短縮便益：15億円
交通事故減少便益：-0.45億円
【主な根拠】
計画交通量：26,800台/日
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10年
継続中

61 171 31 5.6

・安全な生活環境の確保
（地区内の歩道を確保）
・地域づくりの支援（地区
内に拠点保育所を整備）
・都市圏の交通円滑化の推
進（バイパス機能の確保に
よる渋滞の解消）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消防活動困難地
区の解消）

継続

中部地方整備局
都市整備課

（課長　中西賢
也）

再々評価 418 2,367 103 23.1

・都市圏の交通の円滑化の
推進（公共交通機関の利用
増進）
・地域・都市の基盤の形成
（道路整備と一体となった
住宅宅地供給）
・地域づくりの支援（拠点
開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、地域連携ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄの支援）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消火活動困難地
区の解消）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 255 369 167 2.2

・都市圏の交通円滑化の推
進（鉄道２線の踏切遮断時
間が７時間を超える踏切
が、鉄道高架化により解消
される）
・安全な生活環境の確保
（地区内通学路の歩行環境
が大幅に改善される）
・鉄道２線により一体的発
展が阻害されている地区が
解消される。

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

10年
継続中

114 188 54 3.5

・安全な生活環境の確保
（地区内狭小道路の解消、
視距改善）
・道路の防災対策・危機管
理の充実 （緊急車両によ
る活動困難地区の解消）
・都市圏の交通の円滑化
（公共交通機関の利用促
進）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 77 177 28 6.3

・地域・都市の基盤の形成
（都市内定住人口の増加に
大きく寄与）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消防活動・緊急
活動が困難な区域の解消）
・安全な生活環境の確保
（通学路等における歩道整
備による安全性の確保）

継続

近畿地方整備局
都市整備課

（課長　奥田謁
夫）

再々評価 104 181 91 2.0

・地域・都市基盤施設の形
成（道路整備と一体となっ
た住宅宅地供給(460戸)）
・安全な生活環境の確保
（地区内の通学路で現況歩
道なしの解消）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（幅員６ｍ以上の
道路整備による消防活動困
難地区の解消）

継続

中国地方整備局
都市・住宅整備課
（課長 松井康

治）

10年
継続中

300 224 128 1.8

・中心市街地の活性化(市
中心部への現道の混雑度緩
和 1.03→0.91、街区の再
編により、商業業務機能の
集積、土地の有効利用を促
進）
・安全な生活環境の確保
（地区内通学路で現況歩道
幅員≦１ｍの箇所 1450ｍ
が解消される。）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（全ての宅地が幅
員6m以上の道路に面するた
め、消火活動困難地区 7ha
が解消する。公園整備によ
り、災害時の一時避難地 4
カ所0.8haが確保される。)

継続

都市・地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

10年
継続中

166 278 74 3.8

・地域づくりの支援（地区
内への商業施設等の誘致）
・良好な環境の保全・形成
（地区計画等による宅地側
の良好な環境の形成）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消防活動困難地
区の解消（14.7ha→
0.0ha）、公園整備による
避難拠点の確保
（6.35ha））

継続
九州地方整備局
都市・住宅整備課
(課長 福本仁志)

鷺山・下土居土地
区画整理事業
　鷺山・下土居土
地区画整理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：163億円
走行費用短縮便益：4.2億円
交通事故減少便益：3.8億円
【主な根拠】
計画交通量：55,487台/日

名古屋市上志段味
特定土地区画整理
事業
　上志段味特定土
地区画整理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：2,280億円
走行費用短縮便益：87億円
交通事故減少便益：0億円
【主な根拠】
計画交通量：43,079台/日（上
志段味線）

三山木地区特定土
地区画整理事業
　京田辺市

【内訳】
走行時間短縮便益：363億円
走行費用短縮便益：8.2億円
交通事故減少便益：-2.0億円
【主な根拠】
計画交通量：27,249台/日

海南駅東土地区画
整理事業
　海南市

【内訳】
走行時間短縮便益：100億円
走行経費短縮便益：19億円
交通事故減少便益：69億円
【主な根拠】
計画交通量：7,000台/日

洛北第三地区土地
区画整理事業
　洛北第三土地区
画整理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：172億円
走行費用短縮便益：5.6億円
交通事故減少便益：-0.68億円
【主な根拠】
計画交通量：8,900台/日

富田西部第一土地
区画整理事業
　周南市

【内訳】
走行時間短縮便益：178億円
走行費用短縮便益：8.9億円
交通事故減少便益：-5.6億円
【主な根拠】
計画交通量：43,934台/日

新居浜駅前土地区
画整理事業
　新居浜市

【内訳】
走行時間短縮便益：219億円
走行費用短縮便益：5.3億円
交通事故減少便益：0.13億円
【主な根拠】
計画交通量：9,018台/日

兵庫北土地区画整
理事業
　兵庫北土地区画
整理組合

【内訳】
走行時間短縮便益：253億円
走行費用短縮便益：27億円
交通事故減少便益：-1.3億円
【主な根拠】
計画交通量：14,100台/日

52



再々評価 50 43 27 1.6

・中心市街地の活性化（中
心市街地へのアクセス強化
（八代鏡線２車線→北部幹
線４車線））
・安全な生活環境の確保
（歩道設置道路０ｍ→２,
９１３ｍ）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消化活動困難地
区の解消（４１戸→０
戸））

継続
九州地方整備局
都市・住宅整備課
(課長 福本仁志)

10年
継続中

224 185 79 2.3

・安全な生活環境の環境の
確保（通学路等の歩道の整
備)
・良好な環境の保全・形成
（公園・河川沿いの歩行者
専用道路整備によりゆとり
ある良好な市街地環境の形
成）
・道路の防災対策･危機管
理の充実（消火活動困難地
区の解消（30ha→0ha）。
公園の整備（0→8箇所））

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 55 52 30 1.7

・安全な生活環境の確保
（通学路等の歩道の整備）
・良好な環境の保全・形成
(公園・緑地整備等により
ゆとりある良好な市街地環
境の形成)
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消火活動困難地
区の解消（6.4ha→０
ha））

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 220 410 155 2.6

・物流の効率化の支援（東
九州自動車道IC関連アクセ
ス道路整備W=30m、
L=373m）
・安全な生活環境の確保
（歩道幅員3.5～5.5m、
L=1.2kmを整備）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消防活動困難地
区の解消（40.2ha→
0ha）、公園整備による災
害拠点施設の確保
(3.2ha)）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

10年
継続中

267 203 135 1.5

・中心市街地の活性化（街
区の再編、集約化による商
業施設の再生)
・地域づくりの支援（交流
拠点広場整備等）
・安全な生活環境の確保
（幹線道路整備における歩
道幅員の拡幅W=0⇒W=4.5ｍ
L=438ｍ）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 528 514 277 1.9

・中心市街地の活性化（中
心市街地への現道の混雑度
1.65を0.5に改善）
・安全な生活環境の確保
（4.5m歩道設置）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消火活動困難地
区の解消）（緊急輸送道路
ネットワークに位置づけら
れた25m道路設置）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 77 34 19 1.8

・地域・都市の基盤の形成
（道路整備と一体となった
住宅宅地供給(20ha））
・良好な環境の保全・形成
（浸水被害のない良好な宅
地の形成（浸水被害地域
4ha→0ha））
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消火活動困難地
区の解消（26ha→0ha））

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 82 52 34 1.5

・地域・都市の基盤の形成
（道路整備と一体となった
住宅宅地供給(24ha））
・安全な生活環境の確保
（通学路に歩道新設(0m→
7,382m)）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（消防活動困難地
区の解消(5ha→0ha)）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（公園整備による
避難拠点の整備(0ha→
1.3ha)）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

八千把地区土地区
画整理事業
　八代市

【内訳】
走行時間短縮便益：39億円
走行費用短縮便益：2.7億円
交通事故減少便益：0.91億円
【主な根拠】
計画交通量：63,037台/日

東部第二土地区画
整理事業
　宮崎市

【内訳】
走行時間短縮便益：184億円
走行費用短縮便益：17億円
交通事故減少便益：-16億円
【主な根拠】
計画交通量：12,600台/日

飯田土地区画整理
事業
　宮崎市

【内訳】
走行時間短縮便益：53億円
走行費用短縮便益：2.4億円
交通事故減少便益：-3.6億円
【主な根拠】
計画交通量：20,192台/日

財光寺南土地区画
整理事業
　日向市

【内訳】
走行時間短縮便益：377億円
走行費用短縮便益：25億円
交通事故減少便益：7.6億円
【主な根拠】
計画交通量：7,300台/日

日向市駅周辺土地
区画整理事業
　日向市

【内訳】
走行時間短縮便益：197億円
走行費用短縮便益：5.3億円
交通事故減少便益：1.0億円
【主な根拠】
計画交通量：23,200台/日

吉野地区土地区画
整理事業
　鹿児島市

【内訳】
走行時間短縮便益：514億円
走行費用短縮便益： 11億円
交通事故減少便益：-11億円
【主な根拠】
計画交通量：19,900台/日

十町土地区画整理
事業
　指宿市

【内訳】
走行時間短縮便益：32億円
走行費用短縮便益：0.52億円
交通事故減少便益：1.6億円
【主な根拠】
計画交通量：6,150台/日

麓第一土地区画整
理事業
　霧島市

【内訳】
走行時間短縮便益：52億円
走行費用短縮便益：0.68億円
交通事故減少便益：-0.63億円
【主な根拠】
計画交通量：3,200台/日
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再々評価 303 696 174 4.0

・都市圏の交通円滑化の推
進（近傍地のモノレ-ル駅
へのアクセス及び出勤時の
既存住宅地への通過交通の
改善）
・良好な環境の保全・形成
（景観法に基づく景観区域
に含まれかつ、地区計画等
による良好な住環境の形
成）
・良好な環境の保全・形成
（地区内散在する1,200基
余の墳墓の墓地街区へ集約
による住環境の整備、大部
分の墳墓（近世墓）に対し
文化財の調査・保全）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（公園や公共施設
等による防災安全街区等の
避難拠点が整備される）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 273 498 125 4.0

・都市圏の交通円滑化の推
進（国道330号へのアクセ
スの改善）
・良好な環境の保全・形成
（景観法に基づく景観区域
に含まれ、かつ地区計画
（予定）等による住環境の
形成）
・安全な生活環境の確保
（学校教育施設（４校）の
周辺整備）
・地域・都市の基盤の形成
（地区内の緑地は市の骨格
的な緑地であり、緑の基本
計画による都市緑地として
の整備を行う）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（公園などによる
防災安全街区等の避難拠点
が整備される）

継続

沖縄総合事務局
建設産業･地方整

備課
（課長 竹富信

也）

再々評価 111 64 36 1.8

・地域の競争条件確保のた
めの幹線道路網の構築（地
域高規格道路の位置付け有
り）
・中心市街地の活性化（街
区の再編、低未利用地の入
れ替え、集約を行う）
・良好な環境の保全・形成
（地区計画等による宅地の
良好な環境の形成）
・道路の防災対策・危機管
理の充実

継続

沖縄総合事務局
建設産業･地方整

備課
（課長 竹富信

也）

再々評価 265 659 134 4.9

・地域づくりの支援（地区
内への商業施設等の誘致に
よる、生活利便性の向上）
・良好な環境の保全・形成
（地区計画等による宅地に
おける良好な環境の形成）
・地域の競争条件確保のた
めの幹線道路網の構築（地
域高規格道路の位置付け有
り）
・地域・都市の基盤の形成
（道路整備と一体となった
住宅宅地供給を実施）

継続

沖縄総合事務局
建設産業･地方整

備課
（課長 竹富信

也）

10年
継続中

1,020 166 97 1.7

・地域・都市の基盤の形成
（大都市法に基づく重点供
給地域内で鉄道新線や新駅
整備と一体となった事業。
当該道路の整備によりつく
ばエクスプレス及び東武野
田線の地区内新駅へのアク
セスが向上）
・安全な生活環境の確保
（広域ネットワークによ
り、既存道路の交通渋滞が
緩和されるとともに歩道の
整備により児童の通学路も
安全に確保される。）
・良好な環境の保全・形成
（当該道路の整備と併せ地
区計画等による宅地側の良
好な環境も形成）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

再々評価 502 371 75 4.9

・道路整備と一体となった
住宅宅地供給（住宅用地
48.2ha）
・地区計画等による宅地側
の良好な環境の形成
（H18.12地区計画決定）
・中心市街地の活性化（中
心市街地に至る現道（一般
国道246号【伊勢原市神戸
521】、平塚秦野線【秦野
市下大槻763】/ともに地区
外）の混雑度が1.0以上で
あり、渋滞解消に寄与す
る。）

継続

都市･地域整備局
市街地整備課
（課長 松田秀

夫）

浦添南第一土地区
画整理事業
　 浦添市

【内訳】
走行時間短縮便益：690億円
走行費用短縮便益：25億円
交通事故減少便益：-19億円
【主な根拠】
計画交通量：76,000台/日

浦添南第二地区土
地区画整理事業
　 浦添市

【内訳】
走行時間短縮便益：480億円
走行費用短縮便益：14億円
交通事故減少便益：3.8億円
【主な根拠】
計画交通量：33,000台/日

伊覇土地区画整理
事業
　八重瀬町

【内訳】
走行時間短縮便益：31億円
走行費用短縮便益：27億円
交通事故減少便益：6.1億円
【主な根拠】
計画交通量：22,000台/日

真田・北金目特定
土地区画整理事業
　都市再生機構

【内訳】
走行時間短縮便益：359億円
走行費用短縮便益：8.5億円
交通事故減少便益：2.6億円
【主な根拠】
計画交通量：8,000台/日

津嘉山北土地区画
整理事業
　南風原町

【内訳】
走行時間短縮便益：651億円
走行費用短縮便益：15億円
交通事故減少便益：-7.3億円
【主な根拠】
計画交通量：23,000台/日

新市街地地区一体
型土地区画整理事
業
　都市再生機構

【内訳】
走行時間短縮便益：162億円
走行費用短縮便益：3.6億円
交通事故減少便益：0.3億円
【主な根拠】
計画交通量：37,320台/日
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【住宅市街地総合整備事業】

再々評価 継続

関東地方整備局
建政部住宅整備課
（課長　高木直

人）

【住宅市街地基盤整備事業】

10年継続
中

52 128 51 2.5
住宅宅地事業・施設整備の進
捗状況

継続

その他 6.3 9.5 5.8 1.6
住宅宅地事業・施設整備の進
捗状況

継続

10年継続
中

33 127 35 3.6
団地へのアクセス向上や整備
に伴う交通分散による既存道路
の安全性の向上

継続

再々評価 76 162 86 1.9

つくばエクスプレス沿線で進め
られているまちづくりの促進及
び歩行者（学童等）の安全性の
向上

継続

再々評価 66 216 74 2.9

つくばエクスプレス沿線で進め
られているまちづくりの促進及
び市役所等の公共施設へのア
クセス向上。また、緊急輸送路
の代替機能の確保

継続

再々評価 91 3,004 1,256 2.4
６ｍ以上の道路や公園の配置
など公共空間の増加による防
災性の向上等

継続

10年継続
中

6.1 100 43 2.3

・地域の競争条件確保のため
の幹線道路網の構築
・中心市街地の活性化
・良好な環境の保全・形成
・道路の防災対策・危機管理の
充実

継続

10年継続
中

－ － － － － 評価手続き中

10年継続
中

41 269 139 1.9
住宅宅地事業・施設整備の進
捗状況　等

継続

事 業 名
事業主体

該当基準 貨幣換算が困難な効果等による評価 対応方針
担当課

（担当課長名）

川口駅周辺地区住宅
市街地総合整備事業
埼玉県川口市

チェックリストによる評価を実施。
交通円滑化等による周辺地区の活性化をもたらし、災害時には緊急避難路としても位置づけられている道路整備に
ついて、毎年着実に用地交渉を進めた結果、未買収地も限られてきたこと、また暫定整備による歩道の不連続を解
消するためにも早急に事業完了させる必要があることから継続と判断した。

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

シーアイタウン利府
東部

東北地方整備局
建政部

都市・住宅整備課
（課長　堂薗洋

昭）

町道浜田駅前赤沼線
（地方道）
利府町

【内訳】
　走行時間短縮便益：136億円
　走行経費減少便益：1.3億円
　交通事故減少便益：▲9.9億円
【主な根拠】
　計画交通量：5,400台/日

町道大貝番ヶ森線
（地方道）
利府町

【内訳】
　走行時間短縮便益：9.3億円
　走行経費減少便益：0.18億円
　交通事故減少便益：0億円
【主な根拠】
　計画交通量：1,988台/日

コモンシティ十王・
城の丘

関東地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　高木直

人）

県道日立いわき線
（地方道）
茨城県

【内訳】
走行時間短縮便益120億円
走行費用減少便益5.6億円
交通事故減少便益1.8億円
 【主な根拠】
計画交通量:20,700台/日

伊奈谷和原丘陵部土
地区画整理

関東地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　高木直

人）

県道つくば野田線
（地方道）
茨城県

【内訳】
走行時間短縮便益148億円
走行費用減少便益14億円
【主な根拠】
計画交通量:14,000台/日

県道野田牛久線
（地方道）
茨城県

【内訳】
走行時間短縮便益195億円
走行費用減少便益21億円
【主な根拠】
計画交通量:16,100台/日

東楢戸・台線他４路
線
（区画）
茨城県

【内訳】
走行時間短縮便益2,934億円
走行費用減少便益63億円
交通事故減少便益6.8億円
【主な根拠】
計画交通量:22,200台/日

古河駅東部土地区画
整理

関東地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　高木直

人）

旭町・今泉線
（区画）
古河市

【内訳】
走行時間短縮便益： 102億円
走行費用減少便益：   0.27億円
交通事故減少便益： －2.2億円
【主な根拠】
計画交通量：62,861台／日

飯能笠縫土地区画整
理他３

関東地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　高木直

人）

川寺岩沢線他１
（区画）
飯能市

－

東濃研究学園都市

中部地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　中崎ふじ

の）

県道肥田下石線
（地方道）
岐阜県

【内訳】
　走行時間短縮便益：236億円
　走行経費減少便益：21億円
　交通事故減少便益：12億円
【主な根拠】
　計画交通量：11,600台/日
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10年継続
中

5.6 43 24 1.8
住宅宅地事業に対する先導的
な整備効果が必要

継続

10年継続
中

22 82 20 4.1
住宅宅地事業・施設整備の進
捗状況　等

継続

10年継続
中

16 84 17 4.9
住宅宅地事業・施設整備の進
捗状況　等

継続

再々評価 53 175 70 2.5
住宅宅地事業・施設整備の進
捗状況　等

継続

再々評価 47 2,048 56 36.6
住宅宅地事業・施設整備の進
捗状況　等

継続

再々評価 49 460 68 6.8
住宅宅地事業・施設整備の進
捗状況　等

継続

再々評価 17 72 19 3.7

・高機能舗装の実施により、
沿線に与える騒音の低減や雨
天時の視認性の向上などに寄
与する。
・将来の街並みに配慮した景
観を確保する。
・都市防災機能としての空間
を確保する。

継続

10年継続
中

255 369 167 2.2

・都市圏の交通円滑化の推進
（鉄道２線の踏切遮断時間が７
時間を超える踏切が、鉄道高架
化により解消される）
・安全な生活環境の確保（地区
内通学路の歩行環境が大幅に
改善される）
・鉄道２線により一体的発展が
阻害されている地区が解消され
る。

継続

菊川インター南部

中部地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　中崎ふじ

の）

西方高橋線
（区画）
静岡県

【内訳】
　走行時間短縮便益：43.8億円
　走行経費減少便益：0.4億円
　交通事故減少便益：▲1.7億円
【主な根拠】
　計画交通量：12,950台／日

竹の山南部特定他１
土地区画整理

中部地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　中崎ふじ

の）

卯塚緑地線
(区画）
愛知県

【内訳】
走行時間短縮便益：77億円
走行経費減少便益：1.8億円
交通事故減少便益：2.8億円
【主な根拠】
計画交通量：3,300台/日

尾張旭印場特定他１
土地区画整理

中部地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　中崎ふじ

の）

旭前駅前線他１路線
(区画）
愛知県

【内訳】
走行時間短縮便益：81億円
走行経費減少便益：2.1億円
交通事故減少便益：1.5億円
【主な根拠】
計画交通量：8,752台/日

千種台

中部地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　中崎ふじ

の）

池内猪高線
（街路）
名古屋市

【内訳】
走行時間短縮便益：188.6億円
走行経費減少便益：-5.7億円
交通事故減少便益：-7.5億円
【主な根拠】
計画交通量：13,500台/日

志段味

中部地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　中崎ふじ

の）

白鳥線外１路線
（区画）
名古屋市

【内訳】
走行時間短縮便益：1,970.7億円
走行経費減少便益：77.2億円
交通事故減少便益：0億円
【主な根拠】
計画交通量：53,079台/日

下志段味線外２路線
（区画）
名古屋市

【内訳】
走行時間短縮便益：444.7億円
走行経費減少便益：14.8億円
交通事故減少便益：0億円
【主な根拠】
計画交通量：10,353台/日

南田辺・狛田ニュー
タウン

近畿地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　椎名大

介）

山手幹線
（街路）
京都府

【内訳】
走行時間短縮便益：68.1億円
走行費用短縮便益：2.5億円
交通事故減少便益：1.7億円
【主な根拠】
計画交通量：17,900台

三山木普賢寺線
（区画）
京田辺市

【内訳】
走行時間短縮便益：363
走行費用短縮便益：8.2
交通事故減少便益：-2.0
【主な根拠】
計画交通量：27,249台/日
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10年継続
中

－ － － － － 評価手続き中

10年
継続中

104 249 88 2.8

・ 新しい都市拠点アクセス
・「箕面有料道路」「新名神高速
道路（仮称）箕面ＩＣ」へのアクセ
スにも資する

継続

再々評価 195 531 204 2.6
住宅宅地事業・施設整備の進
捗状況　等

継続

10年
継続中

27 42 28 1.5

・団地から国道54号へのアクセ
ス強化
・幹線道路ネットワークの境界
・消火活動困難地区の解消や
避難路の確保
・通学時の安全性の向上

継続

10年継続
中

－ － － － － 評価手続中

国際文化公園都市

近畿地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　椎名大

介）

市道山麓線4工区
（地方道）
茨木市

－

水と緑の健康都市

近畿地方整備局
建政部

住宅整備課
（課長　椎名大

介）

府道豊能池田線
（地方道）
大阪府

【内訳】
走行時間短縮便益：249億円
走行費用短縮便益：0.13億円
交通事故減少便益：0.14億円
【主な根拠】
計画交通量：12,600台(4車区間)
　　　　　   8,800台(2車区間)

広島西部丘陵都市
（沼田地区）

中国地方整備局
建政部

都市・住宅整備課
（課長　松井康

治）

市道安佐南４区486
号線
（地方道）
広島市

【内訳】
　走行時間短縮便益：514億円
　走行経費減少便益：13億円
　交通事故減少便益：4.2億円
【主な根拠】
　計画交通量：17,400台/日

祇園山本地区開発事
業

中国地方整備局
建政部

都市・住宅整備課
（課長　松井康

治）

西原山本線(２工区)
（街路）
広島市

【内訳】
　走行時間短縮便益：39億円
　走行費用短縮便益：1.4億円
　交通事故減少便益：0.80億円
【主な根拠】
　計画交通量：6,100～7,500台

山鹿・乙丸 九州地方整備局
建政部

都市・住宅整備課
（課長　福本仁

志）

乙丸４号線
（地方道）
北九州市

－
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【公共事業関係費】

うち見直
し継続

道路整備事業 直轄事業 0

補助事業 1 2 3 3

1 1 1

1 3 0 0 0 4 4 0

（注１）再評価対象基準

　　　　５年未着工　：事業採択後一定期間（５年間）が経過した時点で未着工の事業

　　　　１０年継続中：事業採択後長期間（１０年間）が経過した時点で継続中の事業

　　　　準備計画５年：準備・計画段階で一定期間（５年間）が経過している事業

　　　　再々評価　　：再評価実施後一定期間（５又は１０年間）が経過している事業

　　　　その他　　　：社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

準備計
画５年

再々
評価

土地区画整理事業

中止
１０年
継続中

その他

評価手続中事業（平成１8年度評価）の再評価について

合　　計

５年
未着工

再評価実施箇所数

事　業　区　分

再評価結果

継続
評価

手続中
計

参考１

58



【公共事業関係費】

うち見直
し継続

1 1 1

0 1 0 0 0 1 1 0 0 0

（注１）再評価対象基準

　　　　５年未着工　：事業採択後一定期間（５年間）が経過した時点で未着工の事業

　　　　１０年継続中：事業採択後長期間（１０年間）が経過した時点で継続中の事業

　　　　準備計画５年：準備・計画段階で一定期間（５年間）が経過している事業

　　　　再々評価　　：再評価実施後一定期間（５又は１０年間）が経過している事業

　　　　その他　　　：社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

評価手続中事業（平成１７年度評価）の再評価について

合　　計

５年
未着工

再評価実施箇所数

事　業　区　分

再評価結果

継続
評価

手続中
１０年
継続中

土地区画整理事業

準備計
画５年

再々
評価

その他 計 中止
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【公共事業関係費】

うち見直
し継続

道路整備事業 補助事業等 1 1 1

0 0 0 1 0 1 0 0 0 1

（注１）再評価対象基準

　　　　５年未着工　：事業採択後一定期間（５年間）が経過した時点で未着工の事業

　　　　１０年継続中：事業採択後長期間（１０年間）が経過した時点で継続中の事業

　　　　準備計画５年：準備・計画段階で一定期間（５年間）が経過している事業

　　　　再々評価　　：再評価実施後一定期間（５又は１０年間）が経過している事業

　　　　その他　　　：社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

評価手続中事業（平成１６年度評価）の再評価について

合　　計

５年
未着工

再評価実施箇所数

事　業　区　分

再評価結果

継続
評価

手続中
計 中止

１０年
継続中

準備計
画５年

再々
評価

その他
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【公共事業関係費】

【道路・街路事業】
（補助事業等）

5年
未着工

66 84 60 1.4

・小沼崎地区のすれ違い困
難な隘路が解消され、交通
の円滑化が図れる。
・異常気象時通行規制区間
L=2.4kmの解消に資する。
・H8防災点検要対策箇所5
箇所の解消に資する。

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保　修)

10年
継続中

46 432 46 9.3

・現道部における渋滞損失
時間（180万人・時間/年→
98万人・時間/年）
・横浜港（特定重要港湾）
へのアクセスの向上（横浜
市南部方面からのアクセス
が２分短縮）

継続
道路局国道・防災課
（課長　下保修）

10年
継続中

80 90 85 1.1

・利賀村スキー場や温泉地
等の観光客増加が期待でき
る。
・利賀村と砺波市のアクセ
ス向上(65分→49分)が図ら
れる。
・一般国道471号のすれ違
い困難な箇所を解消し、交
通の円滑化を図る。

継続
道路局

国道・防災課
課長　下保　修

【土地区画整理事業】

再々評価 72 39 28 1.4

・道路の防災対策・危機管
理の充実（幅員6m以上の道
路がないため消火活動がで
きない地区が存在するた
め、この地区解消）
・地域・都市の基盤の形成
（鉄道新線と一体となった
整備）

継続
都市･地域整備局
市街地整備課

（課長 松田秀夫）

評価手続中事業（平成１８年度評価）の再評価結果一覧

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

対応方針

貨幣換算が困難な効果等
による評価

対応方針
担当課

（担当課長名）
便益の内訳及び主な根拠

十日町駅西土地区画
整理事業
十日町市

【内訳】
走行時間短縮便益 　34億円
走行経費減少便益　5.5億円
交通事故減少便益 -1.1億円
【主な根拠】
計画交通量：9,000台/日

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ

一般国道471号
利賀バイパス
富山県

【内訳】
走行時間短縮便益:73億円
走行経費減少便益:16億円
交通事故減少便益:0.45億円
【主な根拠】
計画交通量：1,200台

一般国道118号
小沼崎バイパス
福島県

【内訳】
走行時間短縮便益：81億円
走行経費減少便益：2.6億円
交通事故減少便益：0.45億円
【主な根拠】
計画交通量：11,500台

一般国道1号
不動坂工区
横浜市

【内訳】
走行時間短縮便益：440億円
走行経費減少便益：-3.5億円
交通事故減少便益：-4.4億円
【主な根拠】
計画交通量：37,500台

参考２

61



【公共事業関係費】

【土地区画整理事業】

10年
継続中

263 247 131 1.9

・都市圏の交通円滑化の推
進
・安全な生活環境の確保
・良好な環境の保全・形成
・道路の防災対策・危機管
理の充実

継続
九州地方整備局

都市・住宅整備課
(課長 福本仁志)

評価手続中事業（平成１7年度評価）の再評価結果一覧

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

谷山第二地区土地
区画整理事業
鹿児島市

【内訳】
走行時間短縮便益   248億円
走行経費減少便益   5.6億円
交通事故減少便益  -7.3億円
【主な根拠】
計画交通量：9,400台/日

対応方針
担当課

（担当課長名）
貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠
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【公共事業関係費】

【道路・街路事業】
（補助事業等）

再々評価 － － － － － 評価手続中

本省
都市・地域整備局

街路課
（課長　松谷春敏）

都市モノレール多
摩南北線
東京都

－

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)便益の内訳及び主な根拠

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

評価手続中事業（平成１６年度評価）の再評価結果一覧

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）Ｂ／Ｃ
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